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令和３年５月に策定された「みどりの食料システム戦略」

の実現に向けて措置された「みどりの食料システム戦略推進

交付金」は、令和５年度で３年目を迎えました。

本事例集は、令和３年度補正予算から令和５年度当初予算

を活用し全国各地で実施された、資材・エネルギーの調達か

ら農林水産物の生産、加工・流通、消費に至るまでの環境負

荷低減と持続的発展に向けて取り組んだ事例を取りまとめた

ものです。

是非多くの生産者の方々をはじめ、関係者の皆様に各地の

事例をご覧いただき、今後みどりの取組を始めようとする地

域の参考としてご活用いただければ幸いです。



みどりの食料システム戦略推進交付金の活用状況（R５.12月現在）

全国計

441 ※件 ※ 要望調査(令和４年12月から令和５年11月にかけて８回実施)に基づき配分
した事業実施計画数であり、事業を実施した件数と異なる場合があります。

グリーンな栽培体系への転換サポート
それぞれの産地に適した「環境にやさしい栽培技術」と「省力化に資する

先端技術等」を取り入れた「グリーンな栽培体系」への転換を推進するため、
産地に適した技術を検証し、定着を図る取組を支援します。

有機農業産地づくり推進
有機農業の団地化や学校給食等での利用など、有機農業の生産から消費ま

で一貫し、農業者のみならず事業者や地域内外の住民を巻きこんで推進する
取組の試行や体制づくりを推進します。

有機転換推進事業
新たに有機農業を開始する農業者に対して支援します。

推進体制整備
地方自治体、地域の生産者、事業者、大学・研究機関やシンクタンク等が

連携して行うビジョン・計画策定に向けた調査・検討、有機農業指導員の育
成・確保等を支援します。

バイオマス地産地消対策
地域のバイオマスを活用したエネルギー地産地消の実現に向けた調査・施

設整備を支援するとともに、バイオ液肥の地域内利用を進めるため、液肥散
布車の導入やバイオ液肥の散布実証のための取組を支援します。

地域循環型エネルギーシステム構築
地域の再生エネルギー資源を活用した地域循環型エネルギーシステムの構

築のための営農型太陽光発電や未利用資源のエネルギー利用を推進します。

SDGs対応型施設園芸確立
環境負荷軽減の技術を活用した持続可能な施設園芸への転換を促進するた

め、SDGsに対応し、環境負荷軽減と収益性向上を両立したモデル産地を育
成する取組を支援します。
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丹波篠山市農都創造部農都政策課 TEL：079－552－1114

番号 事業実施主体 地域 取組メニュー※ 品目 ページ

北海道

01 津別町 北海道津別町 バイオマス ― 14

東北

02 青森県 グリサポ ながいも 15
03 大崎市有機農業・グリーン化推進協議会 宮城県大崎市 グリサポ 水稲 16
04 雄勝ＩＣＴ協議会 秋田県湯沢市 グリサポ ねぎ 17
05 かわにしオーガニックビレッジ推進協議会 山形県川西町 有機 えだまめ 18
06 福島県会津農林事務所農業振興普及部 福島県会津若松市 グリサポ 水稲 19

関東甲信・静岡

07 神栖市営農型太陽光発電検討協議会 茨城県神栖市 地域循環 ピーマン、かんしょ 20
08 小山市有機農業推進協議会 栃木県小山市 有機 水稲 21
09 栃木県 栃木県真岡市 グリサポ なす（露地） 22

10 群馬県 グリサポ こんにゃくいも 23
11 小川町有機農業推進協議会 埼玉県小川町 有機 露地野菜 24
12 びわ再生協議会 グリサポ びわ 25
13 千葉市ＳＤＧｓ対応型施設園芸推進協議会 千葉県千葉市 ＳＤＧｓ いちご 26
14 株式会社Ｊバイオフードリサイクル 神奈川県横浜市 バイオマス ― 27
15 山梨県 山梨県全域 グリサポ ぶどう、もも等（露地） 28
16 長野県 長野県長野市 グリサポ きゅうり（施設） 29

17 富士山麓堆肥利用促進協議会 グリサポ 茶 30

北陸

18 県央農業振興会議新潟米振興部会 新潟県弥彦村 グリサポ 水稲 31
19 新潟市農業ＳＤＧｓ協議会 新潟県新潟市 グリサポ 水稲 32

20 呉羽梨産地活性化委員会議会 グリサポ 日本なし 33
21 南砺市 富山県南砺市 有機 水稲、野菜 等 34
22 羽咋市みどりの食料システム戦略推進協議会 石川県羽咋市 グリサポ 水稲 35
23 野々市市上林環境農業協議会 石川県野々市市 グリサポ 水稲 36
24 坂井地区園芸タウン推進協議会 福井県坂井市、あわら市 グリサポ ねぎ 37
25 奥越地区園芸タウン推進協議会 福井県大野市、勝山市 グリサポ さといも 38

東海

26 白川町有機の里づくり協議会 岐阜県白川町 有機 水稲、露地野菜 39
27 株式会社ビオクラシックス半田 愛知県半田市 バイオマス ― 40
28 イチゴ減農薬減化学肥料栽培推進協議会 三重県津市 グリサポ いちご（施設高設栽培） 41

近畿

29 滋賀県守山市 グリサポ 日本なし 42
30 亀岡市有機農業推進協議会 京都府亀岡市 有機 水稲、野菜 43

31 大阪府 グリサポ いちご 44
32 丹波市有機の里づくり推進協議会 兵庫県丹波市 有機 水稲、野菜等 45
33 丹波篠山ワクワク農都づくり協議会 兵庫県丹波篠山市 有機 水稲、黒大豆、野菜 46
34 淡路市有機農業産地づくり協議会 兵庫県淡路市 有機 47
35 豊岡市 兵庫県豊岡市 有機 水稲、野菜 48
36 養父市 兵庫県養父市 有機 水稲、野菜 49
37 宇陀市伊那佐東部地区グリーンサポート協議会 奈良県宇陀市 グリサポ 野菜 50

38 和海地方スマート農業推進協議会 グリサポ とうもろこし、レタス 51

取組事例目次（地域別）
＜ 令和３年度補正予算・令和４年度当初予算 ＞

琵琶湖もりやまフルーツランド グリーン転換協議会

ハーブ野菜、たまねぎ、水稲

青森県十和田地区、六戸地区

千葉県南房総市、館山市、鋸南町

群馬県渋川市、安中市、
富岡市、東吾妻町、昭和村

静岡県沼津市、富士宮市、
富士市、長泉町

富山県富山市、射水市
（呉羽梨栽培地域）

大阪府河南町、千早赤阪村、
富田林市

和歌山県和歌山市、海南市、
海草郡紀美野町
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番号 事業実施主体 地域 取組メニュー※ 品目 ページ

中国・四国

39 鳥取県 グリサポ 52
40 浜田市農業再生協議会 島根県浜田市 有機 水稲、野菜 53
41 真庭広域廃棄物リサイクル事業協同組合 岡山県真庭市 バイオマス ― 54
42 神石高原有機農業推進協議会 広島県神石郡神石高原町 有機 水稲、野菜 55
43 長門市未来農業創造協議会 山口県長門市 有機 野菜 56
44 阿南市みどりの食料システム推進協議会 徳島県阿南市 グリサポ 57
45 香川県西讃地区環境にやさしい農業推進協議会 香川県観音寺市、三豊市 グリサポ レタス 58
46 愛媛県 愛媛県鬼北町 グリサポ ゆず 59
47 施設園芸グリーン化促進協議会 高知県須崎市 ＳＤＧｓ ししとう 60
48 高知県 高知県芸西村 グリサポ トルコギキョウ（施設） 61

九州

49 グリサポ 大豆 62

50 グリサポ 日本なし、ぶどう（施設）63

51 島原地域農業振興協議会 グリサポ ばれいしょ 64
52 山都町 熊本県上益城郡山都町 有機 いも類、露地野菜、水稲 65
53 「ほんまもんの里・うすき」農業推進協議会 大分県臼杵市 有機 露地野菜 66
54 綾町自然生態系農業推進会議 宮崎県東諸県郡綾町 有機 露地野菜 67
55 南種子町有機農業推進協議会 鹿児島県熊毛郡南種子町 有機 いも類、露地野菜 68

沖縄

56 株式会社八重瀬堆肥センター 沖縄県八重瀬町 バイオマス ― 69

（計画段階の事例紹介であり、取組時点で内容を変更する場合があります。）

ＪＡ福岡大城みどりの食料システム戦略推進協議会

伊万里西松浦地区グリーンな栽培体系推進協議会

いちご、かんきつ、きゅうり

※取組メニュー凡例
グリサポ ：グリーンな栽培体系への転換サポート
有機 ：有機農業産地づくり推進
バイオマス：バイオマス地産地消対策
地域循環 ：地域循環型エネルギーシステム構築
ＳＤＧｓ ：SDGs対応型施設園芸確立

福岡県大川市、三潴郡大木町、
久留米市城島町
佐賀県伊万里市（南波多地区、
大川地区、松浦地区）
長崎県雲仙市南串山町・小浜町、
南島原市南有馬町

鳥取県みどりの食料システム推進プロジェクト協議会

水稲、日本なし、施設野菜
(すいか、いちご)、露地野菜
(スイートコーン、にんじん等)
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丹波篠山市農都創造部農都政策課 TEL：079－552－1114

番号 事業実施主体 地域 取組メニュー※ 品目 ページ

北海道

57 新ひだか町みどりの食料システム推進協議会 北海道新ひだか町 グリサポ 71

東北

58 黒石市 青森県黒石市 有機 水稲、そば、にんじん 72
59 一関地方有機農業推進協議会 岩手県一関市、平泉町 有機 水稲、野菜 73
60 岩手県 岩手県盛岡市 グリサポ 水稲 74
61 東北発電工業株式会社 地域循環 ― 75
62 にかほ市 秋田県にかほ市 グリサポ 水稲 76
63 鶴岡田川地域グリーンな栽培体系推進協議会 山形県鶴岡市 グリサポ おうとう、かき 77
64 喜多方市環境にやさしい農業推進協議会 福島県喜多方市 有機 水稲 78

関東甲信・静岡

65 常陸大宮市 茨城県常陸大宮市 有機 水稲、野菜 79
66 株式会社ビオストック 群馬県高崎市 バイオマス ― 80
67 さいたま市施設トマトグリーン栽培協議会 埼玉県さいたま市 グリサポ トマト（施設） 81

68 小田原有機の里づくり協議会 神奈川県小田原市 有機 82
69 松川町 長野県松川町 有機 露地野菜、水稲 等 83
70 川根本町 静岡県川根本町 有機 茶 84

北陸

71 新発田市有機農業産地づくり推進協議会 新潟県新発田市 有機 水稲 85
72 富山市有機農業推進協議会 富山県富山市 有機 水稲、雑穀（えごま） 86
73 珠洲市オーガニックビレッジ協議会 石川県珠洲市 有機 水稲 87
74 越前市有機農業産地づくり推進協議会 福井県越前市 有機 水稲 88

東海

75 グリーンな飛騨パプリカ栽培協議会 岐阜県高山市 グリサポ パプリカ（施設） 89
76 東郷町 愛知県愛知郡東郷町 有機 水稲、野菜 90
77 尾鷲市 三重県尾鷲市 有機 果樹、露地野菜 91

近畿

78 ＪＡグリーン近江オーガニック研究会 滋賀県蒲生郡日野町 グリサポ 水稲 92
79 中丹米振興協議会 グリサポ 水稲 93
80 加東市農業再生協議会 兵庫県加東市 有機 水稲 94
81 上郡町 兵庫県上郡町 有機 水稲 等 95
82 ＫＯＢＥオーガニック推進協議会 兵庫県神戸市 有機 野菜、水稲 等 96
83 朝来市 兵庫県朝来市 有機 水稲、野菜 等 97
84 宇陀市 奈良県宇陀市 有機 野菜、水稲 98
85 かつらぎ町 和歌山県かつらぎ町 有機 99

中国・四国

86 鳥取県西部地区営農型発電導入検討協議会 鳥取県境港市 地域循環 白ねぎ 等 100
87 江津市 島根県江津市 有機 水稲、野菜 101
88 かぶとバイオファーム合同会社 岡山県笠岡市 バイオマス ― 102
89 世羅町循環型農業推進協議会 広島県世羅町 グリサポ 水稲 103

90 海陽町オーガニックス 徳島県海部郡海陽町 有機 104
91 香川県グリーン農業コンソーシアム 香川県高松市 グリサポ いちご（施設） 105
92 今治市 愛媛県今治市 有機 水稲、野菜、果樹 106

取組事例目次（地域別）
＜ 令和４年度補正予算・令和５年度当初予算 ＞

うめ、かき、キウイフルーツ

宮城県加美町、大郷町、石巻市

京都府福知山市、舞鶴市、綾部市

ミニトマト、デルフィニウム

4

果樹（キウイフルーツ、
みかん等）、露地野菜、水稲

水稲、にんじん、
なす、たまねぎ



（計画段階の事例紹介であり、取組時点で内容を変更する場合があります。）

番号 事業実施主体 地域 取組メニュー※ 品目 ページ

九州

93 うきは市グリーン栽培検討協議会 福岡県うきは市 グリサポ 107

94 県央地域農業振興協議会 グリサポ ブロッコリー（露地） 108
95 南阿蘇村 熊本県阿蘇郡南阿蘇村 有機 109
96 豊後高田市有機農業推進協議会 大分県豊後高田市 有機 いも類、露地野菜、水稲 110
97 双日株式会社 宮崎県川南町 バイオマス 資源作物（ソルガム） 111
98 和泊町グリーン化推進協議会 鹿児島県大島郡和泊町 グリサポ きく（施設） 112

沖縄

99 土どぅ宝協議会 沖縄県南風原町 グリサポ きゅうり（施設） 113

水稲、そば、ごま、にんにく

※取組メニュー凡例
グリサポ ：グリーンな栽培体系への転換サポート
有機 ：有機農業産地づくり推進
バイオマス：バイオマス地産地消対策
地域循環 ：地域循環型エネルギーシステム構築
ＳＤＧｓ ：SDGs対応型施設園芸確立

5

かき、ぶどう、日本なし、
ドラゴンフルーツ

長崎県諫早市、大村市、
東彼杵町、川棚町、波佐見町



取組事例目次（品目別）
＜ 令和３年度補正予算・令和４年度当初予算 ＞

番号 事業実施主体 地域 取組メニュー※ 品目 ページ

水田作

03 大崎市有機農業・グリーン化推進協議会 宮城県大崎市 グリサポ 水稲 16
06 福島県会津農林事務所農業振興普及部 福島県会津若松市 グリサポ 水稲 19
08 小山市有機農業推進協議会 栃木県小山市 有機 水稲 21
18 県央農業振興会議新潟米振興部会 新潟県弥彦村 グリサポ 水稲 31
19 新潟市農業ＳＤＧｓ協議会 新潟県新潟市 グリサポ 水稲 32
21 南砺市 富山県南砺市 有機 水稲、野菜 等 34
22 羽咋市みどりの食料システム戦略推進協議会 石川県羽咋市 グリサポ 水稲 35
23 野々市市上林環境農業協議会 石川県野々市市 グリサポ 水稲 36
26 白川町有機の里づくり協議会 岐阜県白川町 有機 水稲、露地野菜 39
30 亀岡市有機農業推進協議会 京都府亀岡市 有機 水稲、野菜 43
32 丹波市有機の里づくり推進協議会 兵庫県丹波市 有機 水稲、野菜等 45
33 丹波篠山ワクワク農都づくり協議会 兵庫県丹波篠山市 有機 水稲、黒大豆、野菜 46
34 淡路市有機農業産地づくり協議会 兵庫県淡路市 有機 47
35 豊岡市 兵庫県豊岡市 有機 水稲、野菜 48
36 養父市 兵庫県養父市 有機 水稲、野菜 49

39 鳥取県 グリサポ 52
40 浜田市農業再生協議会 島根県浜田市 有機 水稲、野菜 53
42 神石高原有機農業推進協議会 広島県神石郡神石高原町 有機 水稲、野菜 55
52 山都町 熊本県上益城郡山都町 有機 いも類、露地野菜、水稲 65

畑作

07 神栖市営農型太陽光発電検討協議会 茨城県神栖市 地域循環 ピーマン、かんしょ 20
33 丹波篠山ワクワク農都づくり協議会 兵庫県丹波篠山市 有機 水稲、黒大豆、野菜 46

49 グリサポ 大豆 62

51 島原地域農業振興協議会 グリサポ ばれいしょ 64
52 山都町 熊本県上益城郡山都町 有機 いも類、露地野菜、水稲 65
55 南種子町有機農業推進協議会 鹿児島県熊毛郡南種子町 有機 いも類、露地野菜 68

野菜

02 青森県 グリサポ ながいも 15
04 雄勝ＩＣＴ協議会 秋田県湯沢市 グリサポ ねぎ 17
05 かわにしオーガニックビレッジ推進協議会 山形県川西町 有機 えだまめ 18
07 神栖市営農型太陽光発電検討協議会 茨城県神栖市 地域循環 ピーマン、かんしょ 20
09 栃木県 栃木県真岡市 グリサポ なす（露地） 22
11 小川町有機農業推進協議会 埼玉県小川町 有機 露地野菜 24
13 千葉市ＳＤＧｓ対応型施設園芸推進協議会 千葉県千葉市 ＳＤＧｓ いちご 26
16 長野県 長野県長野市 グリサポ きゅうり（施設） 29
21 南砺市 富山県南砺市 有機 水稲、野菜 等 34
24 坂井地区園芸タウン推進協議会 福井県坂井市、あわら市 グリサポ ねぎ 37
25 奥越地区園芸タウン推進協議会 福井県大野市、勝山市 グリサポ さといも 38
26 白川町有機の里づくり協議会 岐阜県白川町 有機 水稲、露地野菜 39
28 イチゴ減農薬減化学肥料栽培推進協議会 三重県津市 グリサポ いちご（施設高設栽培） 41
30 亀岡市有機農業推進協議会 京都府亀岡市 有機 水稲、野菜 43

31 大阪府 グリサポ いちご 44
32 丹波市有機の里づくり推進協議会 兵庫県丹波市 有機 水稲、野菜等 45
33 丹波篠山ワクワク農都づくり協議会 兵庫県丹波篠山市 有機 水稲、黒大豆、野菜 46
34 淡路市有機農業産地づくり協議会 兵庫県淡路市 有機 47
35 豊岡市 兵庫県豊岡市 有機 水稲、野菜 48
36 養父市 兵庫県養父市 有機 水稲、野菜 49
37 宇陀市伊那佐東部地区グリーンサポート協議会 奈良県宇陀市 グリサポ 野菜 50

38 和海地方スマート農業推進協議会 グリサポ とうもろこし、レタス 51

鳥取県みどりの食料システム推進プロジェクト協議会

ハーブ野菜、たまねぎ、水稲

ハーブ野菜、たまねぎ、水稲

ＪＡ福岡大城みどりの食料システム戦略推進協議会

青森県十和田地区、六戸地区

6

水稲、日本なし、施設野菜
(すいか、いちご)、露地野菜
(スイートコーン、にんじん等)

長崎県雲仙市南串山町・小浜町、
南島原市南有馬町

福岡県大川市、三潴郡大木町、
久留米市城島町

大阪府河南町、千早赤阪村、
富田林市

和歌山県和歌山市、海南市、
海草郡紀美野町



番号 事業実施主体 地域 取組メニュー※ 品目 ページ

野菜

39 鳥取県 グリサポ 52
40 浜田市農業再生協議会 島根県浜田市 有機 水稲、野菜 53
42 神石高原有機農業推進協議会 広島県神石郡神石高原町 有機 水稲、野菜 55
43 長門市未来農業創造協議会 山口県長門市 有機 野菜 56
44 阿南市みどりの食料システム推進協議会 徳島県阿南市 グリサポ 57
45 香川県西讃地区環境にやさしい農業推進協議会 香川県観音寺市、三豊市 グリサポ レタス 58
47 施設園芸グリーン化促進協議会 高知県須崎市 ＳＤＧｓ ししとう 60
52 山都町 熊本県上益城郡山都町 有機 いも類、露地野菜、水稲 65
53 「ほんまもんの里・うすき」農業推進協議会 大分県臼杵市 有機 露地野菜 66
54 綾町自然生態系農業推進会議 宮崎県東諸県郡綾町 有機 露地野菜 67
55 南種子町有機農業推進協議会 鹿児島県熊毛郡南種子町 有機 いも類、露地野菜 68

花き

48 高知県 高知県芸西村 グリサポ トルコギキョウ（施設） 61

果樹

12 びわ再生協議会 グリサポ びわ 25
15 山梨県 山梨県全域 グリサポ ぶどう、もも等（露地） 28

20 呉羽梨産地活性化委員会議会 グリサポ 日本なし 33
29 滋賀県守山市 グリサポ 日本なし 42

39 鳥取県 グリサポ 52
44 阿南市みどりの食料システム推進協議会 徳島県阿南市 グリサポ 57
46 愛媛県 愛媛県鬼北町 グリサポ ゆず 59

50 グリサポ 日本なし、ぶどう（施設）63

地域特産物

10 群馬県 グリサポ こんにゃくいも 23

茶

17 富士山麓堆肥利用促進協議会 グリサポ 茶 30

その他

01 津別町 北海道津別町 バイオマス ― 14
14 株式会社Ｊバイオフードリサイクル 神奈川県横浜市 バイオマス ― 27
27 株式会社ビオクラシックス半田 愛知県半田市 バイオマス ― 40
41 真庭広域廃棄物リサイクル事業協同組合 岡山県真庭市 バイオマス ― 54
56 株式会社八重瀬堆肥センター 沖縄県八重瀬町 バイオマス ― 69

（計画段階の事例紹介であり、取組時点で内容を変更する場合があります。）

琵琶湖もりやまフルーツランド グリーン転換協議会

鳥取県みどりの食料システム推進プロジェクト協議会

鳥取県みどりの食料システム推進プロジェクト協議会

千葉県南房総市、館山市、鋸南町

いちご、かんきつ、きゅうり

伊万里西松浦地区グリーンな栽培体系推進協議会

いちご、かんきつ、きゅうり

※取組メニュー凡例
グリサポ ：グリーンな栽培体系への転換サポート
有機 ：有機農業産地づくり推進
バイオマス：バイオマス地産地消対策
地域循環 ：地域循環型エネルギーシステム構築
ＳＤＧｓ ：SDGs対応型施設園芸確立

7

水稲、日本なし、施設野菜
(すいか、いちご)、露地野菜
(スイートコーン、にんじん等)

水稲、日本なし、施設野菜
(すいか、いちご)、露地野菜
(スイートコーン、にんじん等)

富山県富山市、射水市
（呉羽梨栽培地域）

佐賀県伊万里市（南波多地区、
大川地区、松浦地区）

群馬県渋川市、安中市、
富岡市、東吾妻町、昭和村

静岡県沼津市、富士宮市、
富士市、長泉町



丹波篠山市農都創造部農都政策課 TEL：079－552－1114

番号 事業実施主体 地域 取組メニュー※ 品目 ページ

水田作

58 黒石市 青森県黒石市 有機 水稲、そば、にんじん 72
59 一関地方有機農業推進協議会 岩手県一関市、平泉町 有機 水稲、野菜 73
60 岩手県農業研究センター 岩手県盛岡市 グリサポ 水稲 74
61 東北発電工業株式会社 地域循環 ― 75
64 喜多方市環境にやさしい農業推進協議会 福島県喜多方市 有機 水稲 78
65 常陸大宮市 茨城県常陸大宮市 有機 水稲、野菜 79
68 小田原有機の里づくり協議会 神奈川県小田原市 有機 82
69 松川町 長野県松川町 有機 露地野菜、水稲 等 83
71 新発田市有機農業産地づくり推進協議会 新潟県新発田市 有機 水稲 85
72 富山市有機農業推進協議会 富山県富山市 有機 水稲、雑穀（えごま） 86
73 珠洲市オーガニックビレッジ協議会 石川県珠洲市 有機 水稲 87
74 越前市有機農業産地づくり推進協議会 福井県越前市 有機 水稲 88
76 東郷町 愛知県愛知郡東郷町 有機 水稲、野菜 90
78 ＪＡグリーン近江オーガニック研究会 滋賀県蒲生郡日野町 グリサポ 水稲 92
79 中丹米振興協議会 グリサポ 水稲 93
80 加東市農業再生協議会 兵庫県加東市 有機 水稲 94
81 上郡町 兵庫県上郡町 有機 水稲 等 95
82 ＫＯＢＥオーガニック推進協議会 兵庫県神戸市 有機 野菜、水稲 等 96
83 朝来市 兵庫県朝来市 有機 水稲、野菜 等 97
84 宇陀市 奈良県宇陀市 有機 野菜、水稲 98
87 江津市 島根県江津市 有機 水稲、野菜 101
89 世羅町循環型農業推進協議会 広島県世羅町 グリサポ 水稲 103

90 海陽町オーガニックス 徳島県海部郡海陽町 有機 104
92 今治市 愛媛県今治市 有機 水稲、野菜、果樹 106
95 南阿蘇村 熊本県阿蘇郡南阿蘇村 有機 109
96 豊後高田市有機農業推進協議会 大分県豊後高田市 有機 いも類、露地野菜、水稲 110

畑作

58 黒石市 青森県黒石市 有機 水稲、そば、にんじん 72
95 南阿蘇村 熊本県阿蘇郡南阿蘇村 有機 109
96 豊後高田市有機農業推進協議会 大分県豊後高田市 有機 いも類、露地野菜、水稲 110

野菜

57 新ひだか町みどりの食料システム推進協議会 北海道新ひだか町 グリサポ 71
58 黒石市 青森県黒石市 有機 水稲、そば、にんじん 72
59 一関地方有機農業推進協議会 岩手県一関市、平泉町 有機 水稲、野菜 73
65 常陸大宮市 茨城県常陸大宮市 有機 水稲、野菜 79
67 さいたま市施設トマトグリーン栽培協議会 埼玉県さいたま市 グリサポ トマト（施設） 81

68 小田原有機の里づくり協議会 神奈川県小田原市 有機 82
69 松川町 長野県松川町 有機 露地野菜、水稲 等 83
75 グリーンな飛騨パプリカ栽培協議会 岐阜県高山市 グリサポ パプリカ（施設） 89
76 東郷町 愛知県愛知郡東郷町 有機 水稲、野菜 90
77 尾鷲市 三重県尾鷲市 有機 果樹、露地野菜 91

取組事例目次（品目別）
＜ 令和４年度補正予算・令和５年度当初予算 ＞

宮城県加美町、大郷町、石巻市

果樹（キウイフルーツ、みかん等）、
露地野菜、水稲

京都府福知山市、舞鶴市、綾部市

水稲、そば、ごま、にんにく

水稲、そば、ごま、にんにく

ミニトマト、デルフィニウム

8

水稲、にんじん、
なす、たまねぎ

果樹（キウイフルーツ、
みかん等）、露地野菜、水稲



（計画段階の事例紹介であり、取組時点で内容を変更する場合があります。）

番号 事業実施主体 地域 取組メニュー※ 品目 ページ

野菜

82 ＫＯＢＥオーガニック推進協議会 兵庫県神戸市 有機 野菜、水稲 等 96
83 朝来市 兵庫県朝来市 有機 水稲、野菜 等 97
84 宇陀市 奈良県宇陀市 有機 野菜、水稲 98
87 江津市 島根県江津市 有機 水稲、野菜 101

90 海陽町オーガニックス 徳島県海部郡海陽町 有機 104
91 香川県グリーン農業コンソーシアム 香川県高松市 グリサポ いちご（施設） 105
92 今治市 愛媛県今治市 有機 水稲、野菜、果樹 106

94 県央地域農業振興協議会 グリサポ ブロッコリー（露地） 108
96 豊後高田市有機農業推進協議会 大分県豊後高田市 有機 いも類、露地野菜、水稲 110
99 土どぅ宝協議会 沖縄県南風原町 グリサポ きゅうり（施設） 113

花き

98 和泊町グリーン化推進協議会 鹿児島県大島郡和泊町 グリサポ きく（施設） 112

果樹

63 鶴岡田川地域グリーンな栽培体系推進協議会 山形県鶴岡市 グリサポ おうとう、かき 77

68 小田原有機の里づくり協議会 神奈川県小田原市 有機 82
77 尾鷲市 三重県尾鷲市 有機 果樹、露地野菜 91
85 かつらぎ町 和歌山県かつらぎ町 有機 99
92 今治市 愛媛県今治市 有機 水稲、野菜、果樹 106

93 うきは市グリーン栽培検討協議会 福岡県うきは市 グリサポ 107

地域特産物

72 富山市有機農業推進協議会 富山県富山市 有機 水稲、雑穀（えごま） 86
95 南阿蘇村 熊本県阿蘇郡南阿蘇村 有機 109

茶

70 川根本町 静岡県川根本町 有機 茶 84

その他

62 にかほ市 秋田県にかほ市 グリサポ 水稲 76
66 株式会社ビオストック 群馬県高崎市 バイオマス ― 80
86 鳥取県西部地区営農型発電導入検討協議会 鳥取県境港市 地域循環 白ねぎ 等 100
88 かぶとバイオファーム合同会社 岡山県笠岡市 バイオマス ― 102
97 双日株式会社（東京都）と宮崎県 宮崎県川南町 バイオマス 資源作物（ソルガム） 111

うめ、かき、キウイフルーツ

水稲、そば、ごま、にんにく

※取組メニュー凡例
グリサポ ：グリーンな栽培体系への転換サポート
有機 ：有機農業産地づくり推進
バイオマス：バイオマス地産地消対策
地域循環 ：地域循環型エネルギーシステム構築
ＳＤＧｓ ：SDGs対応型施設園芸確立

9

水稲、にんじん、
なす、たまねぎ

長崎県諫早市、大村市、
東彼杵町、川棚町、波佐見町

果樹（キウイフルーツ、
みかん等）、露地野菜、水稲

かき、ぶどう、日本なし、
ドラゴンフルーツ



丹波篠山市農都創造部農都政策課 TEL：079－552－1114

番号 事業実施主体 地域 取組メニュー※ 品目 ページ

グリーンな栽培体系への転換サポート

02 青森県 グリサポ ながいも 15
03 大崎市有機農業・グリーン化推進協議会 宮城県大崎市 グリサポ 水稲 16
04 雄勝ＩＣＴ協議会 秋田県湯沢市 グリサポ ねぎ 17
06 福島県会津農林事務所農業振興普及部 福島県会津若松市 グリサポ 水稲 19
09 栃木県 栃木県真岡市 グリサポ なす（露地） 22

10 群馬県 グリサポ こんにゃくいも 23
12 びわ再生協議会 グリサポ びわ 25
15 山梨県 山梨県全域 グリサポ ぶどう、もも等（露地） 28
16 長野県 長野県長野市 グリサポ きゅうり（施設） 29

17 富士山麓堆肥利用促進協議会 グリサポ 茶 30
18 県央農業振興会議新潟米振興部会 新潟県弥彦村 グリサポ 水稲 31
19 新潟市農業ＳＤＧｓ協議会 新潟県新潟市 グリサポ 水稲 32

20 呉羽梨産地活性化委員会議会 グリサポ 日本なし 33
22 羽咋市みどりの食料システム戦略推進協議会 石川県羽咋市 グリサポ 水稲 35
23 野々市市上林環境農業協議会 石川県野々市市 グリサポ 水稲 36
24 坂井地区園芸タウン推進協議会 福井県坂井市、あわら市 グリサポ ねぎ 37
25 奥越地区園芸タウン推進協議会 福井県大野市、勝山市 グリサポ さといも 38
28 イチゴ減農薬減化学肥料栽培推進協議会 三重県津市 グリサポ いちご（施設高設栽培） 41
29 滋賀県守山市 グリサポ 日本なし 42

31 大阪府 グリサポ いちご 44
37 宇陀市伊那佐東部地区グリーンサポート協議会 奈良県宇陀市 グリサポ 野菜 50

38 和海地方スマート農業推進協議会 グリサポ とうもろこし、レタス 51

39 鳥取県 グリサポ 52
44 阿南市みどりの食料システム推進協議会 徳島県阿南市 グリサポ 57
45 香川県西讃地区環境にやさしい農業推進協議会 香川県観音寺市、三豊市 グリサポ レタス 58
46 愛媛県 愛媛県鬼北町 グリサポ ゆず 59
48 高知県 高知県芸西村 グリサポ トルコギキョウ（施設） 61

49 グリサポ 大豆 62

50 グリサポ なし、ぶどう（施設） 63

51 島原地域農業振興協議会 グリサポ ばれいしょ 64

琵琶湖もりやまフルーツランド グリーン転換協議会

鳥取県みどりの食料システム推進プロジェクト協議会

取組事例目次（取組メニュー別）
＜ 令和３年度補正予算・令和４年度当初予算 ＞

青森県十和田地区、六戸地区

千葉県南房総市、館山市、鋸南町

いちご、かんきつ、きゅうり

ＪＡ福岡大城みどりの食料システム戦略推進協議会

伊万里西松浦地区グリーンな栽培体系推進協議会
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群馬県渋川市、安中市、
富岡市、東吾妻町、昭和村

静岡県沼津市、富士宮市、
富士市、長泉町

富山県富山市、射水市
（呉羽梨栽培地域）

大阪府河南町、千早赤阪村、
富田林市

和歌山県和歌山市、海南市、
海草郡紀美野町

福岡県大川市、三潴郡大木町、
久留米市城島町
佐賀県伊万里市（南波多地区、
大川地区、松浦地区）
長崎県雲仙市南串山町・小浜町、
南島原市南有馬町

水稲、日本なし、施設野菜
(すいか、いちご)、露地野菜
(スイートコーン、にんじん等)



丹波篠山市農都創造部農都政策課 TEL：079－552－1114

（計画段階の事例紹介であり、取組時点で内容を変更する場合があります。）

番号 事業実施主体 地域 取組メニュー※ 品目 ページ

有機農業産地づくり推進

05 かわにしオーガニックビレッジ推進協議会 山形県川西町 有機 えだまめ 18
08 小山市有機農業推進協議会 栃木県小山市 有機 水稲 21
11 小川町有機農業推進協議会 埼玉県小川町 有機 露地野菜 24
21 南砺市 富山県南砺市 有機 水稲、野菜 等 34
26 白川町有機の里づくり協議会 岐阜県白川町 有機 水稲、露地野菜 39
30 亀岡市有機農業推進協議会 京都府亀岡市 有機 水稲、野菜 43
32 丹波市有機の里づくり推進協議会 兵庫県丹波市 有機 水稲、野菜等 45
33 丹波篠山ワクワク農都づくり協議会 兵庫県丹波篠山市 有機 水稲、黒大豆、野菜 46
34 淡路市有機農業産地づくり協議会 兵庫県淡路市 有機 47
35 豊岡市 兵庫県豊岡市 有機 水稲、野菜 48
36 養父市 兵庫県養父市 有機 水稲、野菜 49
40 浜田市農業再生協議会 島根県浜田市 有機 水稲、野菜 53
42 神石高原有機農業推進協議会 広島県神石郡神石高原町 有機 水稲、野菜 55
43 長門市未来農業創造協議会 山口県長門市 有機 野菜 56
52 山都町 熊本県上益城郡山都町 有機 いも類、露地野菜、水稲 65
53 「ほんまもんの里・うすき」農業推進協議会 大分県臼杵市 有機 露地野菜 66
54 綾町自然生態系農業推進会議 宮崎県東諸県郡綾町 有機 露地野菜 67
55 南種子町有機農業推進協議会 鹿児島県熊毛郡南種子町 有機 いも類、露地野菜 68

バイオマス地産地消対策

01 津別町 北海道津別町 バイオマス ― 14
14 株式会社Ｊバイオフードリサイクル 神奈川県横浜市 バイオマス ― 27
27 株式会社ビオクラシックス半田 愛知県半田市 バイオマス ― 40
41 真庭広域廃棄物リサイクル事業協同組合 岡山県真庭市 バイオマス ― 54
56 株式会社八重瀬堆肥センター 沖縄県八重瀬町 バイオマス ― 69

地域循環型エネルギーシステム構築

07 神栖市営農型太陽光発電検討協議会 茨城県神栖市 地域循環 ピーマン、かんしょ 20

ＳＤGｓ対応型施設園芸確立

13 千葉市ＳＤＧｓ対応型施設園芸推進協議会 千葉県千葉市 ＳＤＧｓ いちご 26
47 施設園芸グリーン化促進協議会 高知県須崎市 ＳＤＧｓ ししとう 60

※取組メニュー凡例
グリサポ ：グリーンな栽培体系への転換サポート
有機 ：有機農業産地づくり推進
バイオマス：バイオマス地産地消対策
地域循環 ：地域循環型エネルギーシステム構築
ＳＤＧｓ ：SDGs対応型施設園芸確立
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ハーブ野菜、たまねぎ、水稲



取組事例目次（取組メニュー別）
＜ 令和４年度補正予算・令和５年度当初予算 ＞

番号 事業実施主体 地域 取組メニュー※ 品目 ページ

グリーンな栽培体系への転換サポート

57 新ひだか町みどりの食料システム推進協議会 北海道新ひだか町 グリサポ 71
60 岩手県農業研究センター 岩手県盛岡市 グリサポ 水稲 74
62 にかほ市 秋田県にかほ市 グリサポ 水稲 76
63 鶴岡田川地域グリーンな栽培体系推進協議会 山形県鶴岡市 グリサポ おうとう、かき 77
67 さいたま市施設トマトグリーン栽培協議会 埼玉県さいたま市 グリサポ トマト（施設） 81
75 グリーンな飛騨パプリカ栽培協議会 岐阜県高山市 グリサポ パプリカ（施設） 89
78 ＪＡグリーン近江オーガニック研究会 滋賀県蒲生郡日野町 グリサポ 水稲 92
79 中丹米振興協議会 グリサポ 水稲 93
89 世羅町循環型農業推進協議会 広島県世羅町 グリサポ 水稲 103
91 香川県グリーン農業コンソーシアム 香川県高松市 グリサポ いちご（施設栽培） 105

93 うきは市グリーン栽培検討協議会 福岡県うきは市 グリサポ 107

94 県央地域農業振興協議会 グリサポ ブロッコリー（露地） 108
98 和泊町グリーン化推進協議会 鹿児島県大島郡和泊町 グリサポ きく（施設） 112
99 土どぅ宝協議会 沖縄県南風原町 グリサポ きゅうり（施設） 113

有機農業産地づくり推進

58 黒石市 青森県黒石市 有機 水稲、そば、にんじん 72
59 一関地方有機農業推進協議会 岩手県一関市、平泉町 有機 水稲、野菜 73
64 喜多方市環境にやさしい農業推進協議会 福島県喜多方市 有機 水稲 78
65 常陸大宮市 茨城県常陸大宮市 有機 水稲、野菜 79

68 小田原有機の里づくり協議会 神奈川県小田原市 有機 82
69 松川町 長野県松川町 有機 露地野菜、水稲 等 83
70 川根本町 静岡県川根本町 有機 茶 84
71 新発田市有機農業産地づくり推進協議会 新潟県新発田市 有機 水稲 85
72 富山市有機農業推進協議会 富山県富山市 有機 水稲、雑穀（えごま） 86
73 珠洲市オーガニックビレッジ協議会 石川県珠洲市 有機 水稲 87
74 越前市有機農業産地づくり推進協議会 福井県越前市 有機 水稲 88
76 東郷町 愛知県愛知郡東郷町 有機 水稲、野菜 90
77 尾鷲市 三重県尾鷲市 有機 果樹、露地野菜 91
80 加東市農業再生協議会 兵庫県 有機 水稲 94
81 上郡町 兵庫県上郡町 有機 水稲 等 95
82 ＫＯＢＥオーガニック推進協議会 兵庫県加東市 有機 野菜、水稲 等 96
83 朝来市 兵庫県朝来市 有機 水稲、野菜 等 97
84 宇陀市 奈良県宇陀市 有機 野菜、水稲 98
85 かつらぎ町 和歌山県かつらぎ町 有機 99
87 江津市 島根県江津市 有機 水稲、野菜 101

90 海陽町オーガニックス 徳島県海部郡海陽町 有機 104
92 今治市 愛媛県今治市 有機 水稲、野菜、果樹 106
95 南阿蘇村 熊本県阿蘇郡南阿蘇村 有機 109
96 豊後高田市有機農業推進協議会 大分県豊後高田市 有機 いも類、露地野菜、水稲 110

バイオマス地産地消対策

66 株式会社ビオストック 群馬県高崎市 バイオマス ― 80
88 かぶとバイオファーム合同会社 岡山県笠岡市 バイオマス ― 102
97 双日株式会社・宮崎県 宮崎県川南町 バイオマス 資源作物（ソルガム） 111

地域循環型エネルギーシステム構築

61 東北発電工業株式会社 地域循環 ― 175
86 鳥取県西部地区営農型発電導入検討協議会 鳥取県境港市 地域循環 白ねぎ 等 100

（計画段階の事例紹介であり、取組時点で内容を変更する場合があります。）

うめ、かき、キウイフルーツ

ミニトマト、デルフィニウム

宮城県加美町、大郷町、石巻市

京都府福知山市、舞鶴市、綾部市

水稲、そば、ごま、にんにく

※取組メニュー凡例
グリサポ ：グリーンな栽培体系への転換サポート 地域循環 ：地域循環型エネルギーシステム構築
有機 ：有機農業産地づくり推進 ＳＤＧｓ ：SDGs対応型施設園芸確立
バイオマス：バイオマス地産地消対策
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かき、ぶどう、日本なし、
ドラゴンフルーツ

長崎県諫早市、大村市、
東彼杵町、川棚町、波佐見町

果樹（キウイフルーツ、
みかん等）、露地野菜、水稲

水稲、にんじん、
なす、たまねぎ



取組事例
＜ 令和３年度補正予算・令和４年度当初予算 ＞
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地域循環有機グリサポ SDGsバイオマス 生産 流通 消費調達

取組の成果

・木質バイオマスセンター
：令和５年５月稼働（令和７年度目標 原料利用量：4,242㎥/年、販売量：11,446㎥/年）

・バイオマスボイラー（木材工芸館）
：令和５年３月稼働（令和７年度目標 年間熱製造量：841GJ/年）

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

町民等が山林から出た木材や家庭から出た庭木等を木質バイオマスセンターに持ち込む
ことにより収入が得られる「つべつウッドロスマルシェ」を開催。森林所有者・地域住民
の森林・林業に対する興味・関心を高め気運を盛り上げる場づくりや林地未利用材の有効
活用と収集する仕組みづくりを行っている。

○林地残材の収集、受入（買取）、チップ加工、販売等を一手に担うプラント施設「木質バ
イオマスセンター」を整備したことにより、バイオマス燃料として林地残材の更なる活用
が図られている。

○製造するチップについては、町内の公共施設に設置するバイオマスボイラーに使用する他、
農業用資材（敷料等）として活用。また、公共施設のバイオマスボイラーは、J-クレジッ
ト制度のプロジェクト（バイオマス固形燃料に よる化⽯燃料⼜は系統電⼒の代替）に登録
されている。

背景・課題

品 目

構 成 員

津別町は、総面積716.80㎢の86％を森林が占め、
林業・林産業が町の基幹産業であり、町内の木工メー
カーの作品は東京2020オリンピック・パラリンピッ
クのメダルケースに採用されるなど「愛林のまち」を
世界に発信している。

平成19年にバイオマスタウン構想を制定以降、木
質ペレットの生産利用、木質バイオマスによる合板工
場や公共施設等での熱電供給を進めるなど、森林資源
の活用や低炭素化への取組が盛んな町である。

一方で、未利用資源である林地残材は伐採後に林地に残されると鼠の営巣地となりカラマ
ツの食害被害を助長するなど、森林所有者の課題となっている。

津別町

―

問い合わせ先 津別町役場 産業振興課 再エネ推進係 TEL：0152-77-8387
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津別町

津別町（北海道津別町）

●木質バイオマスセンターと製造されたチップ

●公共施設（木材工芸館）とバイオマスボイラー

●チップはエネルギー用
の他、農業資材の暗渠
疎水材、家畜敷料、堆
肥化施設の水分調整材
等として活用。

●林地残材の収集・受入

01



地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ

ながいも栽培で土壌
くん蒸剤の使用を考
えている皆様へ
- 青森県庁ホーム

ページ
https://www.pref.aomori.lg.jp/so
shiki/nourin/sanzen/daitaizai_ma
nualR4.html

生産調達 流通 消費

取組の成果

成果目標：現状年１回使用してる土壌くん蒸剤を代替
農薬や緑肥を組み込んだ輪作により、数年
に１回の利用にしていく。

達成状況：栽培マニュアル及び産地戦略を策定した。

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

啓発チラシや研修会等で代替技術を周知していく。

トレンチャー耕と代替農薬（ユニフォーム粒剤）の散布を同時に行うことができる施薬機
を用いることで、作業が軽減されたほか、土壌くん蒸剤を使用した際に必要となる被覆、消
毒期間の確保、除覆後のガス抜きの各工程が不要となり、大幅な省力化が可能となった。さ
らに、被覆が不要なため廃プラスチック排出削減につながり、土壌くん蒸剤の使用削減とあ
わせて環境負荷の軽減も期待できる。

背景・課題

品 目

構 成 員

土壌くん蒸剤（クロルピクリン剤）は、ながいもの
連作による根腐病対策として効果は高いものの、その
使用にはリスクがあり、過去には、防護装備が不十分
であったこと、使用後に被覆しなかったこと等に起因
して、人畜や農作物に被害が発生した事例がある。

このため、「緑肥を組み込んだ輪作体系」の推進に
より、土壌くん蒸剤の使用量削減を目指しているが、
農地の確保や経営的事情により、取組が限定的となっ
ている。

また、土壌くん蒸剤の代替農薬（ユニフォーム粒
剤）は、手散布による土壌混和で効果が認められてい
るが、省力的な技術が確立しておらず、普及が進んで
いない。

青森県、独立行政法人青森県産業
技術センター野菜研究所、JA十和
田おいらせ、JAおいらせ、農薬
メーカー

ながいも

トレンチャーのフロント部分に
施薬機を取り付けた事例

問い合わせ先 青森県 農林水産部 食の安全・安心推進課 環境農業グループ
TEL：017－734－9353

ユニフォーム粒剤を散布した
ながいも

施薬機

十和田地区

六戸地区

青森県（十和田地区、六戸地区）

栽培マニュアル・産地戦略
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

大崎市有機農業・グリーン化推進協議会（宮城県大崎市）

取組の成果

アイガモロボット導入による栽培体系転換に合わせ、
３種のスマート農業機器で環境負荷低減と省力化を進め
る。

GPSを利用した自動航行で泥を巻き上げ光合成を抑制し除草剤の散布回
数を削減。

スマホで水位等のデータを確認。遠隔操作で水量を調整。見回りの頻
度・時間を削減。

リモコンロボットで畦畔等の除草作業を軽労化。シェアリングでコスト
削減。

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

2022年度の検証では、ほ場によって除草効果に差が見られたこと、強風の影響を受けや
すいことなどの課題が判明した。また、ほ場整備後のほ場でも使用できる水管理システム
が実用化されることから、みどりの食料システム戦略と協調した環境保全型農業や有機農
業の推進のためのスマート農業の普及拡大に向けて、これらの課題等に対応しながら、
2023年度は広域で検証を実施する。

化学農薬の使用量低減：アイガモロボットによる水田の雑草抑制
省力化：アイガモロボットによる水田の雑草抑制（除草作業を１～２回程度削減）

水管理システムによる水田の水位等の遠隔管理（見回り時間の削減）
ロボット草刈機による畦畔等の除草（除草作業の軽労化・コスト削減）

背景・課題

品 目

構 成 員

大崎地域は、世界農業遺産「大崎耕土」に認定されて
いる。豊かな自然環境を維持しながら将来にわたって持
続可能な農業を地域に定着させるため、環境保全型農業
を広く普及している。一方、担い手の高齢化や不足が課
題となっており、スマート農業機器の導入等によるコス
ト削減及び作業の効率化が重要となっている。

大崎市、県普及センター、JA、

農業者、農機メーカー

水稲

アイガモロボット活用
による雑草抑制

問い合わせ先 大崎市産業経済部農政企画課 TEL：0229－23－7090

ロボット草刈機による
畦畔等の除草

水管理システムによる
遠隔管理

大崎市

アイガモロボット

水管理システム

ロボット草刈機

育苗 田植え 本田管理 収穫
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

○自動操舵トラクターを活用した耕起溝切同時施肥機
による作業工程の削減

○ドローン農薬散布による省力化
○IPMの実施による化学合成農薬成分の低減

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

○栽培体系マニュアルに基づき、各技術の普及に向けて啓発を行った。
○べと病の発生予測については、農研機構メッシュ農業気象データの活用法を試行し、生

産者へのタイムリーな情報提供のあり方を検討した。
○自動操舵トラクター、ドローンについては、導入コスト面から現状の体系との置き換え

には至っておらず、当該機械を所有する法人等への作業委託の可能性について検討する
必要がある。

○自動操舵トラクターを活用した耕起溝切同時施肥機
により、作業工程の削減と２列同時作業が可能とな
り、67％短縮した。

○ドローンを活用した農薬散布により、防除作業時間
を97％短縮した。

○従来のローテーション防除と比べて化学合成農薬の成分を、発生予測を用いたべと病予防
では４成分低減、発生調査を用いたネギアザミウマ予防では１成分低減した。

背景・課題

品 目

構 成 員

本地域のねぎ栽培は近年急速に拡大しており、機械
化も進みつつあるが、作業負担の一層の軽減が課題に
なっている。先進技術の活用により省力化を図るとと
もに、環境負荷低減対策も組み入れ、地域における環
境にやさしい農業への意識を高めていく。

生産者（JAこまちねぎ部会）、JA
こまち、湯沢市、雄勝地域振興局
農林部農業振興普及課

ねぎ

●自動操舵トラクターの活用により、自動で
正確な作業を実現。溝切･施肥の作業を２
列同時に行うことで作業時間を67%短縮。

問い合わせ先 秋田県雄勝地域振興局農林部農業振興普及課
TEL：0183-73-5180

●ドローンの活用により、防除作業時間を
97％短縮。

湯沢市

雄勝ICT協議会（秋田県湯沢市）

①自動操舵トラクター＋耕起溝切同時施肥機 ②ドローンによる防除

雄勝ICT協議会の取り
組みについて
| 美の国あきたネット

https://www.pref.akita.lg.jp/pag
es/archive/71316

栽培マニュアル・産地戦略
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組の成果

【計画時】 【目標】 【現状（達成率）※】

○有機農業栽培面積拡大（枝豆） 2.6ha ⇒ 4.6ha 2.9ha （15.0％）

○有機農業実践者数増加 14人 ⇒ 17人 16人 （66.6％）

○有機販売量拡大（枝豆） 7,800㎏ ⇒ 13,800㎏ 8,700㎏ （15.0％）

※令和４年度末時点

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

○今後、新たに有機農業に取り組む農家に対しては、県や町、熟練農業者等が連携し栽培
技術等の指導体制の充実を図り、継続的な支援を行う。

○大規模消費地で開催される商談会等に出展し、全国への販路拡大及び町内産有機農産物
の周知とブランド化に繋げる。

○地元消費者への周知と地域外消費者に対しアプローチすることで有機農産物の消費拡大
を図る。

○有機農業実施計画策定に向けた検討会の実施
○有機農業推進のための試行的な取組の実施
・有機農業に関心のある農家の潜在調査を行い、新規で有機農業に取り組む農業者の掘り起

こし
・マメの展示会出展や新聞へのチラシの折込み等によりイベント開催等について情報発信
・新たな有機農産物の枝豆を活用した加工品試作や有機紅大豆のレストラン等での活用
・有機農業に関する消費者の知見を高めるイベントの開催（500名来場） 等

以上の取組を行った結果、特に有機農業実践者数増加と販売量拡大に繋がった。

背景・課題

品 目

構 成 員

有機農業や有機農産物に対する消費者の関心が高
まっていることから、今後消費拡大が期待されるため、
枝豆の有機栽培面積の拡大を計画。生産量の拡大と流
通体制の構築を図るためには、生産者の高齢化等に伴
う「労働力不足」や、新規有機農業者の「栽培技術取
得の難しさ」等を克服する必要がある。

川西町、生産者（団体含む）、飲
食店、県立置賜農業高校等

えだまめ

持続可能な農業及び環境に配慮した取組の重要度

問い合わせ先 かわにしオーガニックビレッジ推進協議会
事務局 山形県川西町産業振興課 TEL：0238-42-6641

有機栽培した枝豆を活用
したショートパスタの試作 有機農産物の販売会

（アンケート調査結果（抜粋））

川西町

かわにしオーガニックビレッジ推進協議会（山形県川西町）05
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 調達 生産 流通 消費

取組の成果

■対象品目（水稲）の作付け目標面積
：310ha（R4）→290ha（R9）

■うち、グリーンな栽培体系に取り組む面積
：0ha（R4）→8ha（R9）

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

関係機関と連携し、作成したマニュアル・栽培暦を広く周知し、「磐梯さとやまの慧み」の
取組を拡大するとともに、「環境保全効果の高い農業を推進する町」のイメージ定着を目指す。

○収獲から降雪まで秋耕期間が短い磐梯町においても、ス
タブルカルチを活用することにより、ロータリー耕より
効率よく作業が可能。

○システムを活用した水管理やリモコン草刈機の活用により、慣行の作業時間の18～71%を短縮。
○これらの技術を反映した「『磐梯さとやまの慧み』水稲のグリーンな栽培体系マニュアル」を

発行。

背景・課題

品 目

構 成 員

磐梯町は平成30年から有機・特別栽培、土壌分析によ
る施肥、認証FGAP取得等を基本とした農産物のブランド
化（ブランド名：磐梯さとやまの慧み）を推進している。
ブランド力のさらなる強化に向けて、環境負荷低減技術
への積極的な取組や、中山間地域特有の地理的条件を克
服するための省力的な先端技術を導入し、ブランドが象
徴する価値に「SDGs」などを組み込んでいく必要がある。

磐梯町農産物ブランド化推進会議、

磐梯町、会津よつば農業協同組合、

福島県

水稲

問い合わせ先 福島県会津農林事務所農業振興普及部 TEL：0242-29-5317

会津若松市

福島県会津農林事務所農業振興普及部（福島県会津若松市）

スタブルカルチによる秋耕
自動水管理システムによる
省力的な水管理

地元の小学生への食育活動

磐梯町の農産物
ブランド
「磐梯さとやま
の慧み」

リモコン草刈機を用いた
省力的な畦畔除草

販売イベントでのPR

めぐ

農業者向け情報
- 福島県ホームページ

https://www.pref.fukushima.lg.jp
/sec/36240a/magazine-
hukyu.html#midori

栽培マニュアル・産地戦略
検証技術

秋耕の実施
環境にやさしい

栽培技術
自動水管理システム
リモコン草刈機

省力化に資する
先端技術
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有機グリサポ SDGsバイオマス 地域循環 調達 生産 流通 消費

取組の成果

再生可能エネルギーを導入するとともに、ピーマン
施設へ安定的に電力を供給するため、営農型太陽光発
電のモデル構築を成果目標とした。

神栖市のピーマン生産者、営農型太陽光発電の専門
家、電気事業者等を交えて地域ぐるみの話合いを行い、
以下のモデルを作成した。

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

本モデルが実際に成立するかを検証するため、R5年度内に設備の設置を目指している。
設備設置後、作物の収量性、発電量、ピーマン施設での電気利用等を検証し、より神栖

市に適したモデルへのブラッシュアップを進めていく。

遮光による減収等の課題から、ピーマン施設上部への太陽光パネルの設置については困難
であり、ピーマン施設の隣接農地で営農型太陽光発電を行うモデルを整理した。野菜、果物、
枝物等の候補品目から、収量、品質、販路等の観点で絞り込み、発電設備下での栽培品目は
甘藷とした。発電した電気はピーマン施設で利用し、残りを売電することとしている。

背景・課題

品 目

構 成 員

日本一の面積、生産量、販売額を誇っている神栖市
の主要農産物であるピーマンは、施設栽培によって周
年出荷されており、電気の使用は不可欠である。

海外情勢等の外部要因によって電気代が上昇し、経
営を圧迫しており、安定的かつ安価にピーマン施設へ
電気を供給する方法の確立が求められている。

株式会社マイファーム、株式会社
agri new winds、千葉エコ・エネ
ルギー株式会社、神栖市 他

ピーマン、かんしょ

問い合わせ先 神栖市営農型太陽光発電検討協議会
（代表 株式会社マイファーム solar-sharing_kamisu@myfarm.co.jp）

神栖市

神栖市営農型太陽光発電検討協議会（茨城県神栖市）

●神栖市営農型太陽光発電モデル
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 流通調達 生産 消費

取組の成果

〇有機農業（水稲）の面積
目標 令和３年度： 6ha →令和９年度：14ha
成果 令和4年度：9.5ha

〇有機農産物の販売数量
目標 令和３年度：36t →令和９年度：76t
成果 令和4年度：26.6t

〇有機農業に取り組む農業者数※
目標 令和３年度：11人→令和９年度：28人
成果 令和4年度：14人 ※水稲以外の品目を含む

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

・有機農産物等の生産を拡大するため、栽培技術の確立、普及を図る。
・農業者・流通事業者等による意見交換会を行い、域内流通の構築を行う。
・オーガニック講座の開催、オーガニックアンテナショップの運営を通して、地域内外の

消費者に対して消費促進を図る。

背景・課題

品 目

構 成 員

当市では、平成24年（9名、約4.4ha）から有機農
業でコシヒカリの栽培を開始しましたが、令和元年
（13名、約8.6ha）をピークに、令和3年は9名、約
6haと停滞。雑草対策や、流通の確立が課題となって
いる他、取扱量が少ないことから消費者の購入機会が
少ないことが課題。

生産者、JAおやま、消費者、NPO
法人民間稲作研究所、小山市他

水稲

除草機・畦草刈機
の導入（生産性向上）、
色彩選別機の導入
（品質向上）

問い合わせ先
栃木県小山市産業観光部農政課環境創造型農業推進係
TEL：0285-22-9269
ホームページ：

オーガニック講座全8回
（有機農産物等の消費拡大に向けた消費者への普及啓発）

小山市

小山市有機農業推進協議会（栃木県小山市）

実証ほ場の設置（新たに有機農業に取り
組む農業者の栽培技術の確立を支援）

オーガニック
アンテナショップ
設置
（購入機会の拡大）
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

○紫色LEDおよび温存植物（バーベナ）を活用した土
着天敵温存技術＋天敵資材（スワルスキーカブリダ
ニ）の導入により、アザミウマ類等防除のための化
学農薬使用量低減及び省力化を図る実証を行った。

○グリーンな栽培体系に取り組む面積
令和４年度： 0.2ha →令和９年度：３ha

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

生産部会を対象にした研修会等における事例紹介や、マニュアルを活用した技術の周知
を行い、地域農業者への技術の定着を図る。

今後は、安定した防除効果を得るため、紫色LEDと温存植物をセットで導入することを
推進し、化学農薬の使用量を低減した総合的な防除体系を普及していくこととする。

○土着天敵温存技術＋天敵資材を活用することにより、
化学農薬の使用回数は、慣行区では19回であるの
に対し、供試区では11回と、８回削減したが、供
試区と慣行区の防除効果は同等の効果を維持できた。

背景・課題

品 目

構 成 員

露地なすの栽培では、アザミウマ類防除について、
薬剤抵抗性の発達による防除効果の低下が課題。

栃木県農政部経営技術課、

芳賀農業振興事務所、JAはが野

なす（露地）

○グリーンな栽培体系の実証ほ場

問い合わせ先 栃木県農政部経営技術課 TEL：028-623-2313

○バーベナ（温存植物） ○スワルスキーカブリダニ（農薬天敵）

○紫色LED照射機ソーラー電源タイプ
（土着天敵誘因）

真岡市

栃木県（栃木県真岡市）

実施年度：令和４年度

栃木県／グリーンな
栽培体系への転換の
推進について

https://www.pref.tochigi.lg.jp/g0
4/green/green_tenkan.html

栽培マニュアル・産地戦略
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

○現在使用している土壌くん蒸剤のクロルピクリンを、
より環境への負荷が低い代替薬剤に転換するほか、
野菜類との輪作を行うことで、土壌くん蒸消毒に頼
らない持続可能な栽培体系の確立を目指す。

○グリーンな栽培体系に取り組む面積（輪作により土壌消毒せずに栽培する面積）
令和４年度： 3.5ha →令和11年度：15ha

※輪作体系を検証するため、事業は令和４年度～６年度の３年間実施。

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

令和４年度に行った、クロルピクリンの代替薬剤キルパーへの転換や野菜類との輪作に
より、土壌中の微生物叢に及ぼす影響なども明らかになってきたため、さらにデータを蓄
積することで、より詳細な栽培管理との相関関係の解明を目指し、栽培マニュアル作成の
素材とする。

○土壌くん蒸剤をクロルピクリンから代替薬剤のキルパーに転換した場合、土壌くん蒸剤の
使用量は25％削減。また、野菜類との輪作を行った場合、主要病害である根腐病を回避で
き、土壌くん蒸剤の使用量を100％削減。

○ドローンによる追肥作業の省力化を検証。慣行栽培に比べ作業時間を約50％削減。

背景・課題

品 目

構 成 員

こんにゃく栽培では、根腐病をはじめとする土壌病
害対策が重要であるが、現在、土壌くん蒸剤として使
用しているクロルピクリンから、環境への負荷が低い
代替薬剤への転換と土壌くん蒸消毒に頼らない栽培体
系の確立が課題。

群馬県技術支援課、農業指導セン
ター、農業者、民間企業等

こんにゃくいも

問い合わせ先 群馬県農政部技術支援課 TEL：027-226-3074

○土壌消毒を行った慣行区と代替薬剤
であるキルパーを使用した代替薬剤
区で比較検証を行った。

○ドローンでの追肥作業では、作業時間が
短縮でき、散布精度も高いことを確認。

渋川市

群馬県（群馬県渋川市、安中市、富岡市、東吾妻町、昭和村）

実施年度：令和４～６年度

（令和４年度）

昭和村

東吾妻町

安中市

富岡市
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組の成果

○有機農業の面積
令和３年度： 55ha →令和９年度：64ha

○有機農業に取り組む農業者数
令和３年度：41人→令和９年度：46人

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

当町の有機農家が新たな資材活用の実証や試験栽培を実施し、栽培講習会を開催するこ
とにより、農作物の品質や収穫量の安定化を目指す。また、当町の有機農家は、研修生の
受入れ・指導を積極的に行っており、卒業生は町内外において有機農業の担い手として活
躍しているため、これらの技術を各に波及させることを期待。町内事業者における加工品
開発の検討や、町内商業者への有機農産物の利用意向調査等を通した利用拡大を図り、生
産から加工までを行う「有機農産物の産地」として、消費者に対しPRすることでブランド
力を強化する。

○有機農業の面積 令和３年度： 55ha → 令和４年度：56ha）
○有機農業に取り組む農業者数 令和３年度：41人 → 令和４年度：42人）

背景・課題

品 目

構 成 員

少量多品目の露地野菜生産を中心に、生産者ごとに
多様な取組が実践されているが、品質・収穫量に差が
大きく産地として安定供給や品質の確保、経営の安定
化などが課題となっている。

小川町、小川町有機農業生産グ

ループ、埼玉中央農業協同組合、

埼玉県東松山農林振興センター 他

露地野菜

●「１DAY有機農業体験」で、新規就農を目指す参加者へ
有機農業の説明をする生産者。

問い合わせ先 埼玉県小川町 環境農林課農林グループ
TEL：0493-72-1221（代表）

●おがわん野菜の消費拡大のため、マルシェや直売施設等
での販売促進。

小川町

小川町有機農業推進協議会（埼玉県小川町）

●地元レストラン
などで有機農業に
より生産された農
産物を利用促進。
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

○県農林総合研究センターが開発した「ビワ収穫期予
測ソフト」により収穫期を予測し、適期防除を行う
ことによる薬剤散布回数の低減およびドローンを用
いた防除による１回当たり散布時間の低減の検証を
行った。

○グリーンな栽培体系に取り組む面積
令和４年度： ２ha →令和９年度：10ha

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

県内のビワ産地では、ドローンによる薬剤散布を業者に委託する農業者や、自らドロー
ンを導入する農業者も現れるなど一定の成果がある。

今後は、農業者や関係機関に広く周知するための現地検討会や推進会議を開催し、収穫
期予測ソフトを活用した適期防除とドローンによる防除を組み合わせた防除技術資料を果
樹カメムシ類の発生情報と併せて配布し、地域への更なる普及・定着を図る。

○収穫期予測ソフトを活用し、適期に防除を行ったこ
とで、薬剤散布回数を慣行の２回から１回に減らし
つつ、慣行と同等程度の防除効果が得ることができ
た。また、ドローンでの防除により、慣行の散布時
間に比べて70％以上短縮することができた。

背景・課題

品 目

構 成 員

ビワ産地では、果樹カメムシ類多発年には、可販収
量が著しく減少するが、主なほ場は山の傾斜地にある
ため、薬剤散布に係る労力負担が大きいことが課題。

千葉県安房農業事務所、

千葉県農林総合研究センター、

JA安房、房州枇杷組合連合会

びわ

問い合わせ先 千葉県安房農業事務所改良普及課 TEL：0470-22-8132

○果径と気温によって収穫期を予測 ○びわ山頂上からドローンで空中散布

びわ再生協議会（千葉県南房総市、館山市、鋸南町）

実施年度：令和４年度

グリーンな栽培体系
への転換サポート
(みどりの食料シス
テム戦略緊急対策交
付金)／千葉県
https://www.pref.chiba.lg.jp/ap-
awa/fukyu/gurisapo/

栽培マニュアル・産地戦略

南房総市

鋸南町

館山市
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地域循環有機グリサポ バイオマス SDGs 生産調達 流通 消費

取組の成果

①10a当たりの加温に係る重油使用量を40％低減する。（令和６年度）
⇒従来の重油使用量よりも91.2%低減（令和４年度実績）

②単収当たりの加温に係る重油使用量を52％低減する。（令和６年度）
⇒従来の重油使用量よりも94%低減（令和４年度実績）

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

令和４年度では、収量向上を目指し、加温機の設定温度を積極的に高くした。次年度以
降は更なる重油使用量の削減のため、設定温度を前年度よりも低くした場合においてもイ
チゴの生育や収量に影響がないか確認する。得られた結果を公表し、施設園芸の農業経営
体へヒートポンプ等の普及を図る。

ヒートポンプや新素材を用いた高保温性カーテンを主体とし重油加温機も併用するハイブ
リッド加温と、ヒートポンプのみを活用したオール電化加温の２つの加温方法を取り入れ、
加温に係る重油使用量を従来よりも40％削減し、8,546L/10aとすることを目標に実証実験
を行った。令和４年度の実証実験では重油使用量の削減率は91.2%、使用量は1,260L/10a
（ハイブリッド加温により80.4%の削減、オール電化加温により100%の削減）となった。

背景・課題

品 目

構 成 員

千葉市は、都市農業地域として温暖な気候を背景に
施設園芸が盛んに行われている一方、その生産体系の
多くは冬季に加温を要し、Ａ重油を燃料とする旧来の
重油加温機を活用した施設が主となっている。

そこで、技術実証・普及の現場拠点である「千葉市
農政センター」を核に、加温に係る重油使用量の低減
を行うことで環境負荷軽減を進めつつ、株元施用型炭
酸ガス施用装置により収量向上も目指した産地育成を
図る。

千葉農業事務所、千葉市農政セン
ター、JA千葉みらい、農業者等

いちご

①重油使用量の低減に向けた取組

問い合わせ先 千葉市経済農政局農政部農政センター農業生産振興課
TEL：043-228-6280

②収量向上に向けた取組

千葉市

千葉市SDGs対応型施設園芸推進協議会（千葉県千葉市）

図１．オール電化加温

・オール電化実証：
ヒートポンプのみを
活用し、加温に係る
重油使用量をゼロと
する技術体系を構築

図２．ハイブリッド加温

・ハイブリッド実証：
ヒートポンプが不得手な施設内
温度の上昇を補完するために重
油加温機を活用し、素早く施設
内温度を安定化する技術体系を構築

図３．株元施用
型炭酸ガ
ス装置

ヒートポンプを用いた
栽培技術に加え、株元
施用型炭酸ガス施用装
置の活用により、従来
よりも効率的に炭酸ガ
スをイチゴに施用し、

省エネを実現
しつつ収量を
向上させる技
術体系を構築

13

26



地域循環有機グリサポ SDGsバイオマス 生産 流通 消費調達

取組の成果

【成果目標】
○散布試験や肥効分析により消化液の肥料効果を確認

するとともに、肥料登録を行い、地域の農家等が年間80tを利用することを目指す。
【達成状況】
○普通肥料の汚泥肥料として、発酵液（液肥）及び発酵液の脱水固形物（固形肥料）の２種

類の登録を完了。
○目標を大幅に上回る、501tの肥料を農家等に提供。

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

供給システムの確立、固形肥料の効率的な散布方法、バイオ液肥等の知名度向上が課題
であり、今後は肥料を利用する農業法人の増加、経済的な供給システムの構築、固形肥料
散布作業の省力化を確立するとともに、大学との共同研究により学術的な観点でバイオ液
肥等の肥効を確認することで、更なる肥料利用の拡大を目指す。

【普及活動】農業関連の大学教授や国立の研究機関の専門家が参加する協議会の開催、地域
の農家や機械販売業者を対象とした勉強会の実施。
また、農家だけでなく食品関連事業者を対象としたパンフレットや展示会等に
向けた肥料紹介パネルを作製し、講演会や見学会等において情報発信を実施。

【散布実証】４か所の農地で液肥の散布実証を実施。
【バイオ液肥等の配布】バイオ液肥ステーションを４か所に設置し、近隣住民に配布したほ

か、工場見学の希望者にサンプルを提供。

背景・課題

品 目

構 成 員

食品リサイクル・バイオガス発電におけるメタン発
酵残渣の処理に、多くのエネルギーが必要なことから、
環境負荷が大きな課題となっている。このメタン発酵
残渣をバイオ液肥等に活用することにより、環境負荷
低減を図るとともに、農家の化学肥料低減や栽培コス
トの削減につなげる。

株式会社Ｊバイオフードリサイクル

―

問い合わせ先 株式会社Ｊバイオフードリサイクル管理室
TEL：045-505-7845

○ダブルリサイクルループ

食品廃棄物由来の電力と肥料を、

食品廃棄物を排出される事業者の

方に電力及び農作物として還元し、

将来的にサーキュラエコノミーの

実現を目指す。

横浜市

株式会社Ｊバイオフードリサイクル（神奈川県横浜市） 14

27



地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

○果樹園で発生する剪定枝を炭にして土に投入し、炭
素を土の中に貯留するほか、たい肥の投入や不耕起
草生栽培を行うことにより、大気中の二酸化炭素を
削減する「４パーミル・イニシアチブ（注）」の取
組を多くの生産者に実施してもらい、この取組により生産された県産果実を新たなブラン
ドとしてPRし、地球温暖化の抑制にも貢献する。

○グリーンな栽培体系に取組む面積
令和４年度： 0.2ha →令和11年度：6.5ha
（注）４パーミル・イニシアチブとは、土壌中の炭素量を毎年４パーミル（4/1000）増やすことができれば、

人間の経済活動によって放出される大気CO2の増加量を相殺し、温暖化を防止できるという考え方に基
づいた国際的な取組。

○ 平成27(2015)年12月のCOP21でフランス政府が提案
○ 令和5(2023)年９月現在、日本国を含む780の国や国際機関が参画
○ 日本の自治体では山梨県が初めて参加（令和２(2020)年４月）

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

令和４年度の検証の結果、剪定枝のバイオ炭化について、樹種による炭素貯留量の違い
が明らかになったため、令和５年度も引き続き効果的な炭化方法を検証するとともに、バ
イオ炭を施用した園地の施用方法・効果等を確認し、栽培マニュアルに反映させることと
する。

○剪定枝量と炭化量を測定。
ブドウ 剪定枝量：平均399㎏/10a、炭生産量：平均92㎏/10a
モモ 剪定枝量：平均347㎏/10a、炭生産量：平均42㎏/10a
スモモ 剪定枝量：平均347㎏/10a、炭生産量：平均44㎏/10a

○無煙炭化器による炭化の場合、農家慣行方法に比べ、煤煙温度が4割程度低減。

背景・課題

品 目

構 成 員

果樹園で発生する剪定枝の多くは、焼却するか粉砕
して土壌に還元しているが、焼却は二酸化炭素の大気
への再放出となり、粉砕して土壌に還元した枝も数年
で分解され、同様に二酸化炭素として大気に再放出さ
れることが課題。

山梨県農業技術課、農務事務所、

総合農業技術センター、JA、農業者

ぶどう、もも等（露地）

問い合わせ先 山梨県農政部農業技術課 TEL：055-223-1619

○たい肥の投入
や草生栽培に
より土壌へ炭
素を貯留する
ことで二酸化
炭素を削減。

○果樹園で発生する剪定枝をバイオ炭化し
土に投入することで、炭素を土壌に貯留。

山梨県（山梨県全域）

実施年度：令和４～６年度

（令和４年度）
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

○薬剤抵抗性が発達しにくい、化学合成農薬のみに頼
らない防除技術の確立のため、天敵資材及び気門封
鎖剤を活用した防除技術の実証を行った。

○グリーンな栽培体系に取り組む面積
令和４年度： 0.52ha →令和９年度：0.7ha

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

長野県では、施設きゅうりのＩＰＭ実践指標を策定し、推進しているところであり、今
後は市内のきゅうり生産者を対象にした研修会や個別巡回指導の実施により、天敵製剤及
び気門封鎖剤を活用した防除技術の周知を図っていく。

○実証区において、製剤化された天敵（カブリダニ
類）を適期に放飼し、気門封鎖剤を併用することで、
ハダニ類の抑制効果を確認するとともに、殺ダニ剤
の散布回数を４回から０回に削減することができた。
なお、栽培コストは慣行栽培とほぼ同等であった。

背景・課題

品 目

構 成 員

きゅうり栽培において、ハダニ類対策は、化学合成
農薬（殺ダニ剤）による防除が中心であるが、一部の
薬剤に対しては薬剤抵抗性の発達が課題。

長野県農業技術課、長野農業農村
支援センター、農業者

きゅうり（施設）

問い合わせ先 長野県長野農業農村支援センター TEL：026-234-9536

○ナミハダニ（左下、体長約0.6mm）を捕食する
ミヤコカブリダニ

長野市

長野県（長野県長野市）

実施年度：令和４年度

みどりの食料システ
ム戦略・みどりの食
料システム戦略推進
交付金／長野県
https://www.pref.nagano.lg.jp/n
ogi/midori/midorijoho.html

栽培マニュアル・産地戦略
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

○茶園に適した堆肥の生産と適切な施肥量及び堆肥散
布機の活用による散布作業時間の削減効果を検証す
ることにより、茶栽培における有機農業の栽培体系
の確立を検討する。

○グリーンな栽培体系に取り組む面積（堆肥散布機により堆肥散布を行う面積）
令和４年度： 19ha（手散布） →令和11年度：51ha
※堆肥施用による効果を複数年で検証するため、事業は令和４年度～令和６年度の３年間

実施。

取組の成果

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

堆肥の施用効果の調査・分析により、茶園に適した堆肥施用と適切な施肥管理を複数年
検証することにより明らかにするとともに、効率的な堆肥の散布方法等を栽培マニュアル
に記載する。

○堆肥散布機への投入時間について検証した結果、コンテナによる人力投入と比較し、バ
ケットローダーを利用したバラ積み堆肥投入は84％削減、ユニック付き堆肥散布機を利用
したフレコン詰め堆肥投入は68％削減となった。

○堆肥利用に伴う肥料削減効果や協議会の取組を紹介するとともに、堆肥の利用者を拡大す
るため、啓発パンフレットを作成した。また、堆肥利用拡大につながる茶の有機栽培への
取組を促すため、研修会とあわせて有機茶栽培マニュアルを作成した。

背景・課題

品 目

構 成 員

富士山麓地域において、畜産堆肥の地域内流通を促
進し、環境負荷軽減に資する茶栽培を実施するため、
（１）茶園に適した堆肥生産、（２）畜産農家と茶農
家の連携による流通体制の構築、（３）茶農家への堆
肥利用のインセンティブの創出が必要。

県農林事務所、市町、JA、畜産及
び茶農家

茶

問い合わせ先 静岡県富士農林事務所企画経営課 TEL：0545-65-2197

○堆肥を茶園に撒く際に必要
な設備・作業内容について、
茶園での実演会を開催する
とともに、効率的な堆肥の
投入方法を検討。

実施年度：令和４～６年度

（令和４年度）

○堆肥の利用者を拡大するため、
啓発パンフレット及び茶の有機
栽培マニュアルを作成・配布。

沼津市

富士市

富士宮市

長泉町

富士山麓堆肥利用促進協議会（静岡県沼津市、富士宮市、富士市、長泉町） 17
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

〇化学農薬及び化学肥料の使用量低減
弥彦村水稲作付面積 788ha
うち栽培期間中化学農薬化学肥料不使用栽培取組面積

現状（R4）5ha 目標（R10）10ha

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

・実証ほの設置、研修会などを通じて関係者と検討を重ねてきたが、乗用除草機を活用し
た除草体系についてはさらなる検証が必要であり、今後も継続して取り組んでいく。

・地域における技術の普及と面的拡大を図るために、「環境に優しい水稲栽培の導入マ
ニュアル」を作成。

〇乗用除草機を活用した除草体系の検証
除草機による作業を適期に実施することにより、雑
草の発生を抑制。機械除草により、作業の省力化、
軽労化が図られた。

〇化学肥料を使用しない施肥体系の検証
指標となる施肥体系について検証し、慣行栽培の約６～８割の収量を確保、品質は慣行同等。

背景・課題

品 目

構 成 員

弥彦村では、地域ブランド「伊彌彦米」において環
境負荷を低減する栽培に取り組んでいるが、化学農
薬・化学肥料を使用しない栽培では、除草作業負荷軽
減や有機質肥料の効果的な活用方法が課題となってい
る。

そこで、除草作業の省力化技術を検証し栽培面積の
拡大を図るとともに、村における持続可能な循環型農
業の確立を目指す。

新潟県、弥彦村、JA

水稲

問い合わせ先 県央農業振興会議新潟米部会 事務局
（新潟県三条地域振興局農業振興部 TEL：0256-36-2259）

●乗用除草機実演会
弥彦村において導入（2台）
（除草機：㈱オーレック）

弥彦村

県央農業振興会議新潟米振興部会（新潟県弥彦村）

●実証成績検討会
農業者、県、村、JA、農機
事業者による報告検討会 ●「環境に優しい水稲栽培

の導入マニュアル」

い や ひ こ ま い

農業振興・普及（三
条農業普及指導セン
ターからのお知らせ）
- 新潟県ホームページ
https://www.pref.niigata.lg.jp/si
te/sanjou-
nogyo/1189636243275.html#so
nota

栽培マニュアル・産地戦略
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

○有機農業の取組拡大に向けた栽培体系を検討し、グ
リーンな栽培体系マニュアルに反映。

○抑草効果のあるアイガモロボを活用することで、化
学農薬の使用量を低減。また、除草機使用回数（雑
草管理作業時間）を削減。

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

アイガモロボは、適切な水位の確保や土質など使用条件によっては抑草効果が期待でき
ることが分かった。一方、多年生雑草に対しては効果が劣る可能性が示唆されたので、従
来からある除草技術とアイガモロボを組み合わせながらより効果的な雑草管理手法につい
て検討を進めていく。その結果を踏まえながら、産地戦略やグリーンな栽培マニュアルを
活用し、地域への普及に向けた情報発信を行っていく。

○農業者や農業関係者向けの実演会を２回開催し、取組内容について広く周知を図った。
○アイガモロボの導入で除草機の使用回数が減り、雑草管理の労力削減につながる事例が

あった。

背景・課題

品 目

構 成 員

新潟市は全国１位の水田耕地面積を有しており、有
機栽培や化学農薬を低減した栽培など、環境負荷を低
減した水稲栽培を推進するうえで、雑草管理の手間や
労働力の増加が課題。

現状では、機械除草機等による『生えてしまった雑
草を後から取り除く』除草体系が一般的だが、除草が
間に合わずに収量や品質低下が生じるケースが多い。

そのため、発想を転換し、『雑草を生えにくくす
る』新たな雑草管理手法とともに、スマート農業技術
を活用し省力化と環境負荷低減を両立することで、グ
リーンな栽培体系の取組面積を拡大させる。

新潟県、新潟市、井関農機(株)、
ウォーターセル(株)、農業者

水稲

問い合わせ先 新潟市農業ＳＤＧｓ協議会 事務局
（新潟市農林水産部農林政策課 TEL：025‐226‐1772）

・５月16日及び６月17日に実演会を開催し、
農業者やJA職員など約60名が参加。

・アイガモロボを使用しながら抑草のメカニ
ズムや使用方法などを説明し、その後、実
証に参加している農業者から参加者へ感想
やコメントを伝えた。

新潟市

新潟市農業SDGs協議会（新潟県新潟市）

・対象区では除草機を４回使用したが、
アイガモ区ではアイガモロボの抑草
効果等により１回の使用で済んだ。

・有機栽培や化学農薬を低減した栽培
を拡大する上で課題となる雑草管理
の労力削減につながった。

0

1

2

3

4

対照区 アイガモ区

除草機使用回数

１／４削減

産地戦略及びグリー
ンな栽培マニュアル
の策定について
新潟市
https://www.city.niigata.lg.jp/bu
siness/norinsuisan/nouringyo/no
gyo-
sesaku/nosei20230630.html

栽培マニュアル・産地戦略
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

○呉羽梨産地における窒素肥料の使用量低減マニュア
ルおよび産地戦略（R4～R9年度）を策定

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

・マニュアルによる情報発信と現地研修会等を開催し、普及を図る。
・窒素肥料の使用量の低減による中長期的な樹体生育、生産への影響を確認する。

現地ほ場において実証及び導入効果を検証した結果、
①基肥施用時期を秋冬季から春季に変更することによ

る化学肥料の使用量低減
②園地の気温をクラウドで確認することによる防霜対策の作業時間の削減の効果が確認された。

背景・課題

品 目

構 成 員

当該地域は、富山県
を代表する大型選果場
を中心とした大規模日
本なし産地である。近
年、暖冬による発芽不
良障害や開花期の凍霜
害による結実不良から
出荷量が著しく減少するなど、激しい気候変動が生産
に大きく影響を及ぼしており、安定生産技術の早期確
立・普及が強く求められている。

JAなのはな呉羽梨選果場、県富
山・高岡農林振興センター、富山
市、射水市、JAなのはな

日本なし

問い合わせ先 富山県富山農林振興センター TEL：076－444－4523

富山市

呉羽梨産地活性化委員会（富山県富山市、射水市（呉羽梨栽培地域））

取組
時期

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月

受粉 摘果 新梢管理 収穫

●窒素肥料の使用量低減マニュアル
●基肥施用時期を秋冬から春へ変更

することで、窒素肥料の使用量を
低減

●温湿度センサーによる
棚面温度のモニタリング

①春季の基肥施用 ② ICT気温モニタリング装置の活用による防霜対策

●温度データは受信機を
介してクラウドへ
⇒各生産者が携帯電話や

PCで確認可能

富山県／グリーンな
栽培体系への転換に
向けた取組みについて

https://www.pref.toyama.jp/161
2/sangyou/nourinsuisan/nougyo
u/guri-nnasaibaitaikei.html

栽培マニュアル・産地戦略
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取組の成果

①有機農業面積（野菜(赤かぶ等)）1.0ha以上拡大
R３：6.3 ha → R４：8.4 ha（R９目標：7.4 ha）

②有機農業面積（水稲）新規取組面積0.6ha以上開始
R３：0 ha → R４：0 ha（R９目標：0.6 ha）

③有機農産物の販売数量(kg)を３ポイント以上拡大
R３：126,086 kg → R４：101,804 kg

（R９目標：129,869 kg）
④有機農業者数を３人以上拡大

R３：24人 → R４：23人 （R９目標：27人）

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

・令和５年度より、スマート農業などを活用した有機農業の省力化の方法について検証。
・新たに、有機酒米などの栽培にも実証的に取組み、地元の酒造店や企業などのタイアップ

などを促進し、ブランド化を図る。
・有機農産物のさらなる販売先を開拓するとともに、有機農産物を切り口とした、市内への

県外移住者などの呼び込みを検討する。

○地域内外の関係者との連携により生産から消費
に至る各種取組の調整と実践を通じて、モデル
的先進地区の創出に向けた有機農業実施計画（計画期間：令和５～９年度）を作成。

○赤かぶ等野菜の取組面積が増加し、環境に配慮した農業の重要性の機運が向上。

背景・課題

品 目

構 成 員

山間地域農業の生き残りをかけた付加価値の創出が
課題となっている。そのため、五箇山地域（平、上平、
利賀地域）において、有機農業の実証試験を行い、古
来からの伝統野菜である在来種「五箇山かぶら」等の
有機農業による付加価値化（ブランド化）を図る。

有機農業者、学識経験者、販売事
業者、県、農協、消費者等

水稲、野菜 等

問い合わせ先 南砺市 ブランド戦略部農政課 TEL：0763－23－2016

・南砺市による直販ECサ
イトを開設し、販路開拓

・学校給食の有機農産
物・集荷配送体制の施行

・首都圏での消費者と地元農業者
との商談会の開催

・有機栽培の動画作成による小中
学校への啓発

・学校給食への導入による食育の
推進

・有機農産物の生産振興
・先進栽培者の現地視察及び

定期的な技術指導の実施に
よる有機農業の導入

南砺市

南砺市（富山県南砺市） 21
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

○成果目標の達成状況
グリーンな栽培マニュアルおよび産地戦略を策定

○取組を通じて得られた成果
・プラスチック被覆肥料の使用量を削減
・肥料使用量および農薬の使用回数の削減
・田植え作業時間、追肥回数の削減による省力化

成果目標と達成状況

事業での取組を継続し、グリーンな栽培体系への転換を目指していく。ペースト肥料等
の技術検証を続けるとともに、本市における効果的な施肥のタイミング等の検討を行い、
地域への普及を目指す。

○ペースト肥料および硫黄コーティング肥料の使用により、プラスチック被覆肥料の使用量ゼロ
○ペースト2段施肥技術の導入および農薬の同時施用により、施肥量および農薬使用回数を最大3

割程度削減。また、追肥回数および箱処理剤散布作業が低減され、省力化を同時に実現
○密苗技術の導入により、田植え作業時間を最大5割程度削減

背景・課題

品 目

構 成 員

世界農業遺産に認定された能登地域に位置する羽咋市
では、水稲生産が盛んで、自然栽培米や有機栽培米、能
登米（化学肥料・農薬３割または５割削減）などの環境
保全に資する農業を推進している。

近年、水田からのプラスチック被膜殻の流出が問題と
なっており、羽咋市においても河川等への汚染が懸念さ
れ、流出量削減の取組が必要であるため、ペースト2段
施肥技術およびプラスチックを利用しない緩効性肥料の
導入によるプラスチックの排出削減について検証すると
ともに、密苗技術の導入による省力化を検証した。

羽咋市、県羽咋農林事務所、

JAはくい、農業者

水稲

問い合わせ先 羽咋市農林水産課 TEL：0767－22－1116

羽咋市

羽咋市みどりの食料システム戦略推進協議会（石川県羽咋市）

普及に向けた取組

●ペースト肥料を上段（5㎝程度）、下段（9～15㎝）
に分けて施用することで、

・プラスチック被覆肥料使用ゼロ、追肥回数ゼロ
・根域への集中施肥により施肥量を３割程度削減

（窒素施用量４～6→3㎏N/10a（コシヒカリ））

●高密度播種（250～300g/箱）に
より、育苗箱数を低減し、省力化
（箱数18→10箱/10a）

ペースト2段施肥技術 密苗技術

はくい

グリーンな栽培体系
への転換サポート
| 石川県

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/
nousan/eco/gurisapo.html

栽培マニュアル・産地戦略
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

○成果目標の達成状況
グリーンな栽培マニュアルおよび産地戦略を策定

○取組を通じて得られた成果
・プラスチック被覆肥料の使用量を削減
・肥料使用量および追肥回数の削減
・育苗作業の省力化・効率化
・水管理作業の省力化

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

地域内での技術紹介や展示ほを設置し、理解と周知を行っている。ペースト２段施肥技術に
関しては専用機器や資材形態が異なることから、導入可能な条件を検証・整理することで、地
域での普及を目指す。

○ペースト2段施肥技術の導入により、プラスチック被覆肥料の使用量および追肥回数ゼロ
○鶏ふん肥料の導入により、化学肥料の使用量が8割程度低減
○密苗技術の導入により、育苗日数が3割程度短縮、育苗枚数が6割程度低減
○自動水口の導入により、水管理作業時間が5割程度短縮

背景・課題

品 目

構 成 員

野々市市は、石川県の穀倉地帯である手取川扇状地に
位置し、用水は水量豊富な手取川から取水している水稲
生産が盛んな地域である。近年、水田からのプラスチッ
ク被覆殻の流出などの農業に由来する環境負荷が問題と
なっていることから、ペースト2段施肥技術や有機質資
材の導入によるプラスチック排出削減および施肥量の削
減を検証するとともに、密苗技術および自動水口の導入
による省力化について検証した。

株式会社ぶった農産、石川農林総
合事務所、野々市市、農業者

水稲

問い合わせ先 株式会社ぶった農産 TEL：076-248-0760

●苗箱当たりの播種量を増やす
ことで（乾籾120→250g/箱）、

・育苗日数を短縮
（25→18日）

・使用苗箱数を低減
（20→8枚/10a）

野々市市

野々市市上林環境農業協議会（石川県野々市市）

●ペースト肥料を深さ５㎝の上段と
15㎝の下段に施用することで生育
後半にも肥効があり、

・追肥回数を削減（2→0回）
・プラスチック被覆肥料の使用削減

（45→０㎏/10a）

密苗技術

ペースト２段施肥技術

慣行 密苗

●アクアポート（北菱電興
株式会社）で設定した水
位の範囲内で入水・止水
を自動制御することで、
水回り時間を削減

（2.6h/10a→1.3h/10a）

自動水口アクアポート技術

センサー

グリーンな栽培体系
への転換サポート
| 石川県

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/
nousan/eco/gurisapo.html

栽培マニュアル・産地戦略
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

①黄色粘着板を使ったネギハモグリバエ発生予察
②発生予察に基づく減農薬体系の検証（R4→R9）

：農薬散布回数10回→8回（2回削減）
③ドローンを使った防除技術の検討（R4→R9）

：農薬散布時間3.3時間/ha→1.0時間/ha
（70％削減）

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

福井県坂井農林総合事務所のホームページに栽培マニュアルを掲載

背景・課題

品 目

構 成 員

当地区では数年前から従来の系統より被害が深刻に
なるネギハモグリバエの新規系統（Ｂ系統）が発生し、
防除に力を入れているが、防除回数が多く省力的な防
除方法が確立できていない。

農業者、JA福井県、坂井市、

あわら市、県坂井農林総合事務所

ねぎ

問い合わせ先 福井県 坂井農林総合事務所 農業経営支援部
TEL：0776-81-3222

・５～９月にかけて４回の発生を確認

・特に９月上旬から大発生

坂井市

坂井地区園芸タウン推進協議会（福井県坂井市、あわら市）

防除回数を10回から８回に削減

環境負荷低減の取組
②発生予察に基づく減農薬体系の検証

（防除タイミングと回数低減を検証）

5月 6月 7月 8月 9月

① ② ③ ④

慣行区
試験区共通 慣行区のみ

5月 6月 7月 8月 9月

①黄色粘着板を使ったネギハモグリバエ発生予察

省力化の取組

１haあたりの散布時間

③ドローンを使った防除技術の検討

１haあたりの散布時間を
比較した結果、トレファ
ノサイド粒剤は約１時間、
アミスター20フロアブルは
約３時間20分短縮された。

坂井地区園芸タウン
推進協議会 | 福井県
ホームページ

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc
/sakai-
noso/nougyou/greenactionsakai.
html

栽培マニュアル・産地戦略

あわら市
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

①サトイモ疫病の面的一斉防除実施による防除回数の
削減(R4→R9)：10回→8回（2回削減）

②農薬散布時間の削減（R4→R9）
：セット動噴 34.3分/10a→ドローン 2.3分/10a

(15分の1に削減)
③生分解マルチの導入（R4→R9）

：20ha→40ha（20ha増加）
④「子ズイキ刈り回数」の削減（R4→R9）

：2回→0回（2回削減）

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

福井県奥越農林総合事務所のホームページに栽培マニュアルを掲載

背景・課題

品 目

構 成 員

当地区のサトイモ栽培では、疫病の発生により生育
期間中の農薬散布が10回程度必要な場合があり、農
業者の負担が大きい。

また、慣行では子芋から出たズイキを生育期間中に
刈り取る作業（子ズイキ刈り）を行うことで製品の品
質向上に寄与しているが、作業の負担が大きいため、
製品を高品質に維持しつつ子ズイキ刈りを省略できる
技術の開発が求められている。

農業者、JA福井県奥越営農経済セ
ンター、大野市、勝山市、県奥越
農林総合事務所

さといも

問い合わせ先 福井県 奥越農林総合事務所 農業経営支援部
TEL：0779-65-1490

：面的一斉防除実施圃場

大野市

奥越地区園芸タウン推進協議会（福井県大野市、勝山市）

＊グラフ上の日付は初発確認日

②農業用ドローンによる防除

①ドローンを活用したサトイモ疫病の面的一斉防除 ③④生分解マルチと子ズイキ刈り

省略技術を組み合わせた省力

多収技術

生分解性マルチを使用した場合、

子ズイキ刈りを省略しても収量品

質が従来と同等以上に維持される

ことを確認

奥越地区園芸タウン
推進協議会 サトイ
モのグリーンな栽培
体系推進に向けた産
地戦略について
| 福井県ホームページ
https://www.pref.fukui.lg.jp/doc
/okuetsu-
noso/sienbu/green_sanchisenrya
ku.html

栽培マニュアル・産地戦略

：面的一斉防除実施圃場

勝山市
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組の成果

○有機農業面積（露地野菜） 目標：0.5ha以上増（R９）
13.2ha（R３）⇒ 13.86ha(0.66ha増)（R４）

○新規就農者の確保 目標：２名以上（R９）
２名確保（R４）

○有機農産物の販売量 目標：５ポイント以上増（R９）
4,242kg（R３）⇒ 5,415kg(27ポイント増)（R４）

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

今後は有機農業実施計画に基づいた取組を実践。令和５年度は、営農組織と
の有機稲作に関する勉強会の開催、町内流通の運用方法の検討、一般消費者等
にビジョンやロゴをお披露目するイベントの開催、町内児童生徒への食育事業
の実施、視察や研修の受け入れ態勢の構築等に取り組む。

生 産：地域の営農組織と有機農業のあり方について意見交換を実施
流 通：食品残さの回収及び農産物の集荷配送に係るルートやコストの検証
消 費：ブランド化に向けた地域のビジョン及びロゴマークの作成
その他：有機農業実施計画の策定及びオーガニックビレッジ宣言の実施

背景・課題

品 目

構 成 員

白川町は平成10年に設立されたNPO法人ゆうきハート
ネット（設立時は任意団体で平成23年に法人化）や平成21
年に設立した白川町有機の里づくり協議会の活動等により、
有機農業が盛んな地域となったが、農法や経営理念は個々の
生産者によるものであり、地域としてのブランドやビジョン
が明確ではなく、今後の産地の更なる発展のためにはこれら
を明確にする必要性があった。

また、順調に有機農業者が増えてきたことにより、有機農
業に適した農地の確保が難しくなっていることや増加する新
規就農の相談や他地域からの視察の対応が課題となっている。

白川町、JAめぐみの、

NPO法人ゆうきハートネット

水稲、露地野菜

問い合わせ先 白川町役場 農林課 農務係 TEL：0574-72-1311（内線272）

食品残さ（堆肥の原料）の回収と
農産物の集荷・配達を行うルート
の検討と試走を行い、コストを試算ブランド構築に

向け、地域の未
来の姿を共有す
るためのワーク
ショップを開催

地域の営農組織と有機農業
生産者が地域の有機農業の
あり方について意見を交換

白川町

白川町有機の里づくり協議会（岐阜県白川町）

ブランドビジョン
「つながりを、つなぐ」
及びロゴマークを策定

R5.9.9に開催された
イベントのチラシ
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地域循環有機グリサポ SDGsバイオマス

バイオ液肥（脱水・乾燥肥料）の農業利用の実用化
に向けた調査・検討・普及活動

・栽培実証：バイオ液肥の有効性（化成肥料の代
替）を検証

・実用化検証：運搬方法・散布方法を検証、追加が
必要な養分を調査

・普及活動：HP・見学会開催・広報活動・サンプ
ル提供等で各自治体や農家にPR、公
共施設にバイオ液肥無料配布用のサー
ビスタンク設置の検討など

「ビオぐるファクトリーHANDA」
・令和元～３年度食料産業・６次産業化交付金を活用し施設整備。
・令和３年度補正みどりの食料システム戦略緊急対策交付金を活用し
レジリエンス強化のための成果拡大施設整備中。

・発電能力：800kW（200kW×４台）
・発 電 量 ：6,460MWh/年
・電気利用：自己利用及びFIT売電
・処 理 量 ：畜産廃棄物、食品廃棄物等100t/日
・副 産 物 ：[熱]17,722GJ/年、[CO2]22,630N㎥/年

調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

株式会社ビオクラシックス半田（愛知県半田市）

取組の内容

普及に向けた取組
事業による実証結果を踏まえ、生産者にバイオ液肥の効果や利用方法を普及する資料等を作成、

配布するとともに、生産者の所有する機械やほ場条件等に即した運搬・散布方法を提案する。

地域バイオマス（畜産廃棄物、食品廃棄物）の活用

化学肥料の使用量及び農作物栽培コストの低減

背景・課題

品 目

構 成 員

株式会社ビオクラシックス半田が運営する「ビオぐる
ファクトリーHANDA」は、「半田市バイオマス産業都
市構想（平成28年７月策定）」に位置づけられた地域バ
イオマス資源（畜産廃棄物、食品廃棄物）を原料とする
メタン発酵バイオガス発電施設である。メタン発酵過程
で発生する消化液を「バイオ液肥」として利用し農作物
を生産することで、『地域循環ループ』の構築と、化学
肥料からバイオ液肥への置き換えによる減肥と生産コス
ト削減を目指している。

株式会社ビオクラシックス半田

―

問い合わせ先 株式会社ビオクラシックス半田 bioguru@biokurasix.jp

生産

半田市

調達

目標年度・内容：令和８年度、普及活動によるバイオ液肥利用量1,300㎥/年（散布面積65ha）

成果目標

《 》問い合わせ
フォーム

食品廃棄物等の
受入れホッパー

牛ふん（固液分離後の
液体）の受入れ

液肥運搬車両で水田に施肥 自作の液肥散布機
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

○ 化学肥料から発酵ボカシ肥料、有機液肥等へ変更
し、有機質資材施用による土づくりの実証

○ 紫外光照射によるうどんこ病の防除農薬散布回数
の削減

○ ベット紙マルチ被覆による微生物培養で農薬の使
用量減に取組み、栽培マニュアルを作成

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

慣行区と同等の収量実現に向けて、有機質資材の施用時期、施用量、かん水チューブの
変更など改善策に取り組む。今後、技術マニュアルを作成し、関心のある農家に技術紹介
を行う。

○ 高設栽培における発酵ぼかし肥料及び有機液肥に
よる栽培が可能であることが確認されたが、初期生
育がやや弱く、収量面で慣行区の80%となったこ
と、かん水チューブのつまりが発生したことが課題
である。

○ 夏季に紙マルチ被覆を行い、直射日光と乾燥を防
ぎ、微生物の繁殖を促した。

○ 紫外光照射を行ったことで、うどんこ病の発生はなく、省力化につながった。

背景・課題

品 目

構 成 員

津管内では32戸488a（令和3年度）がイチゴ栽培
を行い、市場出荷や直売、観光イチゴ狩り園等を行っ
ている。協議会に参加する「Fragaria farm」は平
成30年度にイチゴ苗の高濃度炭酸ガス処理によるハ
ダニ防除に取り組み、防除効果が優れたことから令和
3年度には取組が6戸92aに拡大した。この取組をさ
らに進めるなか、販売先からの要望があった有機JAS
適合資材を用いたイチゴ高設栽培の取組が県内にはな
く、地域モデルとなるイチゴ高設栽培における減農
薬・減化学肥料栽培の確立に向けて取り組んだ。

Fragaria farm（平松香歩里氏、
平松孝之氏）、三重県津地域農業
改良普及センター

いちご（施設高設栽培）

問い合わせ先 三重県津地域農業改良普及センター
TEL：059-223-5103、FAX：059-223-5151

有機質資材施用による土づくり

津市

イチゴ減農薬減化学肥料栽培推進協議会（三重県津市）

紫外光照射ライト設置
紙マルチ被覆による
微生物繁殖条件向上

実証区(11/28) 1番果房肥大中

三重県｜農業改良普
及センター：グリー
ンな栽培体系への転
換サポート事業
https://www.pref.mie.lg.jp/TNOR
IN/HP/m0121200081.htm

栽培マニュアル・産地戦略
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

天敵製剤（カブリダニ製剤）の利用と天敵にやさし
い草生管理（自律走行式草刈機を活用）の実施による
「グリーンでスマートなハダニ対応型ナシ栽培体系」
の確立を目標とした。技術実証にあたっては農研機構
が作成した「新果樹のハダニ防除マニュアル」を基と
しており、連携モデル地区として、農研機構（西日本
農研など）から支援を受けている。
目標：化学合成農薬使用回数 ３回→１回

ハダニ防除・除草作業時間 9h/10a→3h/10a

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

令和４年度、天敵製剤と自律走行式草刈機を用いて、「グリーンでスマートなハダニ対
応型ナシ栽培体系」を目指した実証を行い、防除暦の見直しやほ場の改善の必要性等を明
らかにした。

令和５年度は、その改善を行った上での実証を行うこととし、２か年にわたって得られ
た結果を元に、マニュアルを作成して地域の産地戦略に取り入れることを目指す。

○地域の実情に合わせた天敵製剤の効果的な利用に向
け、防除暦の見直しが必要であることを明らかにした。

○自律走行式草刈機を活用する際の課題点（ほ場の改善等）を明らかにした。

背景・課題

品 目

構 成 員

守山市北部に位置するもりやまフルーツランドを中
心とした果樹団地では、産地の活性化に向けて果樹産
地構造改革計画を策定し、新規担い手への面積集積や、
新品種・新技術導入等を進めている。その一環として、
環境にやさしい栽培技術と省力化に資する先端技術等
とを組み合わせた「グリーンでスマートなハダニ対応
型ナシ栽培体系」への転換を図ることを目指すことと
した。

ザ・コロナパークス（株）、

（農）さづかわ果樹生産組合、

滋賀県大津・南部農業普及指導セ
ンター、守山市、滋賀県大津・南
部農業農村振興事務所

日本なし

問い合わせ先 滋賀県大津・南部農業農村振興事務所農産普及課（協議会事務局）
TEL：077-567-5421

●天敵製剤（カブリダニ製剤）の利用による
化学農薬の使用回数削減

守山市

琵琶湖もりやまフルーツランド グリーン転換協議会（滋賀県守山市）

●自律走行式草刈機の活用による
天敵にやさしい草生管理

天敵製剤の利用 自律走行式草刈機の活用
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組の成果

市内での新規就農希
望者の多くが有機農業
を希望する中で、高付
加価値の有機農産物の
生産・流通・消費を拡
大することにより、農
業従事者等の収益性の
向上と農業後継者の確
保を目指す。

目標 ①給食での有機米導入率（R3→R6）
市立保育所： 0％ → 50％（R4実績：8.7%）
市立小学校： 0％ → 20％（R4実績：0.6%）

（※給食での米の年間消費量に占める有機米の割合）

②有機農業に取り組む農業者数（R3→R6）
7人 → 16人 （R4実績：７人）

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

有機米導入に関しては、生産者の抱く雑草や病害虫などへの不安の払しょくが課題となる。
様々な栽培技術の研修機会を増加させるとともに、有機稲作に取り組む生産者のネット

ワーク化を図り、全体としての生産性向上に努める。

（生産）
○有機稲作に関する勉強会開催
○有機JAS指定講習会開催
○有機米と通常米の差額支援

（流通・加工）
○有機農業導入による経済効果分析

（消費）
○有機農産物啓発イベントの実施

背景・課題

品 目

構 成 員

「京都府の穀倉地」と称される亀岡市は、平成30
年12月に「かめおかプラスチックごみゼロ宣言」を
行うなど環境先進都市への取組を進めており、農業従
事者の高齢化や後継者不足の解消と同時に、農業生産
に由来する環境負荷低減が課題。

亀岡商工会議所、亀岡オーガニッ
クアクション、京都先端科学大学、
京都府、亀岡市、亀岡料飲連合会、

かめまる有機給食協議会ほか

水稲、野菜

問い合わせ先 亀岡市産業観光部農林振興課 TEL：0771-25-5036

●経済効果分析

●オーガニックライフ

スタイルEXPO出展

●有機米生産の講習会

亀岡市

亀岡市有機農業推進協議会（京都府亀岡市）

亀岡市有
機農業推
進協議会

計画策定

首都圏で
の販売実
証実験

有機給食
試行実施

直売所等
での試行
販売

市民周知
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取組の成果

化学農薬に頼らず、省力的な防除技術として、生物
農薬利用、紫外光照射、炭酸ガス施用によりハダニ類
の発生を抑制する。また、紫外光照射により、うどん
こ病を抑制する。

なお、当産地には新規就農者も多く、防除体系を確
立しマニュアルを作成することにより、熟練者でなく
ても安定した栽培を実現する。
（令和５年10月時点、技術を検証中。）

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

産地内ほ場にて、天敵製剤、UV-B装置、炭酸ガス施用を活用した栽培体系を検証し、そ
の効果や課題について、関係者と協議を実施。2か年の取組をまとめたマニュアルを作成し、
JA・生産者団体等と連携して普及に取り組む。

○ 化学農薬の使用量低減
：生物農薬利用、紫外光照射、炭酸ガス施用

による使用回数の削減
○ 省力化

：農薬使用回数の削減

背景・課題

品 目

構 成 員

南河内地域のいちご産地では、ハダニ類やうどんこ
病などの病害虫の発生に対して、化学農薬による防除
が行われている。農薬の使用量が多いことから、環境
への負荷や、薬剤抵抗性の発達も懸念される。加えて
防除作業に係る労働時間の削減も課題である。

大阪府、大阪南農業協同組合、

（地独）大阪府立環境農林水産総
合研究所

いちご

問い合わせ先 大阪府環境農林水産部農政室推進課地産地消推進グループ
TEL：06-6210-9590

紫外線照射（ UV-B蛍光灯）

河南町

大阪府（河南町、千早赤阪村、富田林市）

炭酸ガス施用

提供：（地独）大阪府環境農林水産総合研究所
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取組の成果

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

新たな農業技術の習得など産地全体での生産技術の向上に向けた取組や、有機農業を体系
的に学ぶことができる「丹波市立農（みのり）の学校」による新たな担い手の確保など、生
産者、JA、市が連携を図り、有機農産物の新たな需要の取り込みや生産者の育成を推進する。

生産から消費までの取組を段階的に拡大するため、①有機農業を「知る・理解する」②販
路拡大・低コスト化を図ることを目的に事業を展開する。

○『有機の里』の構築に向けた堆肥の地域内循環を目指した、堆肥の品質向上の取組
○新たな販路の開拓に向けた、共同流通プラットフォームの試験導入の取組

背景・課題

品 目

構 成 員

豊かな自然や文化、歴史など美しいふるさとを100
年後にも引き継ぐために、生産者だけでなく広く市民
や企業がそれぞれの立場で参画し、手を取り合いなが
ら大切な地域資源を守り、未来に繋いでいくまちづく
りを目指している。

生産者・JA・市

水稲、野菜 等

問い合わせ先 丹波市産業経済部農林振興課 TEL：0795-88-5028

地域農家の取組事例
発表や先進農家等を
招へいした有機農業
研修会の開催

展示商談会等への出
展による販路の拡大
や共同流通プラット
フォームの試験導入

市営の市島有機センターに
おいて牛ふん堆肥を製造
安定供給体制の構築と広域
散布の実施

丹波市

丹波市有機の里づくり推進協議会（兵庫県丹波市）

学校給食での有機米
利用等を通じて有機
農業について学ぶ

成果目標
計画時
(R3)

実績
(R4)

目標値
(R9)

達成状況

有機農業面積(ha) 163 184 188 84%

販売数量(t) 530 592 610 78%

有機農業者数(戸) 91 111 120 69%

32

45



丹波篠山ワクワク
農都づくり協議会
ホームページQR

地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 生産 流通 消費調達

関係機関の協力を得ながら、水稲と黒大豆の有機輪
作モデルの確立、未利用資源の活用、新規有機就農者
の育成、観光業や消費者との連携等に取り組むことに
より、有機農業と慣行農業の共存を目指す。

本事業の取組を進めることにより、市内の農業者等の環境や生物に対する保全意識が高まり、
2050年度までに化学農薬使用量の50%低減、化学肥料使用量の30%低減に寄与。

有機農業面積（R3→R9）：13.3ha→21.7ha（うち有機JAS：3.3ha→8.3ha）
R4 ：9.3ha （うち有機JAS：6.26ha）

有機農業者数（R3→R9）：20人→28人（うち有機JAS：8人 → 13人）
R4 ：16人 （うち有機JAS：８人）

取組の成果

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

１ 農業者の有機農業への理解促進：市内農業者の情報収集の場となるシンポジウ
ム開催

２ 栽培技術の確立：スマート機器を活用した有機水稲生育調査、水田除草機実証
の継続

３ 有機農産物の販路と価格形成：学校給食への利用や商談会の開催
４ 有機農業者（新規就農者）の育成・確保：有識者による栽培技術勉強会を開催
５ 情報発信力の強化：協議会ホームページやSNSで協議会の取組をタイムリーに発信

○スマート機器を活用した有機水稲生育調査、水田除草機実証
○第8回オーガニックラフスタイルEXPO出展

背景・課題

品 目

構 成 員

丹波篠山市では、約300年以上にわた
る黒大豆栽培が令和３年２月に日本農業
遺産に認定されているが、農家数の減少
や高齢化により農村の担い手が減少して
いるため、大規模・小規模などの「多様」
な農家で、持続可能な農業・農村づくり
に取り組む。 篠山自然派、丹波篠山市認定農業

者協議会、丹波ささやま農業協同
組合、丹波篠山市（事務局）

水稲、黒大豆、野菜

問い合わせ先 丹波篠山市農都創造部農都政策課 TEL：079-552-1114

丹波篠山市

丹波篠山ワクワク農都づくり協議会（兵庫県丹波篠山市）

↑丹波篠山市
オーガニック
ビレッジ
ロゴマーク

スマート機器を活用した
有機水稲生育調査、
水田除草機実証

第8回オーガニック
ライフスタイルEXPO出展

普及センター、JA、市による
有機黒大豆生育調査
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取組の成果

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

堆肥を中心とした有機資材があまり使われていない地域であったため、本取組を通じて、地
域の資材を活用した農業を実践した上で、掛かるコストと便益を定量化し、有機農業に取り組
む農業従事者のモデルケースを示すことを目標とする。

背景・課題

品 目

構 成 員

淡路市では、農業、畜産業を中心とした第一次産業が盛
んであり、就業者数の約10%を占める。近年では化成肥
料を中心とした農業資材の高騰による農業従事者の収益圧
迫が生じ、農業従事者の収益性向上が求められている。

また、農業分野においても持続可能な農業の実現が求め
られ、人口減少や高齢化に伴い、一次産業の担い手問題も
顕在化しており、これらの課題への対応が必要である。

北坂養鶏場、有限会社クヌギザ、
フレッシュグループ淡路島、株式
会社ほくだん、淡路景観園芸学校、
淡路市（事務局）

ハーブ野菜、たまねぎ、水稲

牛ふん堆肥、鶏ふん堆肥を資材分析し、
土壌分析の結果に基づいて、堆肥を混
合・運搬・施肥を実施。

問い合わせ先

市内パートナー（飲食店、小売店、
食品加工会社）への供給。

淡路市

淡路市有機農業産地づくり協議会（兵庫県淡路市）

畑作、果樹農地に土壌分析の結果に基づ
いて施肥設計を行い、混合した地域堆肥
資材を施肥した栽培試験を実施。

地域住人への周知イベントの企画・実施。
教育の場での活動（淡路高校農業科）。

○資材分析で地域内の堆肥の細菌数、C・N・P・K量、pH、含水率等を定量的に分析し、品質を
可視化した。

○R4年7月・R5年7月の淡路市夏祭り、R5年1月オーガニックアイランドセミナー、R5年10月
兵庫県民農林漁業祭ポスター出展、セミナー登壇、店頭販売を実施し、イベント参加者向けに
協議会活動の周知を行った。

○R5年4月～5月 兵庫県立淡路高校農業科生徒に向けて、土壌分析に基づいた施肥設計につい
て講演を行った。

○協議会の活動に関心ある農業事業者が土壌分析・施肥・栽培試験に参加し、地域内で堆肥利用
の実績が増加した。

淡路市企画情報部まちづくり政策課 TEL：0799-64-2506

有機農業面積（R3→R6）：21.26ha→ 23.26ha(+9％)
R4 ：21.26ha

有機農業者数（R3→R6）：20名 → 23名（+15％）
R4 ：20名

34

47



地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 流通調達 生産 消費

学校給食全量無農薬米の提供（R3→R6）：0t→90t（重量ベース） R4：7t
有機農業面積（水稲 R3→R6） : 142ｈa→ 162ｈa （＋14％） R4：162t
有機農産物の販売数量（水稲R3 →R6） : 342t →432t （+26％）JA分 R4：377t
有機農業者数（R3→R6） ： 41人 → 44人（＋7% ） R4：41人

取組の成果

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

収量確保及び品質向上に向け、新たな栽培技術や、スマート農業技術の実証に取り組む。また、
新たに取り組む農業者には、栽培技術講習会を開催し、有機農業の取組面積の拡大を図る。

②生産：コウノトリ育む農法技術向上協議会（兵庫県、JAたじま、
豊岡市）による、栽培技術及びスマート農機を活用した
実証事業の取組
(例)アイガモロボ、フィールドマイスター、水田センサー等

生き物調査アプリ「バイオーム」を活用した生き物調査
の実施

④消費：学校給食用米にコウノトリ育む農法で栽培した無農薬栽培
「つきあかり」の提供（約30トン）
有機JAS野菜を食材に使用した「有機の日学校給食」の実施

背景・課題

品 目

構 成 員

豊岡市は環境創造型農業を推進し、特に水稲作では生
物多様性に配慮した「コウノトリ育む農法」を兵庫県、
JAたじまとともに確立してきた。当該農法は2022年度
は445haに拡大しているが、無農薬栽培タイプは全体の
1/3となっており、市内の学校給食には当該農法で栽培
した減農薬タイプの米を週５日提供している。

地域で生産された一番良いものを子供達に提供したい
という思いが生産者の無農薬タイプの作付け意欲向上に
つながる一方で、子供達もその思いを享受し、環境創造
型農業を推進する地域農業に誇りを持つことが期待される。

このため、今後は学校給食に提供される米を全量無農薬タイプに転換し、有機農業の取組面積
の増加を図る。

JAたじま、兵庫県、豊岡市

水稲、野菜

問い合わせ先 豊岡市コウノトリ共生部農林水産課 TEL：0796-23-1127

豊岡市

豊岡市（兵庫県豊岡市）

アイガモロボ
有機野菜を使用した
「有機の日」学校給食
の実施

学校給食に
無農薬米を提供

イオン水発生装置
フィールドマイスター
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組の成果

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

生産者、消費者、加工業者、流通業者、それぞれに向けた事業を展開することで、有機農業
についての意識や共通認識、そして課題を見出すことができた中で、「養父市の有機農業への
取組に関する周知不足」が大きな課題として挙げられた。今後はオーガニックビレッジ宣言を
はじめとする「養父市が有機農業を推進している」という根本の周知を中心に、引き続きター
ゲットを絞った事業を展開し、効果的な有機農業の普及を図る。

背景・課題

品 目

構 成 員

養父市は、令和４年度に「人と環境にやさしい農と食
を未来につなぐまち」をテーマとした人と環境にやさし
い農業ビジョンを策定し、その中心的な取組として有機
農業を位置付けた。今後は農業者の有機転換促進、消費
者理解の醸成や販売促進など、様々な面からアプローチ
を図る。

有機農業育成事業者、農業委員会、

有機農産物生産者、養父市 等

水稲、野菜

目標：令和６年度

実績：令和４年度

問い合わせ先

養父市

養父市（兵庫県養父市）

養父市産業環境部農林振興課 TEL：079-664-0284

○有機農業面積（計画時15.5ha)
目標：17ha→実績：15.9ha（達成率：26.7％）

○有機農業者数（計画時16人）
目標：20人→実績：16人（達成率：0.0％）

○有機販売量 （計画時84t）
目標：92t→実績：75.7t（達成率：0.0％）

②生産 ●有機農業の栽培技術を学ぶ研修会
環境保全型農業に取り組む農業者を中心に、有機農業の知識習得を

目的とした研修会を開催。鳥取大学より教授をお招きし、牛ふん堆肥
を利用した良質な土づくりについて学んだ。質疑応答の時間を多く設
け、自身のほ場について知ることで、正しい知識の普及と理解を醸成。

①調達（耕畜連携） ●堆肥づくり講習会 ●意見交換会の開催
養父市の重要な資源である牛ふん堆肥の利用拡充を目指し、耕種農家、畜産農家を招集して意
見交換し、耕畜双方の協力強化を図る。（１月下旬開催）また、良質な牛ふん堆肥づくりの講
習会も開催予定。（１月中旬開催）

③加工・流通 ●加工・流通業者との検討会議の開催 ●食育についての意見交換会
●生産者、加工業者など様々な分野から招集し、有機農業の促進にかかる要望等、重要な意

見を得た。
●給食関係者を招集し、それぞれの課題の整理・展望を話し合い、促進に繋がる有意義な会

となった。

養父市オーガニック
マルシェYAP

養父市オーガニック
マーケットYAP

④消費 ●消費促進イベントの開催 ●実証販売
●地元文化祭の開催に合わせ、子育て世帯をター

ゲットとしたマルシェ、講演会、子ども向けプ
ランを行った複合的なイベントを実施。有機農
業の意識調査や普及を行った。

●養父市産有機農産物の知名度向上のため、マッ
クスバリュ養父店と連携し、有機農産物の特設
コーナーを設置。
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

ホウレンソウ、小松菜等の栽培面積4.4ha（令和４
年度）のうち、グリーンな栽培体系の取組面積を
2.2ha（令和９年度）に拡大することを目標としてい
る。

奈良県宇陀市伊那佐東部地区グリーンサポート協議
会では、令和４年度に施設軟弱野菜において、有機農
業を進めるため、ＵＶカットフィルムと0.6mm防虫
ネットの併用による害虫被害低減及びリモコン草刈り
機による圃場周辺の除草の省力化を図る実証を実施。

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

令和５年度は、普及組織と生産者、宇陀市が連携し、研修会や巡回指導時、特にフィル
ムの張替時期や新規就農者の就農開始時には重点的に、実証した技術マニュアル及びUV
カットフィルム、0.6mm防虫ネットの効果を説明し、取組面積の拡大を目指している。

○害虫防除では、キスジノミハムシによる被害・食害が低減。
○リモコン草刈り機により、除草作業時間を1／3に縮減。

背景・課題

品 目

構 成 員

宇陀市には、農業法人グループや企業出資法人など
を中心に、県全体の有機JAS認証農家数の45％が存在
しており、特に伊那佐東部地区では、奈良県が進める
「特定農業振興ゾーン」制度を活用した軟弱野菜主体
の有機農業産地づくりに取り組んでいる。病害虫の防
疫技術による生産安定と圃場周辺の除草労力の省力化
が生産上の課題。 生産者、奈良県東部農林振興事務

所、宇陀市

野菜

問い合わせ先 奈良県東部農林振興事務所 TEL：0745-82-3248

実証の状況

宇陀市

宇陀市伊那佐東部地区グリーンサポート協議会（奈良県宇陀市）

リモコン草刈り機による除草作業

農業振興課/奈良県
公式ホームページ

https://www.pref.nara.jp/28752
.htm

栽培マニュアル・産地戦略

37

50

https://www.pref.nara.jp/28752.htm
https://www.pref.nara.jp/28752.htm


地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

環境に優しい生分解性マルチを導入し、作物収穫後
のマルチ回収作業をなくすことで省力化・軽労化を図
るとともに、廃プラスチックの排出削減につなげる。

本取組は、地域においては先進的・モデル的な取組
であり、現場での導入が可能な技術であることから、
地域に普及することが期待できる。

生分解性マルチの地域への普及については、現在取
り組み中。

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

生分解性マルチを活用するにあたっての利点や注意すべき点等を記したパンフレットを
作成し、農業者団体の研修会などで技術紹介することにより導入推進を図る。

○生分解性マルチの利用による作業の省力化
○ポリエチレンフィルムから生分解性マルチへの転換による廃プラスチックの排出削減

背景・課題

品 目

構 成 員

和歌山県和海地方の水田地域では、水田転換品目の
とうもろこしや水稲後作としてレタスのマルチ栽培
（ポリエチレンフィルム）が行われているが、収穫後
のマルチ回収作業が多労である。

和歌山市、海南市、紀美野町、

わかやま農業協同組合、ながみ

ね農業協同組合、和歌山県海草

振興局

とうもろこし、レタス

問い合わせ先 和歌山県 海草振興局 農業水産振興課 TEL：073-441-3377

生分解性マルチへの転換
（とうもろこし栽培）

和歌山市

生分解性マルチへの転換
（レタス栽培）

栽培終了後の
生分解性マルチ
すき込み作業

グリーンな栽培体系
への転換サポート事
業 | 和歌山県

https://www.pref.wakayama.lg.jp
/prefg/070900/d00214130.htm
l

栽培マニュアル・産地戦略

和海地方スマート農業推進協議会
（和歌山県和歌山市、海南市、海草郡紀美野町）
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 消費生産調達 流通

取組の成果

○水稲：プラスチックレス肥料の活用による農業用プ
ラスチック排出量削減、鶏糞活用及びドロー
ン空撮による地力の高低を示したマップの作
成による化学肥料低減、可変施肥機能付ブロ
ードキャスター使用による作業時間削減

○日本なし：有機質肥料の活用による化学肥料低減
○すいか、いちご、スイートコーン：生分解性ポット等の活用による農業用プラスチック排

出量削減
○にんじん：マルチ被覆の太陽熱処理による除草剤低減

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

令和４～６年度の実証技術の結果を踏まえ、令和６年度に「グリーンな栽培体系導入マ
ニュアル」を作成し、生産者を対象とした講習会等の実施等により、普及組織とJAが連携
して地域への普及・定着を図る予定。

・スイートコーンについては令和４年度に実証試験が完了し、生分解性マルチ使用による生
育への影響は見られず、農業用プラスチック及び作業工程の削減を確認し、令和５年度の
栽培マニュアルに反映した。

・他品目については令和４～６年度の複数年にかけて栽培技術の実証を行っているところだ
が、現時点では特に問題がなく、実用化が可能と見られる。

背景・課題

品 目

構 成 員

鳥取県内の有機・特別栽培農産物の栽培面積は減少
傾向にあるため、より多くの生産者が取り組める技術
の開発や新しい資材の現地適応性を実証し、県内生産
者へ広く普及させることが課題。そのため、県全体を
一地区として設定し、複数品目において実証試験を全
県下で行うとともに、産地の取組を紹介するポスター
やリーフレットを作成し、イベント開催時等に消費者
へ向けた情報発信を行う。

鳥取県、JA鳥取県中央会、JA全農
とっとり、JA鳥取いなば、JA鳥取
中央、JA鳥取西部

水稲、果樹（日本なし）、施設野
菜（すいか、いちご）、露地野菜
（スイートコーン、にんじん等）

問い合わせ先
鳥取県みどりの食料システム推進プロジェクト協議会
（鳥取県農林水産部農業振興局生産振興課内）
TEL：0857-26-7281

●ドローン空撮による
化学肥料低減の実証（水稲）

鳥取県みどりの食料システム推進プロジェクト協議会（鳥取県）

●生分解性マルチと通常の透明マルチの比較試験の様子
（スイートコーン）
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 生産 流通 消費調達

取組の成果

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

有機米においては、課題となっている雑草対策を企業や研究機関等と連携して進め、生産
拡大を図る。また、有機野菜においては、県外の加工施設までの輸送コストがボトルネック
になっていることから、地元企業との連携による市内での加工・流通体制の検討を進める。

①調達：地域内の野菜残渣と地元漁港で水揚げされた未利用魚等による堆肥の製造及び成分
分析を行った。

②生産：有機にんじんの機械化一貫体系の実証により作業の省力化が図られた。アイガモロ
ボによる水田抑草技術を用いた実証を通じ、実装に向けた課題が明確となった。

③加工・流通：有機露地野菜の実証で生産した野菜を用いて県外の加工施設へ出荷し、収益
性を検証した。

④消費：市内の小中学校を中心に、有機ＪＡＳ認証が取得できない期間の農産物を使った給
食を提供し、子どもたちの食育や環境意識の醸成を図った。

背景・課題

品 目

構 成 員

浜田市は、農地の大半が中山間地に位置する水田で
あり、農業経営の多くが零細な水稲経営となっている。
近年、米の買取価格低迷や米農家の高齢化が進む中で、
従来のままの米づくりでは経営の継続、地域農業の維
持が厳しくなることが予想される。

浜田市、島根県農業協同組合いわ
み中央地区本部、旧農地利用集積
円滑化団体、浜田市農業委員会、
島根県農業共済組合、浜田地方農
業士会、集落営農組織

水稲、野菜

問い合わせ先 浜田市農業再生協議会 TEL：0855-22-3500

出荷方法について
指導を受ける生産者

有機にんじん機械化
一貫体系
（収穫作業）

堆肥の製造
（コンポストへ野菜の

端材を投入する様子）

浜田市

浜田市農業再生協議会（島根県浜田市）

給食の様子
（イメージ）

○有機米の面積拡大
（R3：6ha ⇒ R4実績：7ha ⇒ R9：13ha）

○有機米の販売数量の増加
（R3：18,000kg ⇒ R4実績：8,000kg

⇒ R9：30,000kg）
○有機米の農業者数の増加

（R3：2人 ⇒ R4実績：2人 ⇒ R9：7人（経営体））
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地域循環有機グリサポ SDGsバイオマス

○目標年度：令和６年度
○濃縮液肥の利用農家数

：30戸以上（令和４年度実績：3戸）
○新プラントで製造されるメタン発酵消化液肥の利用率

：100％（令和４年度実績：0％）
・市は市内全域のバイオマス（生ごみ、し尿、浄化槽汚泥）を資源化する新プラントの建

設を進めており、製造されるバイオ液肥（年間約8,000ｔ）の濃縮施設を令和６年度に
整備予定。

・濃縮液肥に対する地域内の理解醸成を図るため、既存のバイオ液肥から濃縮液肥サンプ
ルをつくり、肥効分析や栽培実証等に取り組んだ。

調達 生産 流通 消費

真庭広域廃棄物リサイクル事業協同組合（岡山県真庭市）

取組の内容

普及に向けた取組

○普及啓発資料を活用し、濃縮液肥の利用に関心を寄せる農業者に広くPRを実施。
○令和５年度に、ネギにおける栽培実証に取り組み、更なる利用拡大方法を探る。

○濃縮液肥の肥料成分・重金属含有試験の実施
肥料成分は、全窒素で濃縮前のバイオ液肥と比べ５倍程度含まれることが分かった。ま

た、有害な成分はほとんど検出されず全て基準値以下で、安全性に問題がないことを確認
した。

○レタスにおける栽培実証
濃縮液肥散布ほ場では、生育状況は特に問題もなく、品質・収量ともに慣行栽培と同等

のものが収穫できることを確認。納入先の反応も良好であった。

背景・課題

品 目

構 成 員

真庭市では平成26年から市内（一部）の生ごみや
し尿を利用したメタン発酵によるバイオガス利用と、
メタン発酵消化液肥（以下、「バイオ液肥」とい
う。）を利用した水稲栽培等のモデル実証に継続して
取り組んでいる。これまでの取組で、バイオ液肥の利
用が一定の時期に集中することや、肥料成分濃度が低
く（窒素濃度で0.3％程度）単位面積当たりの散布量
が膨大で作業効率の改善が必要であった。

真庭液肥研究会、真庭広域廃棄物
リサイクル事業協同組合、専門家、
真庭市環境課、真庭市農業振興課、
JA晴れの国岡山、真庭農業普及指
導センター、真庭市内の液肥利用
協力農家

―

問い合わせ先 真庭広域廃棄物リサイクル事業協同組合 TEL：0867-45-7773

真庭市

成果目標

○回収する資源（分別した生ごみ）(左)と、
既存のメタン発酵プラント

○真庭液肥研究会による濃縮液肥研修会の
模様(左)と、レタスでの栽培比較（手前
が濃縮液肥栽培、奥側は慣行栽培）
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 生産 流通 消費調達

取組の成果

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

「土づくりマニュアル」を作成し、広く生産者に周知するとともに、新たな販売先や販売
方法を確保することにより、有機栽培に取り組む就農者の増加に繋げる。

○調達・生産：「土づくりマニュアル」作成に向け、地域の未利用資源である落葉・竹チッ
プによる堆肥の製造、並びに土壌分析を実施した。

○加工・流通：広島市内へ農産物を出荷するため「やさいバス（株）」と協議を実施し、広
島市内への販路拡大に繋げた。

○消費：生物多様性調査を実施し、調査結果を記したシールを農産物に貼付し、購入者にア
ンケートを行い、シールの有無と普段の有機産品の購入状況について調査した。

背景・課題

品 目

構 成 員

神石高原町では高齢化が著しく、後継者の育成や地
域の農地を守ることが難しく、今後、耕作放棄地のさ
らなる増加が懸念されている。

このような中、当協議会においては安心安全農作物
の供給に取り組んでおり、消費者の環境にやさしい農
業への関心を深めることや新規就農者の育成を図る。

神石高原町、MOA自然農法神石普
及会、カタツムリの会、農業者

水稲、野菜

問い合わせ先 神石高原町産業課 TEL：0847-89-3337

新しい販路先を開拓するため、
「やさいバス㈱」との協議

土壌分析を実施し、次期作
にむけた土壌改良を実施

調査圃場に散布するため、
落葉・竹チップを使用し
た堆肥づくり

神石高原町

神石高原有機農業推進協議会（広島県神石郡神石高原町）

生物多様性調査結果の
シールを貼付し、購入者
にアンケート調査を実施

○有機農業の面積拡大
（R3：7.6ha ⇒ R4実績：8.3ha ⇒ R9：20.2ha）
うち水稲の面積拡大
（R3：4.16ha ⇒ R4実績：4.87ha ⇒ R9：14.16ha）

○有機農産物の販売量増加
（R3：16ｔ ⇒ R4実績：57ｔ⇒ R9：32ｔ）

○有機農業者の増加
（R3：6人 ⇒ R4実績：7人 ⇒ R9：11人）
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 流通調達 生産 消費

取組の成果

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

生産に係る取組については、引き続き、有機野菜苗の栽培実証等を通じて、露地野菜を中
心とした栽培面積の拡大を進める。

また、消費に係る取組については、学校給食を通じた取組を進めるとともに、各種イベン
ト等を通じた啓発活動を推進する。

①生産：ブロッコリーの育苗体系（秋期・冬期）の実証を行い、ほ場を借り上げ栽培実証を
行った。

②消費：有機の冷凍カット野菜（指定事業者が生産）を市内の小中学校の給食に３回導入し
た。
「オーガニック・キックオフフォーラムinながと」を開催し、市民に対し有機農業
の啓発を行った。

背景・課題

品 目

構 成 員

長門市の中核産業を支える基盤産業である第１次産
業は、60歳以上の就業割合が76％と高齢化が著しく、
将来の担い手不足による生産性の低下や事業承継が課
題として挙げられる。このため、棚田指定地域をはじ
め、環境に配慮した取組をしていたが、平成29年に
は「第２次長門市総合計画」において「地場産業が活
躍する活力あるまち」の実現に向け農業振興の具体的
な施策のひとつに有機農業の推進を掲げ、有機農業の
一層の推進を図ってきた。

また、令和３年４月には、楽天農業株式会社と農業
に係る連携協定を締結し、これまでの一部のみでの取
組だった有機農業を拡大し、国際水準の有機農業の持
続的な産業基盤につながる体制の構築や、有機農産物
の消費拡大や食育を推進している。

長門市経済観光部、山口県農業協
同組合長門統括本部、深川養鶏農
業協同組合、長門大津地区農業法
人連絡協議会、山口県長門農林水
産事務所

野菜

問い合わせ先 長門市未来農業創造協議会（長門市農林水産課内）
TEL：0837-23-1235

ブロッコリーの育苗体系の実証

長門市

長門市未来農業創造協議会（山口県長門市）

オーガニック・キックオフフォーラム in ながと

○有機JAS面積の拡大（露地野菜）（R3：0ha ⇒ R4実績：0ha → R9：2ha）
※有機JAS認証取得に向け栽培実証中
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

○化学合成農薬の使用量低減：
・いちご：アザミウマ天敵、アブラムシ天敵及びハス

モンヨトウ用フェロモン剤、アザミウマ対
策の防草シート等を活用した総合防除技術

・かんきつ：ハダニ天敵、ハスモンヨトウ用フェロモ
ン剤、ハマキムシ用フェロモン剤の活用による総合防除技術

・きゅうり：アザミウマ天敵及びハスモンヨトウ用フェロモン剤を活用した総合防除技術
○省力化：IPMの実践による薬剤散布回数の削減

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

令和４年度に作成した「グリーンな栽培体系導入マニュアル」を基に、講習会、現地巡回等
において、地域への普及・定着を図っている。天敵、フェロモンを導入するタイミングや導入
コストに課題が残っていることから、先進地等との情報交換などを進め、より効率的なIPM導
入法も検討し、IPM技術の普及、定着に取り組む予定。

○いちごにおいては、天敵と防草シートの併用により、無処理と
比較してアザミウマの発生を半分以下に抑えられた(図１)。

○かんきつ（みかん）においては、天敵２回放飼により、長期間
ハダニを低密度に抑えることができ、果実への被害も少なかった。

○きゅうりにおいては、天敵放飼により、アザミウマの発生を抑
えることができ、被害も少なかった。導入効果の高かった園地
では、農薬の散布回数が19回から11回に削減できた（図２）。

背景・課題

品 目

構 成 員

阿南地域は、県内屈指の施設園芸地域であり、いちご、
カンキツ、きゅうりの栽培が盛んである。どの品目も近
年薬剤抵抗性を持つ難防除病害虫の発生による収量及び
品質への被害が大きく、産地として効果的な防除技術が
喫緊の課題となっている。

これまでも天敵を活用した防除技術の導入を試みてき
たが、IPM技術導入には専門的な知識や経験値が必要な
ことや、費用面の問題などから、部分的な普及に留まっ
ている。このため、個々の組織がそれぞれの品目で取り
組むのではなく、協議会組織を核とし、品目の枠を越え、
一体となってグリーンな栽培体系への転換を推進した。

徳島県、JAアグリあなん、JA東と
くしま、阿南市

いちご、かんきつ、きゅうり

問い合わせ先 阿南市みどりの食料システム推進協議会
（阿南農業支援センター TEL：0884-24-4182）

天敵放飼の様子
（きゅうり）

阿南市

阿南市みどりの食料システム推進協議会（徳島県阿南市）

図１ アザミウマ
寄生花率の
推移（いちご）

図２ 農薬散布回数の比較（きゅうり）

グリーンな栽培体系
への転換サポート
｜農業支援センター

https://www.pref.tokushima.lg.jp
/shien/anan/7215777/

栽培マニュアル・産地戦略

11/24
薬剤散布 2/22

天敵放飼

4/13
薬剤散布

4/22
薬剤散布

試験区
（シート＋天敵） 対象区（未設置）

44

57

https://www.pref.tokushima.lg.jp/shien/anan/7215777/
https://www.pref.tokushima.lg.jp/shien/anan/7215777/


地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

○土壌還元消毒による化学合成農薬の使用量低減
○土壌分析に基づく局所施肥による化学肥料の使用量低減
○生分解性マルチ利用によるはぎ取り、回収作業の省力化
○べたがけ（通気性のある資材を作物上に掛ける簡易

な保温方法）によるトンネル被覆作業の省力化

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

実証技術の地域への普及・定着を図るため、令和５年度から、普及センターとJAが連携
して作成した「グリーンな栽培体系導入マニュアルレタス編」を活用し、部会員約400名
を対象とした講習会等において検証結果を周知・説明している。

○土壌還元消毒により、土壌中の微生物密度の低下が確認され、慣行で実施しているレタス
ビッグベイン病に対する殺菌剤の土壌処理を削減できた（１回→０回）。

○局所施肥により化学肥料の主要な基肥を２割低減しても、慣行と同等の収量を確保できた。
○生分解性マルチの利用では、導入コストが慣行（ポリマルチ）の約３倍になるものの、片

付けの作業時間（慣行マルチでは約４時間/10a）が必要なく、作業時間の短縮効果が認
められた。

○保温方法について、使用時期が一部の作型に限定的ではあるが、べたがけにより慣行のト
ンネル被覆よりも作業時間を短縮することができた（13.3時間→4.2時間/10a）。

背景・課題

品 目

構 成 員

西讃地区管内ではレタスビッグベイン病に対して定
植時の薬剤潅注処理を行っているが菌密度が高いほ場
では効果が十分でない。また、資材費の価格上昇によ
り生産者の経営が逼迫しており、省力化や経費削減が
求められている。このため、香川県西讃地区環境にや
さしい農業推進協議会では、令和４年度にレタスの栽
培について、有機物（フスマ）を用いた土壌還元消毒
による化学農薬の低減、局所的（畝上層部）施肥によ
る化学肥料の低減、生分解性マルチ利用等による作業
の省力化を図る実証を行った。

香川県西讃農業改良普及センター、
JA香川県西讃営農センター

レタス

問い合わせ先 香川県西讃農業改良普及センター TEL：0875-62-3075

生分解マルチ被覆作業

観音寺市

香川県西讃地区環境にやさしい農業推進協議会（香川県観音寺市、三豊市）

フィルム被覆の様子
（土壌還元消毒）

べたがけの様子

環境にやさしい農業
の推進｜香川県

https://www.pref.kagawa.lg.jp/s
eisannokai/kannkyouniyasasiinou
gyounosuisinn.html

栽培マニュアル・産地戦略
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

○有機栽培：糸状菌を用いた微生物防除資材を利用したゴマダラカミキリ防除体系の検討及
び地域で生産されている豚糞堆肥を用いた肥料コスト軽減と安定生産による有
機栽培取組面積の拡大

○省力化：微生物防除資材を利用した防除作業工程の削減

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

令和４～６年度の実証技術の結果を踏まえ、令和6年度に「グリーンな栽培体系導入マ
ニュアル」を作成し、JAえひめ南管内のゆず生産者を対象とした講習会等の実施等により、
普及組織とJAが連携して、地域への普及・定着を図る予定。

○微生物防除資材の利用によりゴマダラカミキリを対象とした防除作業を１回削減でき、国
際水準の有機栽培を可能とすることができた。なお、ゴマダラカミキリ発生状況は、農薬
散布を行う慣行栽培と同程度であった。

○地域内で安価に手に入る豚糞堆肥の施用を行い、慣行栽培で行う6・9月の肥料施用を省
いたことにより、コストを約39,000円（10ａ当たり）削減できた。生育についても慣行
栽培と差は見られなかった。

背景・課題

品 目

構 成 員

愛媛県鬼北町では、地域で育成されたとげの少ない
ユズの有望品種への改植を進めている。環境に配慮し
た農業を推進するため、有機栽培によるユズの生産振
興を図っているが、園地によってはゴマダラカミキリ
の幼虫による樹幹内部の食害により大きな被害がでる
ため、捕殺、株元の除草による防除を行っており、今
後、環境に配慮した生産方式の普及・拡大を図ってい
く上で、より効果的かつ省力的な防除体系の構築が課
題となっている。また、昨今の肥料価格高騰の影響に
より、肥料コスト低減が求められている。

愛媛県、鬼北地区農業者、JAえひ
め南

ゆず

問い合わせ先 愛媛県農産園芸課 環境農業係 TEL：089-912-2555

微生物防除資材設置の様子

鬼北町

愛媛県（愛媛県鬼北町）

ゴマダラカミキリ 豚糞施用の様子
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地域循環有機グリサポ バイオマス SDGs 生産調達 流通 消費

取組の成果

本事業における目標年次は令和６年度で、成果目標は次のとおり。
① 化石燃料（A重油等）使用量を74％低減する。
② 単収当たりの化石燃料（A重油等）使用量を74％低減する。
令和４年度の実証結果については、次のとおり。
① 化石燃料使用量は、現状(13,889L/10a)に対し、12,520L/10aとなり、使用量は

9.9％減となった。
② 単収当たりの化石燃料使用量は、現状(R3:1,74L/kg)に対し、1,48L/kgとなり、

14.9％減となった。
令和４年度の水熱源ヒートポンプの実証期間はシシトウの加温期間の一部であったため、目標

達成には至らなかったが、水熱源ヒートポンプの導入により化石燃料の使用量の削減効果が認め
られた。

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

実証技術の地域への普及・定着を図るため、同様の施設の設置費用をはじめとした諸条件の
更なる整理・検証、シシトウ栽培技術マニュアルの作成・普及を行う。

このほか、他品目についても本技術の検討を行うなど、SDGsの取組を加速させる。

令和４年度の水熱源ヒートポンプの実証期間（R5.3.8～3.31）が加温期間（10～４月）の一
部であったことから化石燃料の削減量は9.9％減で目標達成に至らなかったが、実証期間中の化
石燃料使用量と前年度同期間（R４.3.8～3.31）との比較では1,807L減（95.4％減）が確認さ
れていることから、令和５年度以降は加温期間全体を通して十分な削減効果が見込まれる。

背景・課題

品 目

構 成 員

須崎市は温暖な気候を利用して園芸用ハウスを用いた
促成栽培が盛んであるが、冬期の燃油暖房機使用におけ
る化石燃料の使用量削減が課題となっていた。

これまで、空気熱源式ヒートポンプの導入を推進して
きたが、より加温能力が高く、かつ省エネルギーである
加温方式が求められていた。そこで、厳寒期でも温度が
一定である地下水を用いた水熱源ヒートポンプと蓄熱タ
ンクを導入することで、これまでと同様のハウス内環境
を維持しながら、化石燃料の使用量削減の実効性につい
て実証を行った。

高知県、須崎市、JA土佐くろしお、
ネポン株式会社、農業者

ししとう

問い合わせ先 高知県農業振興部農業イノベーション推進課
TEL：088-821-3076

須崎市

施設園芸グリーン化促進協議会（高知県須崎市）

蓄熱タンク水熱源ヒートポンプ

熱 交換器

地下水の熱を活用し、
省エネ・CO2削減に貢献

ヒートポンプで
作ったお湯を蓄積し、
効率的に熱供給

地下水利用

環境負荷低減と高効率での
加温を実現

ファンコイルユニット
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

○低濃度エタノールによる土壌還元消毒の技術確立

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

令和４～６年度の実証結果を踏まえ、令和６年度に「グリーンな栽培体系導入マニュア
ル」を作成し、生産者を対象とした講習会等の実施により、普及組織とJAが連携して地域
への普及・定着を図る予定。

○枯死株率は、処理前の16.7％（前作終了時、R4.5月）から、処理後では2.6％（R5.3月
時点）に減少し、土壌くん蒸剤使用と比較して、優れた結果が得られた。

○作業時間は、10aあたり4～5時間であり、土壌くん蒸剤使用と比較して大きな差はなかっ
たが、多くは待機時間であるため労力や負担感はあまりないという感想であった。

○資材コストは、10aあたりクロルピクリンが５万円、低濃度エタノールが16万円で約3倍
となるものの、土壌病害による損失額は処理前の87万円から処理後では14万円に減少した。

背景・課題

品 目

構 成 員

高知県の東部に位置する芸西村は、県内のトルコギ
キョウ栽培面積16.3haのうち5.4haが栽培されてい
る主要産地であるが、多くのほ場で土壌病害の青枯病、
立枯病が問題となっている。これら病害の防除対策と
してクロルピクリンによる土壌くん蒸があるが、土壌
深部の病原菌を防除できず、専用の機器を用いるため
作業性も良くない。低濃度エタノールを用いた土壌還
元消毒は土壌深部への効果が期待できるうえ、かん水
チューブを用いてほ場内に処理するため省力的である。
さらに、農薬処理に伴う暴露回避ができるため作業者
にとっても安全な技術であり、検証により安定的な効
果が確認できれば産地に広く普及することが期待でき
る。

高知県、JA高知県、農研機構

トルコギキョウ（施設）

問い合わせ先 高知県環境農業推進課 TEL：088-821-4545

●低濃度エタノールを用いた土壌還元消毒
（フィルム被覆）

芸西村

高知県（高知県芸西村）

●トルコギキョウ立枯病

●現地検討会
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取組の成果

実施地域の大豆栽培において、部分浅耕一工程播種
を導入することで事前耕起を省略できるため、播種に
係る燃料消費量の削減等によりCO2やN2Oの発生量
を削減した。また、除草剤散布に少量散布ノズルを使
用することで播種前の茎葉処理除草剤の散布作業を省
力化し、高濃度小水量散布が可能となった。

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

部分浅耕一工程播種技術の既導入経営体での技術定着を図るとともに、取組面積の拡大
を推進する。また、水分ストレス（降雨・乾燥）に強い技術特性を活かし、早播き適性を
有する新品種への転換に併せ、梅雨時期であっても適期播種の徹底を進め、収量・品質向
上を目指す。

今回の事業取組での部分浅耕一工程播種技術の導入
により、事前耕起を省略することで、適期播種が促進
された。さらに、慣行二工程播種（荒起こし＋播種）
と比較して、燃料消費量が2.2L/10a作業時間が0.56
時間/10a削減され、 CO2やN2Oの発生量削減と省力
化に繋げることができた。また、少量散布ノズルを使
用することで、水の運搬回数を慣行19回から３回へと
大幅に減らすことができ、さらなる省力化に繋がった。

背景・課題

品 目

構 成 員

JA福岡大城管内は土地利用型農業が盛んな地域であ
り、大豆は基幹作物の一つである。しかしながら、燃
料価格の高騰や高齢化による労働力不足から生産者の
負担が今まで以上に増加している。

JA福岡大城、JA福岡中央会、JA
全農ふくれん、生産者、福岡県農
林業総合試験場、福岡県筑後農林
事務所南筑後普及指導センター、

関係市町 等

大豆

問い合わせ先 JA福岡大城みどりの食料システム戦略推進協議会
TEL：0944-32-1316

●部分浅耕一工程播種ロータリーと播種模式図

大川市

JA福岡大城みどりの食料システム戦略推進協議会
（福岡県大川市、三潴郡大木町、久留米市城島町）

●ラウンドアップ専用少量散布ノズル

産地戦略

http://jafooki.or.jp/pdf/einou/P
DF/R5/santisenryaku.pdf

栽培マニュアル・産地戦略

大木町

城島町
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組の成果

当該地域において取組の無いハダニ類の天敵導入（施
設日本なし）および自律走行無人草刈機の実証（施設日
本なし、施設ぶどう）を行い、環境負荷軽減及び省力化
について検討した。

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

施設日本なしにおけるハダニ類の天敵導入については、効果は認められたものの天敵資材が
高額であるため、導入コストの負担を低減することが大きな課題である。

自律走行無人草刈機については、実証農家をはじめ複数の農家が導入を検討しており、今後
は導入に向けた支援を行う。ただし、イノシシ被害が多い樹園地ではイノシシによるワイヤー
破損が発生する可能性があるため、導入の際には園地環境を把握し、必要に応じて対策を講じ
て推進を図る。

R4年度はハダニの発生量が多く、多数の施設ナシ園で
追加防除を実施した一方、ハダニ類の天敵導入を行った
実証園では、ハダニ類の生存数は低い水準で推移し、化
学農薬の散布回数は当地区の栽培指針と同じであり、追
加防除は必要なかった。

自律走行無人草刈機については実証を行った結果、除
草作業時間は慣行と比較して８割以上削減され、大幅な省力化につながることが確認できた。

背景・課題

品 目

構 成 員

本地域は県内で有数の施設日本なし及び施設ぶどうの
産地である。施設ナシにおいては、収穫期直前のハダニ
類防除の化学農薬散布の削減と除草に係る作業時間の削
減が課題となっている。

また、施設ブドウにおいても、除草に係る作業時間の
削減が課題となっている。

伊万里市農業協同組合、伊万里農
林事務所西松浦農業振興センター

日本なし、ぶどう（施設）

問い合わせ先
伊万里西松浦地区グリーンな栽培体系推進協議会
事務局：伊万里農林事務所西松浦農業振興センター
TEL：0955-23-5128

①エリアワイヤーを設置

※最大作業エリアは30a/1か所

伊万里市

伊万里西松浦地区グリーンな栽培体系推進協議会
（佐賀県伊万里市（南波多地区、大川地区、松浦地区））

②充電ステーションを設置

51㎝
84㎝

１．省力効果の検証
●除草作業時間が平均8割以上削減

２．除草効果の検証
●導入14日後には園全体の除草を完了
●除草後も一定の草丈をキープ

※試験設置約1カ月期間実績
使用機器：和同産業株式会社

ロボモアKRONOSMS-300

●自律走行無人草刈機導入方法

※写真はイメージ図。
実施園地は凹凸に対応し設置。

③アプリで機器管理

グリーンな栽培体系
への転換サポート
/ 佐賀県

https://www.pref.saga.lg.jp/kiji0
0398043/index.html

栽培マニュアル・産地戦略
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取組の成果

○抵抗性品種「アイマサリ」・疫病初発時期予測シス
テム（FLABS-N）導入による化学農薬の使用量低減

○農薬散布にかかる作業省力化（土壌消毒１回、防除
１回の計２回削減）

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

JA島原雲仙の各ばれいしょ部会で取組状況を紹介した。今後、地域農業振興協議会野菜
部会で取組状況を報告し、検討する予定。その後、産地戦略や栽培マニュアルに実証の成
果を取り入れ、他地区に向けて周知する予定。

○抵抗性品種「アイマサリ」はシスト発生の抑制に効果が認められ、土壌消毒剤の使用が削
減された。

○疫病初発時期予測システム（FLABS-N）は現時点で疫病初発防除の時期に適合している。

背景・課題

品 目

構 成 員

ばれいしょの最重要害虫であるジャガイモシストセ
ンチュウ（以下、シスト）の発生に伴い、土壌消毒剤
等使用によるコスト増や周辺環境への影響が懸念され
ている。対策として、抵抗性品種の開発が進んでいる
が、まだ現地で広く普及するには至っていない。また、
疫病については、初発時の防除が慣例的になっており、
本来の防除適期を逸している場合がある。 島原振興局（農業企画課、島原・

雲仙・南島原地域普及課）、JA
島原雲仙、島原市、雲仙市、南島
原市

ばれいしょ

問い合わせ先 長崎県島原振興局（農林水産部）
TEL：0957-62-3610、Email：s11312@pref.nagasaki.lg.jp

●シスト感受性品種は黄化しているが、
「アイマサリ」は黄化していない

南有馬町

島原地域農業振興協議会（長崎県雲仙市南串山町・小浜町、南島原市南有馬町）

●根の表面についている黄色の粒状のもの

①「アイマサリ」とシスト感受性品種

●看板設置による実証ほおよび
シスト対策の啓発 ●病害虫発生予察室の防除情報

シスト感受性品種

「アイマサリ」

②ジャガイモ根部に寄生しているシスト

③シスト体系防除試験実証ほ 疫病初発時期予測システム FLABS-N

南串山町、
小浜町
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取組の成果

○有機JAS認証事業者数の増加
52事業者(R3)→52事業者(R4)→60事業者(R9) 

○有機JAS認証面積の増加（いも類、露地野菜）
16.7ha(R3) → 22.7ha(R4) → 18.7ha(R9)

〇有機JAS認証販売数量の増加（いも類、露地野菜）
94.9t(R3) → 110.8t(R4) → 105.4t(R9)

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

引き続き有機農業者の技術向上、経営能力向上に向けた取組を推進。特に水稲においては、有
機JAS認証農業者を増やすために、課題である除草技術の省力化を検討していく。併せて、有機
JAS申請サポート、土壌分析、栽培技術の指導といった有機農業者サポート体制の整備を実施し
ていく方針。さらに、町内外への販路拡大、「オーガニック給食」を通じた食育を推進。

①生産：技術講習会、簡易土壌診断キット導入と分析データに基づく施肥設計体制構築、野菜の
成分分析による野菜の特徴の見定め及び品質や味の均一化に向けた栽培体制の確立。

②流通：多くのバイヤーが注目する関東、関西の展示会、商談会への出展。
③消費：オーガニック学校給食が進んでいる自治体の情報収集、ホテルのシェフや栄養教諭と連

携した有機野菜を使用した学校給食メニューの開発、「オーガニック給食週間」を設定
し、開発メニューの児童への提供を通じた食育の推進。

背景・課題

品 目

構 成 員

山都町は50年程前から有機農業に取り組み、有機JAS
認証における有機農産物生産行程管理者が52事業者と全
国の自治体で一番多く、近年は有機農業での新規就農を
目指す移住者は増加している。しかし、高齢化や生産年
齢人口の減少が移住者を上回るペースで進んでおり農業
の担い手は不足、耕作放棄地は増加傾向。有機農業を推
進することで約50年間守ってきた農地や美しい自然環境
を次世代に繋いでいくことが求められている。 山都町、山都町有機農業協議会

（販売促進部会、学校給食部会、
Organic山都部会、ブランド米部
会、こども野菜塾部会）

いも類、露地野菜、水稲

問い合わせ先 山都町役場 農林振興課 TEL：0967-72-1136

販路開拓に向けた
展示会への出展

有機野菜を使用した給食メニューの開発
及びオーガニック給食週間に提供

新規就農者等対象の
栽培技術講習会

山都町

山都町（熊本県上益城郡山都町）

※最終的な達成状況は
令和10年度に評価
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取組の成果

○「ほんまもん農産物」の認証農家戸数
○学校給食での「ほんまもん農産物」の

使用割合・使用量
○「ほんまもん農産物」及び有機農産物

の栽培面積（露地野菜）

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

臼杵市では、「うすき夢堆肥」による土づくりを核とした有機農業を推進する環境の整備と地
産地消の拡大に向けた「ほんまもん農産物認証制度」による生産振興及び栽培技術の向上を図る。

また、学校給食での供給率を向上させるための共同出荷体制構築と食農教育の推進、保冷保存
実証試験、大都市圏への販売拡大やブランド確立に向けた調査・研究、「ほんまもん農産物ロゴ
マーク」を活用したPR、SNS情報発信等による消費拡大を推進。

①生 産：土壌診断結果や堆肥成分分析結果のフィードバックによる継続的な土づくり、共
同出荷体制の整備

②流 通：集荷トラックによる農産物集出荷の試行、新規販売店舗の確保と販売促進活動、
栽培実証及び保冷保存試験の実施

③消 費：「学校給食オーガニック」プロジェクトにより学校給食に「ほんまもん農産物」
使用、直売所等における「ほんまもん農産物」コーナーの設置等

背景・課題

品 目

構 成 員

臼杵市では、平成22年に「臼杵市土づくりセンター」
を開設し、「うすき夢堆肥」（原材料の8割草木類、2割
豚糞）を製造。完熟堆肥で土づくりを行い化学肥料・化
学合成農薬の使用を避けて栽培した農産物を「ほんまも
ん農産物」として市長が認証。「ほんまもん農産物」は、
JA直売コーナーや地元スーパー等での流通のほか、学校
給食や飲食店での食材利用、また、小学校・幼稚園の収
穫体験、一般市民が農業体験を行うオーナー農園等活躍
の場を拡大。慣行栽培から有機栽培に転換しようとする
生産者や、新しく有機栽培を志す移住者、農家民泊を行
う農家など、様々な方向へ展開。

臼杵市、大分県、JAおおいた、公
社、土地改良区、農業者、消費者
等

露地野菜

問い合わせ先 臼杵市役所 農林振興課有機農業推進班
TEL：0974-32-2220（内線211）

「ほんまもん農産物」認証制度

「ほんまもん農産物」使用の
学校給食

臼杵市土づくりセンター

臼杵市

「ほんまもんの里・うすき」農業推進協議会（大分県臼杵市）

※最終的な達成状況は令和10年度に評価

50戸(R3) →   54戸(R4)   →   70戸(R9)

11.4%・7.5t(R3) → 24%・15t(R4) → 25%・16t(R9)

80ha(R3) → 91.0ha(R4)  →  100ha(R9)
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組の成果

○有機農業の面積拡大（露地野菜）
○有機農産物等の販売数量の増加
○有機農業者の増加

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

本年６月に開校した「綾オーガニックスクール」における研修生に対する技術、住居、研修後
の就農に必要な農地・機械等の支援を推進するほか、有機農業の生産技術の高度化・省力化・軽
労化、水田の高度利用技術の確立、スマート農機と作業の外部化を組み合わせた仕組みづくりを
支援。さらに、長距離輸送体制の構築、県内食品加工事業者等と連携した新商品開発、町産の有
機農産物を学校給食に活用するための仕組みづくり、農作業体験など総合的な食育学習の場の構
築等を推進。

①生 産：有機農業を体系的に学び実践的な技術を会得できる「綾オーガニックスクール」
を開校

②加工・流通：食品加工事業者との商品開発、町内外の消費者モニター調査の実施
③消 費：「AYAオーガニック給食DAY」を設け学校給食での有機農産物の利用拡大、令

和５年３月「綾町オーガニック給食の推進に関する条例」を制定、農作業体験や
味覚に着目した授業など食育学習の実施

背景・課題

品 目

構 成 員

綾町は、独自の有機農業認証制度を展開するとともに、
町が有機JAS登録認証機関となることで、JAS認証にか
かる農家負担の低減を図りJAS認証の取得を推進してき
た。

近年、食の安全・健康に関する意識が高まる中、大手
量販店や食品加工事業者からのオーガニック野菜の契約
生産の依頼が増加しているが、十分に対応できない状況
が続き、有機JAS認証農家の一層の拡大が急務となって
いる。

また、綾町には町内外より有機農業を志す新規就農者
が定住しているが、有機農業の栽培技術を体系的に学ぶ
場は無く、特定の有機JAS認証農家の指導に頼っており、
販売先も独自に開拓せざるを得ないため、志半ばで離農
せざるを得なかった農業者も少なくない。

綾町、ＪＡ綾町、商工会、農業委
員会、生産者等

露地野菜

問い合わせ先 綾町役場 農林振興課 TEL：0985-77-0100

商品開発の検討会 AYAオーガニック給食DAY綾オーガニックスクール開校式

綾町

綾町自然生態系農業推進会議（宮崎県東諸県郡綾町）

※最終的な達成状況は令和10年度に評価

20ha(R2) → 23ha(R4) → 23ha(R9)
449,762kg(R2) →  473,924kg(R3) →  517,220kg(R9)
11人(R2) → 11人(R4) → 14人(R9)
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 生産 流通 消費調達

取組の成果

○有機農業（いも類・露地野菜）の取組面積拡大
○有機農産物の販売量の増加
○有機農業者の増加

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

本町の農業は、気象条件や病害虫の影響を非常に受けやすいため、必要な生産技術の確立を目
指すとともに、環境負荷軽減、生産コスト低減及び地力維持を図るために、地域資源（牛ふん
等）を原料とした堆肥の利用を推進。

また、有機農業を目指す新規就農者及び慣行農法からの転換を希望する者に対しては、有機農
業先駆者並びに関係機関と協力し、就農相談や情報提供等を実施。販路については、町内の観光
物産館、飲食店、学校給食、病院、福祉施設等との連携や、加工品の開発を進め、町内外の消費
者が容易に有機農産物を入手できる環境づくりを推進。

①調 達：土壌診断結果（南種子町土壌診断室分析）に基づいた施肥の実施（南種子町単独
事業の取組）

②生 産：遊休農地の復旧による有機栽培圃場の確保、リモコン草刈り機の実証、
町内の水稲農家等を対象とした有機米セミナーの開催、有機米の試験栽培

③加工・流通：有機農業に取り組む農家と流通販売事業者との意見交換会の開催、
有機農業体験圃場で栽培された野菜の町内観光物産館での販売

④消 費：有機農業体験イベントの開催、町内小中学校の学校給食に有機野菜を使用した有
機給食イベントの開催、オーガニック映画上映会の開催

背景・課題

品 目

構 成 員

南種子町は、土地利用型作物の栽培が盛んであるが、
担い手の不足及び高齢化が加速しており、遊休農地の増
加や農家戸数の減少が危惧される。また、肥料や農薬等
の資材の大部分を島外からの移入に依存しており、化石
燃料価格の高騰が生産コストに大きく影響している。農
業や地域の将来も見据え、持続可能な食料システムの構
築に資する取組として有機農業を推進する。 南種子町、農業委員会、教育委員

会、JA種子屋久、有機農業者 等

いも類、露地野菜

問い合わせ先 南種子町有機農業推進協議会（事務局：南種子町役場総合農政課）
TEL：0997-26-1111（代）

町内観光物産館での販売 有機農業体験イベントの様子リモコン草刈り機の実証

南種子町

南種子町有機農業推進協議会（鹿児島県熊毛郡南種子町）

※最終的な達成状況は

令和10年度に評価

8.47ha(R3) → 10.7ha(R4) → 11.5ha(R9)
43t(R3)       → 49.57t(R4) → 85.35t(R9)
９人(R3)      →   ８人(R4)    →  16人(R9)
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地域循環有機グリサポ SDGsバイオマス 生産 流通 消費調達

取組の成果

○成果目標は、令和６年までに野菜・花卉の耕種農家
におけるバイオ液肥の年間散布面積を令和３年度実
績の26haに加え、新たに7.5ha以上の散布面積の拡大とした。

○令和４年度の耕種農家への散布面積は48.4haとなり、令和３年度から22.4haの散布面
積が拡大し、成果目標を達成した。

普及に向けた取組

成果目標と達成状況

・各作物の最適な栽培条件を把握するため、バイオ液肥の散布方法（時期、回数等）の検討
・バイオ液肥の利用促進を図るための講習会の開催やパンフレットを作成
・バイオ液肥需要の増加に対応し、良質なバイオ液肥の安定確保を図るため発酵槽を増設

野菜・花卉におけるバイオ液肥を活用した生育調査結果を基にした講習会やパンフレット
による普及啓発活動等により耕種農家の理解・関心が高まり、バイオ液肥の需要が増加した。

背景・課題

品 目

構 成 員

八重瀬町を含む沖縄県南部では酪農をはじめとした
畜産業が盛んな地域であるとともに、サトウキビ、野
菜(ピーマン等)、花卉(キク)等の耕種農業も盛んな地
域である。そのため、地域内での乳用牛排せつ物の循
環利用が期待されるところであるが、悪臭等の課題に
より、利用が進んでいない状況。

株式会社八重瀬堆肥センター

―

●バイオガスプラントからメタンガス（発電利用）
とバイオ液肥を生産

●固形分は堆肥化し利用

問い合わせ先 沖縄県農林水産部畜産課 TEL：098－866－2269

●メタンガスから得られた電力は売電
●バイオ液肥はバキュームカーでほ場へ運搬

●バイオ液肥を耕種農家へ配布・散布サービス
を行い活用促進

●地域の酪農農家からバキューム
カーを使用し、ふん尿を回収

八重瀬町

株式会社八重瀬堆肥センター（沖縄県八重瀬町） 56
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取組事例
＜ 令和４年度補正予算・令和５年度当初予算 ＞
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

新ひだか町みどりの食料システム推進協議会（北海道新ひだか町）

取組の内容

土壌へのバイオ炭施用により、土壌の物理性や化学
性などの改善を図る。

また、慣行の土壌改良材に替えてバイオ炭を施肥作
業と同時に施用することによる省力化（耕起段階の作
業工程の減少）と環境モニタリング装置の導入による、
ハウス内の見回り回数の低減を検証する。

普及に向けた取組

成果目標

事業検証結果を踏まえ栽培マニュアルを作成し、関係機関等HPの掲載等により発信する。
また、検証に用いた学校農場や農業実験センターのほ場を展示ほ場として活用し、新たな
栽培技術の普及を推進。

○土壌環境改善において、慣行の炭酸
カルシウム施用をバイオ炭施用へ変
更することで、土壌環境の改善とと
もに、温室効果ガスの削減を図る。
また、バイオ炭施用は施肥作業と同
時に行えることから、省力化の効果
も期待。

○環境モニタリング装置の設置により、常時モニタリングを可能とし、ハウス
内の見回り回数を減少。身体的・精神的負担の軽減を図る。

○地域の農業高校が協議会に参画。生徒の事業参加により、みどり戦略実現に
向けた人材育成の効果も期待。

背景・課題

品 目

構 成 員

新ひだか町は、花き・野菜の栽培が盛んな地域であ
り、特にデルフィニウムやミニトマトは北海道を代表
する産地となっているが、土壌の透排水性改善や病害
の抑制など土壌環境の改善が課題となっている。

新ひだか町、JAしずない、JAみつ
いし、日高農業改良普及センター、

北海道静内農業高等学校

ミニトマト、デルフィニウム

北海道立総合研究機構林産試験場
研究職員によるバイオ炭に関する研修会

問い合わせ先 新ひだか町産業建設部農政課・農産係 TEL：0146-33-2113

デルフィニウム施設内施肥及び
バイオ炭施用
（新ひだか町農業実験センター）

71

新ひだか町

生産

土壌分析用サンプルづくり
（北海道静内農業高等学校）
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

黒石市（青森県黒石市）

取組の内容

○有機JAS認証取得者の増加
（令和3年度 1名 → 令和9年度 20名）

○有機栽培面積（水稲）の拡大
（令和3年度 0.6ha → 令和9年度 30ha）

○有機農産物の販路確保
（令和3年度 0店舗 → 令和9年度 10店舗以上）

○農業者の有機水稲所得向上
（令和9年度 令和3年度比2倍）

普及に向けた取組

成果目標

有機JAS認証取得者の増加を目指し、有機JAS制度の理解促進と取得に向けた支援を行っていく。
また、販路面に関しては、大手商業施設と連携した販売ブースの設置や、ECサイトと連携しサ

イト内に当市の取組を特設ページとして公開、産地の魅力を農産物と併せて紹介することで消費
者側の購買意欲向上を狙う。

①-1 有機JAS認証制度に関する講
習会の開催

①-2 （地独）青森県産業技術セン
ターと連携しブランド米の有
機栽培技術の確定に向けた検証

② 有機転換期間中の農産物を県内商業施設ブースで試験的に販売

③ 市内小学校（４校）の給食の有機米の試験的導入を月１回実施

背景・課題

品 目

構 成 員

黒石市は、青森県の中央部、津軽平野の東南東部に位
置し、平野部では稲作、中山間部では果樹、高冷地では
野菜を主体とした農業が展開される。

有機農業の推進に当たり、収量の安定化及び作業量の
増加、販路の確保等が課題となっている。

黒石市 等

水稲、そば、にんじん

①-1 講習会の開催

問い合わせ先 青森県 黒石市 農林部 農林課 TEL：0172-52-2111

①-2 有機栽培技術
の確定検証

黒石市

生産

消費

② ブースでの販売 ③ 学校給食へ導入

流通
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

一関地方有機農業推進協議会（岩手県一関市、平泉町）

取組の内容

目標年度：令和７年度
○有機農業取組面積の拡大：12.25ha→15ha
○除草に係る作業時間の短縮：令和３年度と比較し３割

短縮する。
○学校給食への有機農産物活用回数の増加：年２回→年３回

普及に向けた取組

成果目標

令和６年度以降は以下の取組を検討している。
○安定した生産、省力化等につながる機械、技術の情報を収集し、実演会を通じて農業者に紹介

する。また、栽培技術マニュアルの作成・活用し、有機米栽培技術の普及に努める。
○初心者向けの技術講習会の開催により、新規参入者の獲得につなげる。
○市民向けに有機農業についての講演会を開催し、消費者の有機農産物に関する理解を促進する。

背景・課題

品 目

構 成 員

平成20年に、一関地方有機農業推進協議会を設立し、
有機農業の面的拡大を図ることを目的として活動。有機
農業取組面積（水稲）は12.25haとなっている。

産地では主に除草作業の労力増加が課題となっており、
取り組む者の増加、面積の拡大及び単収の向上に結び付
いていない状況となっている。

農業者22名（うち有機JAS認証取
得者８名）

水稲、野菜

問い合わせ先
一関地方有機農業推進協議会事務局
（一関市農林部北部農業技術開発センター内）
TEL：0191-75-2922

一関市

○有機農業実施計画策定に向けた検討会の開催
○有機農業推進のための試行的な取組の実施

（以下の①～⑦）
①アイガモロボットによる雑草抑制効果の検証
②乗用の水田除草機の実演会
③地域内の有機質資源を活用したペレットの試作
④初心者のための有機JAS講習会
⑤地域内の有機質資源の調査
⑥イベントでの有機農産物PR
⑦学校給食への有機米提供（予定）

６月 アイガモロボット稼働

７月 乗用の水田除草機による除草

実演会

９月 初心者のための有機JAS講習会

◆通年 児童、生徒の農作業体験
『田んぼの学校』

６月 田植え

７月 除草及び生き物調査

10月 稲刈り

12月 収穫祭（予定）

生産

６月 検討会の開催

８月 食品事業者との意見交換会

９月～10月

イベントで有機農産物PR

11月 検討会の開催（予定）

学校給食への有機米提供消費

流通
←一関市大東町

大原地内
（生徒と保護者が

有機米栽培を
体験する圃場）
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

岩手県農業研究センター（岩手県盛岡市）

取組の内容

○カメムシ類を対象とした殺虫剤散布回数を２回から
１回に減らす。

○殺虫剤散布回数を減らしても、高品質米が広域的か
つ安定的に生産できる。

普及に向けた取組

成果目標

○岩手県農業研究センターが実証結果を取りまとめマニュアル
を作成。革新支援専門員や各農業改良普及センターの協力を
得ながら、マニュアルを活用して生産現場に技術導入を図る。

○本技術導入地域については、県央部を中心とした「銀河のし
ずく」の栽培地域とする。

○環境負荷軽減の取り組み（殺虫剤使用量の削減）

背景・課題

品 目

構 成 員

岩手県オリジナル水稲品種「銀河のしずく」は、地
域の他の慣行栽培品種と比較して割れ籾が発生しにく
い特性がある。この特性を生かして、斑点米の原因と
なるカメムシ類を対象とした殺虫剤による防除の低減
について検証する。

岩手県農業研究センター

水稲

アカスジカスミカメ

問い合わせ先 岩手県農林水産部農業普及技術課 TEL：019-629-5656

割れ籾と斑点米

盛岡市

生産

品種選定本事業を活用して検証した結果、以下のことが分かった。
○「銀河のしずく」は慣行品種「あきたこまち」と比較して、

斑点米の発生率を約30％まで抑制できる。
○「銀河のしずく」を導入し、斑点米カメムシ類の防除を2回

から1回に減らしても、斑点米平均混入率が0.04％であり、
1等米基準を確保している（２等米落要等基準0.1％）。
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有機グリサポ SDGsバイオマス 地域循環 生産調達 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

東北発電工業株式会社（宮城県加美町、大郷町、石巻市）

取組の内容

○３地域（加美町、大郷町、石巻市）に賦存する４種
類以上の未利用系・廃棄物系バイオマス（稲わら、もみ殻、廃菌床および食品廃棄物）の
エネルギー（発電・熱）利用効率の評価

○プラント運用時の影響（灰付着・高温腐食）・課題（対策技術）の分析・検討
○排出される灰の環境影響（重金属類）の評価

普及に向けた取組

成果目標

地域で発生する未利用系・廃棄物系バイオマスを既存プラントで混合燃焼し、発生した
エネルギー（電気・熱）を施設園芸等に利用する際に重要な基礎的知見を集積するととも
に、再生可能エネルギー利用を通した温室効果ガス削減に寄与するデータの蓄積を図る。
また、運用上の課題と対策の検討、整理を行うとともに、排出される灰の環境影響を評価
し、地域の循環経済に資する具体的な解決策を調査対象地域へ提案する。

①未利用系・廃棄物系バイオマスの混合
燃焼によるエネルギー利用への適用性
（発熱量・元素分析）及び賦存形態

②プラント運用時の影響及び対応策
③灰の周辺環境への影響
①～③について調査、分析し、運用上の
課題と対策を検討、整理する。

背景・課題

品 目

構 成 員

地域に賦存する未利用系・廃棄物系バイオマスとし
ては、稲わらなどが畜産資材（敷料）に一部利用され
ているものの、多くが焼却や廃棄されている。中でも
農作物非食用部（もみ殻や稲わら等）はエネルギー利
用の可能性を有するが、賦存形態、発熱量、プラント
運用時の効率・腐食に関する影響、発生飛灰の安全性
（重金属類）、農地還元利用の可否など不明な点が多
く、ほとんど利用されていない。

東北発電工業株式会社、国立大学
法人東北大学

―

問い合わせ先 東北発電工業株式会社エンジニアリング部技術開発研究室
TEL：022-356-8935

調達

加美町

農作物非食用部の
サンプリング 灰分の環境影響評価高温腐食試験

未利用系資源の
循環利用可能性評価

石巻市

大郷町

①調査 ③重金属類分析②実証調査 ④評価・報告書
作成

生産

未利用系バイオマス（稲わら）
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 消費生産調達 流通

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

にかほ市（秋田県にかほ市）

取組の内容

水稲における有機栽培等の拡大

普及に向けた取組

成果目標

今後は、実証ほで得られた結果を踏まえ、アイガモロボと乗用型除草機の使用開始時期、
期間および作業体系等を検討し、栽培技術のマニュアル化を目指す。

①化学農薬の使用量低減・省力化
：自動抑草ロボットによる雑草抑制及

び作業の省力化
②化学農薬の使用量低減・省力化

：乗用除草機による雑草防除及び作業
の省力化

③管理の省力化
：遠隔水管理システムによる水管理の

省力化

④消費者への理解促進
：学校給食への有機栽培米等の提供

背景・課題

品 目

構 成 員

にかほ市の農業は稲作が中心であるが、水田耕地面
積3,005haに対し、有機農業等の面積は12.3ha(約
0.4%)にとどまっている。有機農業等は、慣行栽培と
同等の収量や品質を得ることが難しいほか、除草や病
害虫防除に要する労力が課題となっている。

にかほスマート農業研究会、TDK
株式会社、有機米デザイン株式会
社、県

水稲

①自動抑草ロボット

(アイガモロボ)

問い合わせ先 にかほ市農林水産部農林水産課 TEL：0184-38-4303

②乗用型除草機

にかほ市

生産

消費

民間企業や市内の農業者と共同し、自動抑草ロボッ
ト（アイガモロボ）等を用いた栽培体系をマニュアル
化するとともに、実証ほ場で収穫した有機栽培米等を
学校給食に提供し、消費者の理解促進を図る。

③遠隔水管理

システム

④有機栽培米等の

学校給食への提供
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

鶴岡田川地域グリーンな栽培体系推進協議会（山形県鶴岡市）

取組の内容

○温室効果ガスの削減(目標面積：おうとう3ha、かき７ha)
○化学農薬の使用量低減(目標面積：おうとう3ha、かき７ha)

普及に向けた取組

成果目標

○当協議会では上記の取組を実証圃3か所（現地圃場2か所、産地研究室圃場）で実施し、研修
会等の開催により生産者へ先進的な技術の紹介を行っている。

○実証された「グリーンな栽培体系」に関する栽培マニュアルを作成し、研修会などを通して、
生産者の意識醸成と栽培体系の導入推進を図る。また、技術資料の作成・配布により情報発
信を行い、生産者・市場関係者等の認知度向上を図る。

○温室効果ガスの削減（環境負荷軽減）
・開放型炭化器による果樹剪定枝の炭化（バイオ炭生成）、施用の検証
・バイオ炭化熱を利用した防霜効果の検討
・太陽光パネル＋自律走行無人草刈機によるCO2排出削減検討

○化学合成農薬の使用量低減
・おうとう：ハダニ対策として天敵、気門封鎖剤の検証
・か き：カイガラムシ対策における昆虫成長制御剤の検証

○省力化：自律走行無人草刈機による除草効果・労力軽減効果の検証

背景・課題

品 目

構 成 員

当地域は県内屈指の米産地で、水稲との複合部門とし
てかきやおうとうなどの栽培が盛んである。水稲では環
境に配慮した取組が進められている一方、果樹での取組
はほとんどない。また、労働力不足が深刻化している。

このため、果樹剪定枝の炭化・施用やリスクの低い農
薬への転換、太陽光発電を利用した無人草刈機の活用に
よる省力化など、先進的な技術を実証・検討する。 庄内たがわ農協、鶴岡市農協、鶴

岡市、山形県庄内総合支庁農業技
術普及課、庄内産地研究室

おうとう、かき

①温室効果ガスの削減
果樹剪定枝の炭化（バイオ炭）

問い合わせ先 山形県庄内総合支庁産業経済部 農業技術普及課産地研究室
TEL：0234-91-1250

②化学合成農薬の使用量低減
天敵（カブリダニ）の利用等

鶴岡市

生産

③省力化
太陽光パネル
＋自律走行無人草刈機

摘果 夏季剪定 整枝・冬剪定・摘芽収穫・選果 防除

摘蕾 整枝・冬剪定収穫・選果防除摘果
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 流通調達 生産 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

喜多方市環境にやさしい農業推進協議会（福島県喜多方市）

取組の内容

○令和７年度の有機農業面積（水稲）1.3ha
○令和10年度の有機農業面積（水稲）1.6ha

普及に向けた取組

成果目標

交付金事業の取組により、有機農業面積が拡大し、環境負荷低減が図られるだけでなく、
全国的に有機農業の産地として認知度が高まることにより、本市で有機農業に取り組もう
とする新規就農者の増加や、有機農業の産地としての知名度を生かした商品開発等により
販売促進、観光誘客を促し、地域経済の活性化を図る。

環境保全型農業直接支払交付金
に取り組む農業者等を対象とした
販路拡大に関するセミナーの開催
や有機栽培技術に関するパンフ
レットの配布。

市内におけるマルシェの開催や
市川市、東大和市等友好都市にお
けるイベント出展をとおして、本
市の有機農業の取組や有機農産物
に対する消費者の認知度の向上、
販売機会の拡大を図る。

背景・課題

品 目

構 成 員

県内で最も有機農業が盛んな地域である喜多方市は、
東日本大震災による原子力災害の影響により、震災前
の作付面積までには回復していない状況の中、社会全
体の持続的な発展に貢献するために、有機農業による、
農業生産と自然環境との調和のための基本的な取組を
実践し、将来に継承していくことを目指している。

JA、認定農業者協議会、指導農業
士会、観光物産協議会、地元量販
店、農業共済組合、土地改良区連
絡協議会、県農林事務所、農業委
員会、喜多方市等

水稲

栽培技術の
普及

問い合わせ先 喜多方市環境にやさしい農業推進協議会
事務局 福島県喜多方市産業部農業振興課 TEL：0241-24-5235

田んぼの生きもの調査

喜多方市

生産

消費

県外イベント
への出展

64

78



地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

常陸大宮市（茨城県常陸大宮市）

取組の内容

有機ＪＡＳ認証取得面積（水稲）
令和5年度：0ha → 令和10年度：15ha

有機ＪＡＳ認証取得面積（野菜）
令和5年度：9.5ha → 令和10年度：12ha

有機農産物等の販売数量
令和5年度：118.4t → 令和10年度： 337.4t

普及に向けた取組

成果目標

有機農業を推進するためには、生産された有機農産物の物流や販路確保が重要となる。有機農業
に取り組む農業者の増加や面積を拡大することで有機農産物を安定して生産し、市場出荷による全
国への流通を推進するほか、県内他市町村との相互流通を図る。

また、食育の面から有機農業や有機農産物についての理解を深める機会や、食を支えている農業
を学ぶ機会を提供する。生産者と消費者それぞれの理解と連携を深めつつ、有機農産物の生産から
消費までを地域全体で推進する取組を展開する。

・新たな栽培技術の実証、成果の普及
・新規有機農業者の育成や技術講習会の開催
・有機JAS認証取得支援

・関連機関と連携した物流体制の構築
・県内他市町村と学校給食で使用する有機農

産物の相互流通の推進
・加工品の製造・販売
・レストラン、旅館等での有機農産物の活用

・学校給食における有機農産物の活用の促進
・有機農業をテーマにしたマルシェの開催
・消費者との交流会の開催

背景・課題

品 目

構 成 員

高齢化、担い手不足、条件不利地により、農業の衰退に
拍車がかかるなか、持続可能な農業の推進として、令和３
年度に常陸大宮市有機農業推進計画（計画期間：令和４年
度から令和８年度）を策定。茨城県環境負荷低減事業活動
の促進に関する基本計画における「特定区域」を設定し、
その一部である鷹巣地区においては「有機農業を促進する
ための栽培管理に関する協定」を締結し、市内一部の地域
に設定し、有機農業モデル団地として取組みを加速化させ
ている。 有機農業者、農業委員、JA常陸、

販売流通事業者、学識経験者、道
の駅、栄養教諭、教育委員、県常
陸大宮地域農業改良普及センター、
市

水稲、野菜

有機ニンジン

問い合わせ先 茨城県常陸大宮市 産業観光部農林振興課農政グループ
TEL：0295-52-1111（代表）

常陸大宮市

生産

消費

有機ニンジンを使用した
ジェラート

有機ニンジンを使用した
学校給食

流通

常陸大宮市有機農業推進連絡協議会
（12名）

県常陸大宮地域
農業改良普及センター

常陸大宮市
産業観光部長

有機農業者

学識経験者

道の駅

栄養教諭

教育委員

消費・
学校給食加工・流通

農業委員

ＪＡ常陸

販売流通
事業者

生 産
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流通生産 消費調達

株式会社ビオストック（群馬県高崎市）

取組の内容

○焼却ごみの減量化及び地域内のバイオマス利用量の増加
(4.9ｔ/日)

○焼却処理由来のCO2排出量削減(最大:197,976 kg-CO2/年)
○再生可能エネルギーの創出（年間売電量：77,798 kWh/年）
○資源の生産（年間堆肥出荷量：4.01 t/年）

普及に向けた取組

成果目標

プラントはスケールメリットを創出するため、大規模化が一般的だが、用地や搬送距離を考慮す
ると地域の実態に合致しないこともある。本施設では、視察や校外学習を受け入れ、原料１t/日から
オンサイト設置が可能な「超小型バイオガスプラント」を広く了知いただき、地域の資源循環シス
テムや環境負荷低減ツールとして幅広い分野での展開を期待している。

背景・課題

品 目

構 成 員

現在、高崎市周辺地域で発生する食品廃棄物の多くは焼
却処理されており、バイオマスとしてのポテンシャルを生
かしきれていない。

一方で、メタン発酵処理はバイオマス活用の有効な方法
だが、県内に受入可能な施設がなく、メタン発酵による食
品リサイクルを希望する排出事業者の多くは県外への運搬
コストがネックとなり、焼却処理を選択せざるを得ない状
況にある。

株式会社ビオストック（NTT東日
本グループ）

―

超小型バイオガスプラント

問い合わせ先 株式会社ビオストック URL：http://www.biostock.co.jp
TEL：0155-66-6030 Mail：info@biostock.co.jp

生産

高崎市

NTT東日本グループでは、従前より高崎市の委託事業で給
食残渣の堆肥化による食品リサイクルを実施してきた。本取
組では、当該堆肥化事業場の敷地内に地産地消型バイオガス
プラント（メタン発酵）を新たに整備する。

ポイントは以下の通り。

※着工：令和５年８月、稼働：令和６年10月（予定）
稼働開始までは既存堆肥化事業場にて給食残渣の受入と堆肥生産を継続

食品廃棄物
（産業廃棄物）

学校給食残渣

調達原料を地域内の
産業廃棄物領域に拡大

バイオガスプラント
【電気】

資源化の推進

バイオガスプラント

【堆肥】

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

調達

消費

〇事業所内の自家消費
〇非常災害時は地域に

電力を提供

【電気】

〇地域の小中学校に
還元

〇環境教育に活用

【堆肥】

従来の給食残渣に加えて、これま
で焼却処理されていた廃棄物など
を新たに調達することで、未利用
バイオマスの有効活用を促進し、
ごみの焼却処理量やCO2排出量の
削減を図る。

バイオマス原料から、メタン発酵
により再生可能エネルギーを創出
するとともに、副産物である発酵
残渣を活用し、既存設備において
堆肥を継続生産する。

再生可能エネルギーは、自施設及
び地域電力として利用。また、堆
肥は従前からの堆肥化事業で築き
上げた小中学校への提供スキーム
や販路などのネットワークを活用
して地域に還元し、地産地消、資
源循環システムの構築を図る。

地域循環有機グリサポ SDGsバイオマス
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

さいたま市施設トマトグリーン栽培協議会（埼玉県さいたま市）

取組の内容

○現在使用しているダゾメット粉粒剤の代わりに、環
境への負荷が低い糖含有珪藻土を活用した土壌還元
消毒法に転換するとともに、同資材をマニュアスプ
レッダで散布することで散布作業の省力化を実現する。

○グリーンな栽培体系に取り組む面積
令和５年度： 25a →10年度：49a

普及に向けた取組

成果目標

今後は、化学薬剤を使用しない土壌還元消毒技術である糖含有珪藻土を利用した栽培法
に係る普及マニュアルを作成し、多くの生産者に技術を理解してもらうことにより、地域
内の環境への負荷や農業者への影響を少なくするとともに、作業時間の削減も目指す。

○土壌消毒法をダゾメット粉粒剤による土壌くん蒸から糖含有珪藻土による土
壌還元に転換。

○糖含有珪藻土をマニュアスプレッダで散布し、散布作業の省力化を検証。
○土壌病害等低減による安定生産の確立を目指し､栽培マニュアルを策定。

背景・課題

品 目

構 成 員

トマトの施設栽培では、土壌伝染病害虫の防除対策
として土壌くん蒸剤のダゾメット粉粒剤を使用してき
たが、より環境への負荷が低い資材への転換と土壌病
害等低減による安定生産の確立が課題。

農業者、さいたま市、埼玉県さい
たま農林振興センター

トマト（施設）

被覆後の様子

問い合わせ先 埼玉県さいたま農林振興センター TEL：048-822-2492

マニュアスプレッダによる糖含有珪藻土散布

さいたま市

生産

実施年度：令和５年度

実績
検討会

グリーンな栽培体系

マニュアルの策定

栽培実証

検討会
の開催
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

小田原有機の里づくり協議会（神奈川県小田原市）

取組の内容

○有機農業の面積拡大（いも類・露地野菜）
：0.5ha以上の拡大

○有機農業で生産された農産物の販売数量
：３ポイント以上の増加

○有機農業に取り組む農業者数の増加
：１人以上の増加

普及に向けた取組

成果目標

・市の特産物について有機転換の実証を行うことで、「地域のブランド農産物×有機農
業」による付加価値向上や「有機農業×農福連携×６次産業化」のモデルケースを創出
することにより、生産者の有機農業への転換を後押しし、取組拡大を目指す。

・JAの農産物直売所や商業施設等での有機農産物マルシェの定期的開催により、有機農業
に対する消費者理解を醸成し、より一層の有機農産物の付加価値向上、販路拡大を図る。

・市内農産物の有機転換実証
・有機JAS認証の取得推進
・栽培技術研修会の開催
・農福連携活用の有機農産物の生産及び有機

農産物を原料としたジェラートの開発

・流通合理化に向けた先進地の事例研究

・有機農産物マルシェの定期開催

背景・課題

品 目

構 成 員

当協議会では、栽培技術講習会や有機農産物販売会
等を実施し、技術力向上や有機農業の普及に寄与して
きたが、培ってきたノウハウが地域の生産者や作目等
に波及していないことが課題となっている。今後、有
機農業への新規参入や新たな栽培品目の有機転換等を
推進する取組を地域ぐるみで実践することが必要。

小田原市有機農法研究会、農事組
合法人小田原産直組合、NPO法人
あしがら農の会

果樹(キウイフルーツ、みかん等)、

露地野菜、水稲

市内農産物の有機転換実証
（有機たまねぎ農家視察）

問い合わせ先 神奈川県小田原市経済部農政課 TEL：0465-33-1494

小田原市

生産

消費

有機農産物を
原料とした
ジェラートの
開発

有機農産物マルシェの開催

流通
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 生産 流通 消費調達

松川町（長野県松川町）

取組の内容

○有機農業の面積拡大（露地野菜）
（令和２年度：3.0ha → ９年度：6.0ha）

○有機農業の面積拡大（稲）
（令和２年度：1.6ha → ９年度：6.0ha）

○学校給食への有機農産物提供数増加
（令和２年度：1.8t → ９年度：9.4t）

普及に向けた取組

成果目標

生産者を増やすため、公益財団法人 自然農法国際研究開発センターに栽培指導を依頼し、野
菜、水稲の実証圃場での研修会を実施してきたところ。引き続き、遊休農地を活用した有機栽
培に取り組む農家の拡大を目指す。また、果樹での有機栽培の取組は難しいものの、有機での
土づくりに取り組む農家もいるため、モデル的な取組として検討したい。

販売については、今後、町独自の認証制度を検討し、学校給食以外での販路拡大を進めたい。

遊休農地対策として、町民一人ひとりが
農園を持ち、農ある暮らしの中で、健康な
食、生活を目指す「１人１坪農園」の取組
を展開。その中で、有機栽培を学びなが
ら生産を行う取組を推進。

令和２年度には「ゆうき給食とどけ隊」
を発足。遊休農地を活用して生産した有機
米や有機野菜等の学校給食での利用を開始。

令和５年度は、緑肥の活用や土壌診断に基づく施肥設計、緑肥による土づくりの
実施（フレールモアの導入）、田植え機や除草機の導入で、取組に参加する生産者
の技術的ハードルを下げている。

また、食味・栄養素分析検査による消費者へのPR、一般消費者に向けた講演会、
有機農産物の学校給食の利用拡大、子どもたちの畑作業体験、環境調査と連動した
食育、消費地圏でのマルシェの開催での販売展開等を実施。

背景・課題

品 目

構 成 員

松川町は、果樹産地として100年以上の歴史があるが、
後継者不足により遊休農地が増え、農地約1,300haの内、
200ha超が遊休農地となっており、その解消・生産者確
保が課題となっている。

松川町、ゆうき給食とどけ隊、町
内有機農業者、ゆうきの里を育て
よう連絡協議会、農業振興会議 等

露地野菜、水稲 等

問い合わせ先
長野県松川町 産業観光課農業振興係（交流センターみらい）
TEL：0265-34-7066

松川町

生産

消費

流通

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

生産者・栄養士・搬入
事業者との連携を構築

食育活動、大豆を栽培
⇒みそづくりまで体験

緑肥での土づくり
フレールモアでの粉砕

実証圃場で栽培された
食材が学校給食に提供

調達

松川町HP ゆうきの里を育てよう～みどりの食料システム戦略～
https://www.town.matsukawa.lg.jp/choseijoho/sangyoshinko/nogyo/noushin/9299.html
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

川根本町（静岡県川根本町）

取組の内容

○有機農業（茶）の面積拡大
（令和３年度： 40ha → 令和10年度：45ha）

○有機農産物の販売量拡大
（令和３年度： 156.7t → 令和10年度：180.0t ）

○有機農業に取り組む農業者の増加
（令和３年度： 35人 → 令和10年度：40人）

普及に向けた取組

成果目標

有機農業による環境保全効果や有機農作物の生産拡大に向けた取組みを促進する一方、高品
質煎茶の生産で普及している慣行農法においても化学肥料や化学農薬の一層の低減を農業者の
命題として認識したうえで、「環境、社会、経済」に配慮した農業経営の確立と普及拡大を目
指す。

・日本、海外における有機農作物の需要
動向等に関する研修会

・有機農作物の生産と認証基準に関する
研修会開催

・有機農作物実践のためのビジネスモデ
ル提案（実践者による相談会）

・省力化や新たな栽培技術導入に向けた

意見交換会

・販売事業者や料理家たちが有機農作物を選択する理由を学ぶ研修会

・菓子製造メーカーと連携した町内産有機抹茶を使用した加工品の製造

・マルシェや直売施設での販売促進の取組

背景・課題

品 目

構 成 員

当町の茶業における有機農業への取組面積は約40ha
あり、近年の有機碾茶や有機抹茶加工施設整備に伴い拡
大傾向にある。他方、従来の慣行栽培による生産量の減
少傾向も鑑み、今後は有機農業を安定した収入を得るた
めのひとつの経営形態に位置付け、この戦略に基づいた
事業推進を図っていく。

川根本町、町内有機生産者、直売
所・企業・商社・小売店・加工販
売業者、町茶業振興協議会 等

茶

問い合わせ先 静岡県川根本町 産業振興課農業室 TEL： 0547-56-2226

川根本町

生産

消費

流通

町農業農村振興対策委員会

【構成員】

農業委員会、農業関連企業、茶生産者、学識経験

者、茶業協同組合及び町商工会の代表者

【事務局】

静岡県川根本町

（事業実施主体）

農林水産省

静岡県

【アドバイザー】

営農指導機関（県普及セン

ター、ＪＡ大井川川根営農

経済センター）

有
機
農
業
実
践
者
等

実証試験報告

農業機械貸与

事業連携

情報提供・事業サポート

有機農業
実践者に
よる除草
技術指導

料理と有機農業に関する研修会

川根本町産
抹茶を使用
した新商品
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

新発田市有機農業産地づくり推進協議会（新潟県新発田市）

取組の内容

令和10年度までに
○有機JAS認証面積 （現状）0.5ha → 4.5ha
○有機JAS認証者数 （現状）2名 → 8名
○有機JAS認証米輸出量 （現状）1.8トン → 12トン

普及に向けた取組

成果目標

土壌データ等の分析や除草技術の試行、有機農業新規取組者の生産・経営分析調査を行い、
成果を協議会が実施する検討会で情報共有するとともに、マニュアルに反映し、今後の有機農
業の拡大に活用する。

担い手等の課題を抱える中山間地域を中心に取組を進め、成功事例を他の地域等へと広げる。
これにより、当市農業の課題解決を図るとともに、持続可能な農業の実現につなげる。

令和4年度から「オーガニックSHIBATA
（シバタ）プロジェクト（地域再生計画）」を
始動し、「有機米の産地づくり」を進めており、
①有機米による農業の高付加価値化、②輸出に
よる明確な出口戦略、③地域おこし協力隊登用
による担い手の確保によって、農家所得の向上
と持続可能な農業の実現を目指す。

併せて、平成20年から進めている「食の循環によるまちづくり」における産業分
野の具体的な取組として、商工業（健康志向の高まりを視野に入れた商品開発）や観
光業（健康をテーマとしたヘルシーツーリズム）と農業（有機栽培の拡大）が連携し、
「オーガニック」というキーワードで結び付けたビジネスモデルの構築を図る。

背景・課題

品 目

構 成 員

事務局を担う新発田市は、「住みよいまち日本一健康
田園文化都市・しばた」を将来都市像に掲げるとともに、
コロナ禍による米価下落対策等の観点から、有機JAS認
証による農業振興に加え、「オーガニック」をキーワー
ドに、商工業や観光業との連携によるブランドストー
リーの構築を目指している。

農業者、JA、集出荷業者、加工業
者、消費者、長岡技術科学大学、
新潟県、新発田市

水稲

有機栽培における課題
である除草作業。アイ
ガモの導入が難しい中
山間地域では、チェー
ン除草や乗用型除草機
による除草作業を実施。
大学と連携し、より効
果的なロボットの開発
を進める。

問い合わせ先 新発田市農林水産課生産振興係 TEL：0254-33-3108

新発田市

生産

消費

農産物が確実に販売
に結び付くよう、協
議会が積極的に集荷
し、輸出を行う業者
との連携調整を行う。

新発田産オーガニック
米として、海外の消費
者の元へ。

流通
地域おこし協力隊による田植作業の様子
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

富山市有機農業推進協議会（富山県富山市）

取組の内容

○有機農業の面積拡大
：R４年度（雑穀(えごま)）0.0 ha → R10年度 5.0 ha

（水稲） 68.8ha → R10年度 70.8 ha
○有機農業で生産された販売数量

：R４年度 100 % → R10年度 103 %
○有機農業者数の増加

：R４年度 ５名 → R10年度 7名

普及に向けた取組

成果目標

本市の基幹作物である水稲とこれまで地域の特産化に取り組んできたえごまについて、有機
栽培による高付加価値化を推進し、持続可能な農林水産業の推進と成長産業化を目指しながら、
みどりの食料システム戦略に示されている有機農業の取組面積拡大に寄与する。

慣行農家向けの技術習得や理解の醸成

アイガモロボット等の栽培技術研修会の開催

有機JAS認証の取得に向けた勉強会の開催

有機酒米の日本酒など商品開発に向けたアンケート調査

健康意識の高い市民に対するえごま油配布とアンケート

有機米及びえごまの学校給食利用による食育の実施

既存イベントを活用した有機農産物の出品、PR

背景・課題

品 目

構 成 員

本市は、医薬品や機械、電子部品等を中心としたもの
づくりが盛んな地域であるが、農業生産においては、近
年、農業者の高齢化や少子化の進行に伴う担い手不足や
耕作放棄地の増加、農産物価格の低迷による所得の伸び
悩みなど様々な課題に直面している。このため、地域の
労働力不足解消や耕作放棄地からの有機農地への転換を
図るとともに、付加価値の高い産地づくりを進める。

富山市、有機農業実践者、農協、

流通関係者、学識経験者

水稲、雑穀（えごま）

・有機米栽培実証ほ場での
除草作業

問い合わせ先 富山市 農林水産部 農業水産課 TEL：076-443-2083

富山市

生産

消費

・市内酒造メーカーへの意向調査

・健康意識の高い市民へのえごま油配布

流通

アイガモロボットによる除草の実演

・えごま栽培研修会での
中耕実演
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 生産 流通 消費調達

珠洲市オーガニックビレッジ協議会（石川県珠洲市）

取組の内容

○有機農業拡大面積（水稲）０ha（R4）→10ha（R10）
○有機販売量拡大（水稲） ０ｔ（R4）→ 35t （R10）
○有機農業者数（水稲） ０人（R4）→ ６人 （R10）

普及に向けた取組

成果目標

これまでの生産検討会における栽培方法の検討や有機農業の先進地視察で得た情報をもとに
栽培技術の向上と収量の底上げを図る。また、有機農業の拡大を図るためには、有機栽培にか
かるコストを価格転嫁し、担い手にとっても持続可能な農業モデルを形成するため、価格につ
いて県内外の有機農産物を取り扱う流通事業者と連携を図るとともに、有機米について消費者
の理解促進を図る。

堆肥等有機資材の供給体制の整備

・地域資源を活用した堆肥の開発と効果検証

有機農業に関するスキルアップ

・有機資材や温湯消毒技術、抑草技術の実証、

講習会の開催

品質の高い有機農産物の集荷体制の構築

有機農産物の安定した販売価格と販売ルートの構築

・高付加価値化に資する検査等の実証、消費者意識 調査、PR活動

これらを踏まえた、検討会の開催、有機農業実施計画の策定

背景・課題

品 目

構 成 員

農業用資材の高騰や離農・耕作放棄地の増加が危惧さ
れる中、後継者の育成特に若い担い手の確保する必要が
ある。近年、農業がもたらす環境負荷への懸念や消費者
の意識の高まりからオーガニック加工食品市場の拡大が
見込まれ、需要に応じた農産物の生産により農業所得の
向上と担い手の確保につなげていく必要がある。

珠洲市、SUZU合同会社、瀬法司
農園、こうぼうアグリ、浦野農園、
べジュール、AMトレーディング

水稲

問い合わせ先 珠洲市産業振興課 農林水産振興係 TEL：0768-82-7767

珠洲市

生産

消費

流通

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

引退競走馬事業
との連携

生産検討会・流通検討会
有機肥料の施用や
農薬を使わない
抑草技術の検証

消費者の意識調査と
普及促進活動

調達

農薬を使わない抑草技術の検証

73

87



地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

越前市有機農業産地づくり推進協議会（福井県越前市）

取組の内容

普及に向けた取組

成果目標

今後はＲ５年度の成果を活かし、有機農業の栽培技術を水平展開するとともに、県や研究機関と
共に有機農業のスマート化を図り、さらなる有機農業の推進を図る。加えて、有機農産物やその加
工品の販路拡大、販売促進を図る。

有機栽培面積の規模拡大に
向けて、経験則であった栽
培技術の言語化に取り組む。
スマート化など新技術の導
入により、有機農業の作業
負担軽減を図る。

コウノトリをシンボルとし
たブランドをはじめ、各種
６次化商品の開発支援を行う。
有機農産物の高付加価値化により、農業者の所得向上につなげる。

市内全小中学校の給食に「コウノトリ呼び戻す農法米」を提供する。
新幹線沿線上などの産地と連携、有機農産物及びその加工品の販売促進を図る。
有機農産物等について、都市部においてマーケティングを実施、販路開拓を行う。

背景・課題

品 目

構 成 員

県特別栽培を含めた有機農業による水稲の作付面積が、県全
体の約４割を占める地域。

一方、有機農業従事者の高齢化による担い手不足が深刻化し
ており、有機農業者の規模拡大やスマート農業の推進、有機農
産物の６次化が課題となっている。

福井県、越前市、ＪＡ福井県、

ＪＡ越前たけふ

水稲

来春開業予
定の新幹線
駅周辺で、
新たに有機
農業を展開

問い合わせ先 福井県越前市 環境農林部 農政課 TEL：0778-22-3009

越前市

生産

消費

有機農産物の６次化商品をＰＲ

流通

有機農産物やその
加工品を使って、
レストラン向けに
メニューを開発

有機農業の
水平展開に
向けた実証
（除草作業）

学校給食に有機米
である「コウノト
リ呼び戻す農法
米」を導入

・有機JAS、特栽①
の水稲面積

・有機農産物の販売数量
・有機農業者の人数

(現状)109ha → (令和10年)170ha

(現状)239ｔ → (令和10年)372ｔ
(現状)31人 → (令和10年)40人
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

グリーンな飛騨パプリカ栽培協議会（岐阜県高山市）

取組の内容

○ 化学農薬の使用量低減
○ 石油由来資材からの転換

（プラスチックマルチ→生分解性マルチへの転換）

普及に向けた取組

成果目標

令和５年度は複数の天敵を利用し、それぞれの特性や夏秋作型における留意点について
実証確認した。害虫発生状況の年次変動にも対応できるよう、関係機関及び生産者間の情
報交換をより活発化するとともに、事業終了後にも取組継続できるよう、低コストかつよ
り効果的な害虫管理方法について検討を進める。

①化学農薬の使用量低減
：天敵導入を含む総合的な害虫管理

(化学合成殺虫剤の散布回数削減)
１ 害虫侵入抑制のための防虫ネットや

天敵に影響の少ない農薬を組み合わ
せた総合的な防除体系の検討

２ 天敵の導入による化学合成殺虫剤の
散布回数の削減実証

② 石油由来資材からの転換
：生分解性マルチの導入

(廃プラスチックマルチ回収作業時間の削減)
生分解性マルチを導入した栽培への転換による作物への影響及び作業の省力
化等の導入効果を検証

背景・課題

品 目

構 成 員

地域ではアザミウマによる果実被害が増加しており、
気温の上昇する夏季の農薬散布に係る労力負担の増加
や害虫の薬剤抵抗性発達、プラスチックマルチの撤去
に係る労力負担及び廃棄コストが課題となっている。

飛騨パプリカ班、飛騨蔬菜出荷組
合特産部会、岐阜県農政部農業経
営課、岐阜県中山間農業研究所、
岐阜県飛騨農林事務所

パプリカ（施設）

防虫ネットの設置

問い合わせ先
グリーンな飛騨パプリカ栽培協議会 事務局
（岐阜県飛騨農林事務所農業普及課）
TEL：0577-33-1111(内線265)、e-mail：c24809@pref.gifu.lg.jp

天敵を放飼する生産者

高山市

生産

生分解性マルチの利用

①-1 害虫侵入抑制 ①-2 天敵の導入 ②生分解性マルチへの転換
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

東郷町（愛知県愛知郡東郷町）

取組の内容
取組２年目の令和５年度は、令和４年度に策定した

有機農業実施計画に基づき以下の取組を実施。

普及に向けた取組

成果目標

引き続き、生産段階の取組として専門家による講習会や栽培技術指導、有機農業新規参
入者等へのスタートアップ支援、有機農産物のブランド化の検討、学校給食における町内
産有機米全量移行等により有機農業の取組面積の拡大を図る。さらに、加工、流通、消費
等の取組として有機農業者によるマルシェの開催、親子有機野菜づくり体験、有機農産物
を使用した料理教室の開催などを行うことで、有機農業への理解の促進等を図る。

有機稲作の栽培技術指導、水田除草機の貸

出、有用微生物を添加したバイオ炭を活用

した露地野菜の栽培実証 等

学校給食への有機野菜導入拡大に向けた生産者と給食セン

ターとのマッチング、給食センターによる有機ほ場の巡回 等

親子料理教室や有機野菜づくり体験の実施、マルシェの開催 等

背景・課題

品 目

構 成 員

農業者の高齢化による担い手の不足や遊休農地の増
加が問題となる中、まちの田畑や里山などの美しい緑
を未来の世代に引き継ぐため、環境にやさしく持続可
能な『有機農業』を地域ぐるみで取り組み、農業者の
所得向上や有機農産物と町自体のブランド化を目指す
こととし、令和５年３月に有機農業実施計画を策定し、
オーガニックビレッジ宣言を行った。 東郷町 等

水稲、野菜

問い合わせ先 東郷町役場 企画政策部 産業振興課 TEL：0561-56-0740

東郷町

生産
ｍ

消費

親子料理教室
（有機野菜を調理、試食）

流通

給食センターによる
有機ほ場の巡回

有機稲作講習会

○有機農業面積 水 稲 0.96ha(R3)⇒20.96ha(R9)
露地畑 5.31ha(R3)⇒ 7.5ha(R9)

○有機農業者数 12人(R3)⇒ 35人(R9)
○有機農産物の販売量 54.5ｔ(R3)⇒ 101ｔ(R9)

YouTube東郷町公式チャンネルから

ご視聴はこちら⇒
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

尾鷲市（三重県尾鷲市）

取組の内容
取組２年目の令和５年度は、令和４年度に策定した有機

農業実施計画に基づき以下の取組を実施。

普及に向けた取組

成果目標

引き続き有機農業実施計画に基づき、生産・加工・流通・消費の各段階の取組を計画的に
実施し、農業生産性の向上と農業所得の増加を図り、持続可能な地域農業の確立を目指す。

専門家による栽培技術指導（現地＋オンライ

ン）、バイオスティミュラント資材等の実証

試験、新たな作物の栽培試験 等

首都圏での試験販売、収穫物の貯蔵試験、加

工品の検討 等

学校給食への食材提供、中学校での農業体験

事業の実施、家庭菜園者向け有機農業講習会

の開催、有機農業イベントの開催 等

背景・課題

品 目

構 成 員

古くから林業と漁業が盛んな三重県尾鷲市は急峻な
山地が海へせまる地形から農地面積が少なく、その多
くが急斜面に広がっており、農家の高齢化や担い手不
足と相まって耕作放棄された農地が増加している。そ
こで市内農業者や地域内外の事業者・住民を巻き込ん
で、環境に配慮した有機農業を推進し、農業生産性の
向上と農業所得の増加を図り、持続可能な地域農業を
確立し、耕作放棄地の解消を図ることとした。

尾鷲市 等

果樹、露地野菜

問い合わせ先 尾鷲市 水産農林課 農林振興係 TEL：0597-23-8224

尾鷲市

生産

消費

マルシェの開催

流通

加工品の検討栽培技術指導

○有機農業面積 5.2ha (R3) ⇒ 6.3ha(R9)
○有機農業者数 １名 (R3) ⇒ 4名(R9)
○有機農産物の販売量 60ｔ (R3) ⇒ 68ｔ(R9)
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ

交付金事業の実施により水稲でのオーガニック栽培技術体系を活用し、
日野町およびJAグリーン近江管内でのオーガニック栽培取組面積の拡大を目指す。

生産調達 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

JAグリーン近江オーガニック研究会（滋賀県蒲生郡日野町）

取組の内容

日野町地域における水稲オーガニック栽培の省力化体系を確立し、取組面積を拡大する。

普及に向けた取組

成果目標

日野町ではオーガニック栽培体系を確立するため、以下の技術実証に取り組んだ。
①乗用型水田除草機や抑草ロボットなどの省力機械を使用し、雑草防除技術を実証

し地域に適する省力機械を選定する。
②害虫の発生抑制や畦畔法面の大きい山間地での畦畔管理作業の削減のため、防草

シートを選定する。
③雑草抑草の深水管理を作業時間削減のため、自動給水栓による水管理の自動化を

実証する。
④地帯や土壌条件の異なるほ場において、本県育成品種「きらみずき」に適応した

オーガニック栽培の施肥体系を実証する。

背景・課題

品 目

構 成 員

滋賀県では、化学肥料・化学合成農薬使用を従来の半
分以下にした「環境こだわり農業」の推進に取り組んで
おり、その中でオーガニック農業を「環境こだわり農
業」の柱の一つに位置づけ本格的な拡大を目指している。

このような中、日野町では、雑草防除などオーガニッ
ク米栽培における省力化体系が確立していないことから、
取り組みが少ない状況であった。

そこで、スマート農業機械をはじめとする省力化に資
する技術を導入し、日野町におけるオーガニック米栽培
体系の確立を目指している。

農業者 5名、グリーン近江農業協
同組合、滋賀県東近江農業普及指
導センター

水稲

日野町

①雑草防除方法の選定と確立

問い合わせ先 グリーン近江農業協同組合（研究会事務局）TEL：0748-33-8453
滋賀県東近江農業農村振興事務所 TEL：0748-22-7728

生産

③自動給水装置による
水管理の自動化

②防草シートによる
畦畔除草の省力化

④施肥体系の確立

乗用型除草機

抑草ロボット

日野町地帯や土質の異なる条件で
肥料試験を実施する。

オーガニック米栽培

乗用型除草機

抑草ロボット
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

中丹米振興協議会（京都府福知山市、舞鶴市、綾部市）

取組の内容

○グリーンな栽培体系の取組面積拡大

普及に向けた取組

成果目標

経年的に、各取組について現地実証試験の効果検証や評価を行い、最終年度に栽培マニュ
アルの充実化を図る。普及にあたっては、協議会で作成する産地戦略に基づき、各構成員が
役割分担しつつ、連携の上、環境負荷低減技術及び省力化技術の産地導入拡大を図る。

○環境にやさしい栽培技術
京都府オリジナル品種「京式部」の栽培 【化学農薬・化学肥料の使用低減】
機械式除草機（乗用型除草機等） 【化学農薬（除草剤）の使用低減】
カバープランツを利用した栽培 【化学肥料の使用低減】
害虫発生状況のモニタリング 【化学農薬の使用低減】
気象データのモニタリング 【化学農薬の使用低減】

○省力化に資する技術
自動抑草ロボット 【除草作業時間の削減】

背景・課題

品 目

構 成 員

○「みどりの食料システム戦略」が策定され、全国的
に環境負荷低減した持続的な農業生産が推進される
中、本地域においても環境に配慮するとともに新た
なブランド価値を付与した農業の振興を図る必要が
ある。

○水稲の新品種・環境負荷低減技術・
省力化技術の導入による栽培体系
の確立、競争力のある産地意識の
醸成が課題。

ＪＡ京都にのくに、ＪＡ京都福知
山支店、京都府中丹広域振興局、
京都府中丹東・中丹西農業改良普
及センター、ＪＡ京都中央会、全
農京都府本部・京都府農業共済組
合中丹支所、綾部市、福知山市、
舞鶴市

水稲

オリジナル品種「京式部」の栽培

問い合わせ先 ＪＡ京都にのくに営農経済部 TEL：0773-42-1814

自動抑草ロボット導入で省力化

生産

誘殺灯を用いて
防除適期の確認

福知山市
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

加東市農業再生協議会（兵庫県加東市）

取組の内容

普及に向けた取組

成果目標

市内で環境保全型農業に取り組む農業者に対するセミナー、新規に有機農業に参入する農業
者への技術支援、有機農産物の販売促進セミナー、市内で有機農業に取り組む農業者に対する
市主催のマルシェへの出店の促進などにより、有機農業に取り組む農業者の増加と消費の拡大
に取り組む。

○有機農業に関するセミナーの開催
有機農業に習熟している講師を招き、現
在環境保全型農業に取り組んでいる農業
者に対し、有機農業に関するセミナーを
開催する。

○新規有機農業者参入への支援
農業者又は農業を始めようとする者へ有
機農業の技術指導を行う農業者に対して
謝礼を支給する。

○有機農産物の販売促進セミナーの開催
市内のスーパー、直売所の関係者を対象
に、有機農産物の表示制度、販売戦略及
び加工に関するセミナーを開催する。

○マルシェでの有機コーナーの設置
市内で有機農業に取り組む農業者に対し
て、市が令和５年度に開催を予定してい
るマルシェへ の出店を促し、有機農産
物の消費拡大を図る。

背景・課題

品 目

構 成 員

加東市における有機農業の取組面積の合計は徐々に増
加しているものの1,385aで市内の耕作面積の約0.6%と
なっている。慣行農法に比べ技術的な難しさ、販路が少
ないこともあり有機農業への参入には困難がある。

JAみのり、区長会、農会長、農業
委員会、認定農業者協議会、東播
土地改良区、消費者協会、JA女性
会、生産調整方針作成者連絡会、
兵庫県農業共済組合、加東市（事
務局）

水稲

問い合わせ先 加東市産業振興部農政課 TEL：0795-43-0518

加東市

生産

消費

市内外の消費
者を対象にマ
ルシェにて有
機農産物コー
ナーを設置

流通

スーパー、直売所関係者に
表示制度・販売戦略・加工
に関するセミナー開催

有機農業に習
熟している講
師を招いてセ
ミナーを開催

有機農業面積(水稲)(R4→R7)：992a→1,092a（+10%）

山田錦への理解を深める

消費者イベントの様子
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 生産 流通 消費調達

上郡町（兵庫県上郡町）

取組の内容

○学校給食での有機食材の利用（R4→R7） : 0日→ 60日
○有機JAS認証農家（R4→R7） ： 0名 → 2名
○有機取組団体の設立による交流（R4→R7） ： 0団体 →1団体
○試験ほ場整備での新規就農者・有機農業者（R4→R7）：0名→2名

普及に向けた取組

成果目標

有機農業に対する認知度向上や持続可能性に課題があるため、以下の取組を行っている。
・ 地域住民・農業者の有機農業に対する意識向上を目的とした有機農業イベントの開催
・ 有機等農作物を利用した加工品の開発
・ 近郊都市部への配送コスト低減実証
・ 慣行栽培から有機栽培への転換などの実証を行う試験ほ場の設置

「子どもと自然環境を大切にするまち」
の実現に向けて、発酵堆肥や未利用資
材を活用し、土づくりの取組を試行し
つつ、環境に配慮した農業を実施する。

有機農業実施先進地への視察、空き農
地を使用し団地化・有機ほ場への転換、
堆肥による土づくり検証や試験ほ場の整備を行う。また、実施農業者による有機JAS
認証やひょうご安心・推奨ブランド認証取得を目指すための研修会を開催する。

生産者への意向把握や流通コスト低減に向けて検討を行う。町内地産地消登録店にお
けるメニュー開発等を支援する。

町内こども園・給食センター等への提供、JAや直売所等に地産地消・有機農産物販売
ブースの設置、ふるさと納税やSNS等による情報発信を行う。

背景・課題

品 目

構 成 員

上郡町の農業を取り巻く状況は、高齢化、離農、耕作放棄
地の発生など多くの課題がある。一方で、農業・農村は多面
的機能、公益的機能を有しており、この機能を活用し農業・
農村を維持する取組が必要となっている。有機農業を推進す
ることにより各課題の解決と、自然環境機能の増進や環境負
荷の低減に向けた環境と調和のとれた農業生産の普及に寄与
する。

上郡町、上郡町有機農業推進協議
会 等

水稲 等

問い合わせ先 上郡町役場 農林振興課 TEL：0791-52-1116

上郡町

生産

消費

流通

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

土作に必要な資材を調達 こども園に食材を納品有機農業に向けて現地視察 給食の食材として提供

調達
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

KOBEオーガニック推進協議会（兵庫県神戸市）

取組の内容

普及に向けた取組

成果目標

神戸市は人口100万人以上の政令指定都市でありながら、野菜や水稲などの有機農業が行わ
れている一方、農業者に比べて消費者が圧倒的に多い。

今後、有機農業者数・面積・販売量拡大に向けて地元産の有機農産物の消費、学校給食への
利用など地産地消の観点も含めた普及啓発を進めていく。

○既存有機農業者、新規有機農業希望者向

け有機農業技術等講習会の開催

○栽培試験等による新たな栽培技術の実証、

成果の普及

○販路拡大に向けた出荷資材の統一等共同

出荷体制の整備

○有機JAS認証取得支援、生産出荷効率化

ソフトウェア導入等

○加工業者と連携した有機農産物の加工品試作

○加工品有機JAS認証取得支援、流通業者等との意見交換会、商談会への出展等

○駅前や公園でのマルシェ等の開催

○消費者向けのセミナー、生産地見学会等消費者と生産者の交流促進

背景・課題

品 目

構 成 員

神戸市では、西北神地域を中心に野菜や水稲などの有機農
業が点在的に行われている一方、消費地と農地が近い都市近
郊型農業が可能なため、新規就農希望者が多く、有機農業を
めざす者も多い。今後、有機農業経営を安定的に継続・拡大
するためには、農業者のみならず流通・加工業者や地域内外
の住民、消費者を巻き込んだ取組を推進する必要がある。

神戸西有機農業推進協議会、神戸
有機農業者CSA推進協議会など有
機農業者グループ、JA兵庫六甲及
び神戸市（事務局）

野菜、水稲 等

問い合わせ先 神戸市経済観光局農水産課 TEL：078-984-0379

神戸市

生産

消費

マルシェの様子

流通

展示会への出展
農作業の様子

有機農業面積（R4→R7） ： 23ha→ 30ha（＋30％）
有機農産物の販売量(R4→R7)：100t → 130t （＋30％）
有機農業者数（R4→R7） ： 22人 → 31人（＋41% ）

技術講習会
の様子
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

朝来市（兵庫県朝来市）

取組の内容

普及に向けた取組

成果目標

有機農業啓発のシンポジウム、有機農産物を主とするマルシェ等を開催することにより、
有機農産物に対する正しい理解を深め、消費について意識改革を行う。また、ＢＬＯＦ理
論講習会を開催することにより、市内農家における有機農産物の生産を促進し、「生産」
→「流通」→「消費」の循環体制を確立する。

BLOF 理論に基づく有機栽培技術の講習会

(生産方法・ほ場管理方法等)を開催

有機農産物の取扱業者向けの市内産有機農

産物の展示会の開催

学校給食やこども園での有機農産物を利用した食育を実施。マルシェ開催や学

校給食での利用により、新規就農者を中心に販路を確保。地域住民に対する、

有機への理解度や購買意欲向上に向けたシンポジウムを開催

背景・課題

品 目

構 成 員

高齢化による担い手不足等の課題解決のため、「朝
来市農業推進戦略プラン2019」を策定し、若者を中
心に研修・就農環境を整え農業所得の向上、儲ける農
業を目指す方針としている。

有機農業の推進が持続可能な農村環境づくりの基本
となり、また、農作物の高付加価値化と農家の収入増
加に寄与することを目的に、有機農業への理解の向上、
面積の拡大、農家数の増加に繋がるように取り組む。

朝来市

水稲、野菜 等

問い合わせ先 朝来市産業振興部農林振興課 TEL：079-672-2774

朝来市

生産

消費

マルシェの開催

流通

有機農産物展示有機栽培技術指導(BLOF)

○有機農業面積(R4→R7)：10ha→15ha (＋50％)
○有機農業者数(R4→R7)：6人→11人(＋80%)
○学校給食での無農薬米の提供(R4→R7)：0回→完全実施
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 生産 流通 消費調達

宇陀市（奈良県宇陀市）

取組の内容

「特定農業振興ゾーン」を核として有機農業の生産・
流通の改善を図る。取組を進めることにより、有機農業
の生産・消費拡大を加速化し、中山間地域における有機
農業の先進拠点を創出する。
目標 有機農業面積（R3→R6）：21.2ha→21.7ha （+ 2.4％)

有機農産物の販売量増加（R3→R6） ：275.2t→283.5t （+ 3.0%)
有機農業者数（R3→R6）：15人→18人 （+20.0%)

普及に向けた取組

成果目標

地域の有機農業者の課題であるフードロス対策や販路に関する取組をこれまで行って来た。
令和５年度は学校給食への提供やアンケートの実施、そして市内の畜産堆肥の流通試験を通し
て地域と有機農業の距離を近づけつつある。今後は担い手の対策、学校給食などの食育を強化
することで、引き続き、有機農業産地づくりを核とした地域にあった持続可能な農業の定着・
拡大に取り組む。

市内畜産農家と連携して自家製堆肥の使い

やすい形態を検討し、流通・栽培を実施。

電場冷蔵庫（電場によりチルド状態を保持）

の利用による収穫物の長期鮮度保持を検討

し、出荷ロスを削減する。

規格外品を利用したペーストの２次加工品

開発等による有効活用促進、学校給食への活用を実施。

販路拡大のため、市内マルシェやフードフェスへの出展を支援。PRホームページの
拡充や直売所への有機農産物コーナーの設置及びシンボルマークの運用に取り組む。

背景・課題

品 目

構 成 員

宇陀市には、農業法人グループや企業出資法人などを
中心に、県全体の有機JAS認証農家数の45％が存在して
おり、特に伊那佐東部地区では、奈良県が進める「特定
農業振興ゾーン」制度を活用した軟弱野菜主体の有機農
業産地づくりに取り組んでいる。

宇陀市

野菜、水稲

問い合わせ先 宇陀市農林商工部農林課 TEL：0745－82－3679

宇陀市

生産

消費

流通

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

市内畜産堆肥の流通試験 電場冷蔵庫を活用した
鮮度保持試験

調達

ＨＰの活用や
展示会への出展

加工品開発や
学校給食への
活用
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

未利用有機資材の活用

栽培技術の指標作成

地場での加工品の製造

学校給食

有機農業をテーマとしたマルシェ

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

かつらぎ町（和歌山県かつらぎ町）

取組の内容

普及に向けた取組

成果目標

①生産：未利用有機資材の活用による肥料化。有機農業希望者へ
の研修会開催。栽培暦の作成。

○加工残渣などの肥料化について肥料作成事業者との協議
○有機農業の有識者を招いた研修会の実施
○うめ・かき・キウイフルーツなどの有機栽培の栽培歴の作成

②加工・流通：有機農産物の加工品開発。
○有機農産物の規格外果実の加工について加工事業者との協議

③消費：学校給食への有機農産物の活用。有機農業をテーマとしたマルシェ開催。
○学校給食への有機農産物の活用についての給食担当者との協議
○有機農産物を販売するためのイベント実施についての協議

背景・課題

品 目

構 成 員

かつらぎ町は、年間通して様々な品目の果樹栽培が
行われる総合果樹産地として発展してきたが、近年、
農業者の高齢化・減少や耕作放棄地の増加、後継者不
足の課題に直面している。そこで、持続可能な農業生
産を目指すため、現在取り組んでいる有機農業の拡大
に取り組み、新規就農者の確保、消費拡大を図る。

かつらぎ町

うめ、かき、キウイフルーツ

問い合わせ先 かつらぎ町産業観光課農業振興係 TEL：0736-22-0300

かつらぎ町

生産

消費

流通

○有機農業面積 R4 728a ⇒ R7 778a

○有機農業者の増加 R4 12名 ⇒ R7 13名

・有機農業実施計画の作成に向けた検討会の開催
…関係者による有機農業実施計画案の検討。

・労働力確保に向けた外部労働力を呼び込む取組
…町外の農業に興味のある人を労働力として雇用す

るため宿泊費の支援。
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取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

鳥取県西部地区営農型発電導入検討協議会（鳥取県境港市）

取組の内容

○目標年度：令和５年度
○地域における営農型太陽光発電の効果的なモデル事例を作成

普及に向けた取組

成果目標

R5年度中に鳥取県西部地区に適した営農型太陽光発電モデルを作成する。R6年度以降、
当該モデルに基づく営農型太陽光発電設備の設置を検討し、地域への普及を図っていく方
針である。

再エネ電力の供給と農業分野での強風対策を両立した営農型太陽光発電モデ
ルを作成するため、先進事例調査と推進会議を実施する。

先進事例調査では福島県二本松市を視察し、垂直両面パネルの設置手順や農
作物の生育状況等を確認、関係者で共通認識を深める。

推進会議では、協議会構成員に加え、営農型太陽光発電の知見を有する専門
家、地域の農業者団体・農業委員会等を参集する。先進事例調査の結果や各種
試験結果等を踏まえ、白ネギ等の営農型太陽光発電への適性や、垂直両面パネ
ル間の距離や設置場所の適地、発電電力を地域内で利用する仕組み等の検討に
取り組む。

背景・課題

品 目

構 成 員

鳥取県境港市は弓ヶ浜半島の先端に位置し、標高２
ｍ内外の平坦な地形で周囲に隔てるものが少ないため、
農地以外に太陽光発電施設が比較的多く設置されてい
る。しかし、多くの施設が固定価格買取制度を活用し
た売電を行っており、現在、地域で電力の脱炭素化に
取り組もうとする事業者に再エネ電力を供給すること
ができていない。

一方、農業分野では、砂地の土壌条件を生かして特
産の白ネギなど畑作物の栽培が盛んに行われているが、
地形の影響から農作物の倒伏や乾燥、チップバーンな
ど、強風等への対策が課題となっている。

鳥取県、境港市、農業者、発電事
業者

白ねぎ 等

●先進事例調査（福島県二本松市）

問い合わせ先 鳥取県西部地区営農型発電導入検討協議会 TEL：0859-32-7118
（事務局：山陰酸素工業株式会社）

調達

●推進会議

境港市
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取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

江津市（島根県江津市）

取組の内容

普及に向けた取組

成果目標

江津市有機農業推進協議会を核とした推進テーマ別ワーキングチームと全体のコーディ
ネーターを設置し、第４次江津市有機農業推進計画に基づくロードマップの作成及びその実
現に向け取り組む。

有機農家の経営面積や生産量を拡大するための実証ほの設置や学校給食への活用、有機農
業への正しい理解や消費拡大につなげるために市内各所でのプロモーション活動を実施する。

（無肥料栽培）・ブロッコリー・マコモ

の栽培実証、市内農業者を対象とした栽

培講習会

規格外品を利用した加工品の開発（冷凍

カット野菜やフリーズドライ野菜）、有機農産物の取扱に関する実需者アン

ケート、市内の飲食店と連携した有機農産物を使ったレシピ開発

学校給食への有機農産物の導入、学校給食食材に関する意見交換会・セミナー

の開催、オーガニックフェスタの開催

背景・課題

品 目

構 成 員

江津市は、農地の多くが中山間地に位置しており、
零細な水稲経営が多く、近年の米価の低迷や農家の高
齢化から経営の継続や地域農業の維持が厳しくなって
いる。一方、耕地面積に占める有機JAS認証面積の割
合が９％（令和３年度）と全国でトップクラスを維持
している。

江津市

水稲、野菜

問い合わせ先 江津市農林水産課 TEL：0855-52-7493

江津市

生産

消費

オーガニックフェスタ

流通

規格外品を使用した
フリーズドライ

有機米の
栽培実証

○有機米（無肥料栽培米を含む）の栽培面積
（R4：5ha ⇒ R10：8ha）

○有機米（無肥料栽培米を含む）の販売数量
（R4：160kg ⇒ R10：2,400kg）

○有機米（無肥料栽培米を含む）の取組者
（R4：1人 ⇒ R10：4人（経営体））

有機露地野菜（ブロッコリー）の
栽培講習会
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取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

かぶとバイオファーム合同会社（岡山県笠岡市）

取組の内容

○目標年度：令和９年度
○年間発電量：12,329,280kwh/年
○年間熱利用量：28,702GJ/年
○年間堆肥利用量（分離汚泥）：12,921t/年

普及に向けた取組

成果目標

エネルギー調達における環境負荷低減を推進するため、地域資源である家畜排せつ物を
発電に利用（CO2削減効果は6,000ｔ/年を見込む）。

大規模災害等の停電時には施設を開放して充電施設として活用するなど、地域レジリエ
ンスの強化を含め、エネルギーの地産地消を図る。

事業参加農家では乳用牛と肉用牛あわせて約４千頭を飼養しているが、その家畜排せつ
物を発電に利用することで、堆肥化にかかる労働力の軽減が図られる。

○バイオマス発電プラントの整備のうち、脱臭装置の導入。脱臭装置は、特に
臭気発生源となる受入槽や固液分離機、消化液濃縮装置の臭気を捕集して浄
化。

○また、バイオマス発電プラントのメタン発酵槽から排出される消化液は、固
液分離を行い、分離汚泥を構成農家が堆肥原料等に活用し、分離ろ液は濃縮
し、干拓地で生産される飼料作物等への活用を見込んでいる。

○発電により発生する熱は、メタン発酵槽及び消化液の濃縮装置の加温等に利
用する。

背景・課題

品 目

構 成 員

笠岡市の笠岡湾干拓地では、かぶとバイオマスプラ
ント有限責任事業組合に参加している構成農家を中心
に約１万頭の牛が飼育されており、各自の堆肥舎で堆
肥化を行っているが、地域に豊富に存在する家畜排せ
つ物からさらにメタンガスを生成し、発電に利用する
ことで脱炭素社会（カーボンニュートラル）の実現が
期待できる。 かぶとバイオマスプラント有限責

任事業組合（畜産農家７戸、かぶ
とバイオファーム合同会社）

―

○バイオマス発電施設（完成図）

問い合わせ先 かぶとバイオファーム合同会社 TEL：06-6361-6454

笠岡市

調達
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 流通生産 消費調達

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

世羅町循環型農業推進協議会（広島県世羅町）

取組の内容

普及に向けた取組
地域未利用資源である鶏ふん等の活用による化学肥料使用量低減や、発生予察や畦畔管

理による化学農薬使用成分回数の低減については、令和５～６年度の実証技術の結果を踏
まえ、令和６年度に「グリーンな栽培体系導入マニュアル」を作成する。また、地域集落
法人を対象とした研修会等の実施による普及・定着、生き物調査や消費者交流会等による
消費者理解の醸成を図っていく。

○化学肥料使用量の低減

：地域内で産出される鶏ふん等の未利

用資源の化学肥料代替利用

○化学農薬使用量の低減

：発生予察及び出穂10日前までの畦畔

草刈り実施による化学農薬使用成分

回数の低減

○省力化

：ドローンを活用した病害虫防除

○消費者理解の醸成

：地元農家や世羅高校生等による生き物調査の実施やグリーンコープ組合員

等の消費者を対象とした交流会の実施

背景・課題

品 目

構 成 員

世羅町では、畜産サイドにおいては産出される家畜
ふん堆肥の処理コスト、耕種サイドにおいては米価下
落や肥料・資材高騰などを背景とした生産コストの低
減が喫緊の経営課題となっている。 これらの解決に
向け、地域未利用資源の地域内利用の推進や耕種的防
除の導入により、化学肥料及び化学合成農薬の使用量
低減を図る。 広島県、世羅町、認定農業者等

水稲

鶏ふん等の利用

問い合わせ先 世羅町産業振興課 TEL：0847-22-5304

ドローンによる防除

生産

高校生が参加した
生き物調査の様子

世羅町

病害虫診断研修

調達

消費
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

海陽町オーガニックス（徳島県海部郡海陽町）

取組の内容

普及に向けた取組

成果目標

初年度は、小規模かつ試行的な取組であり、持続可能な町づくりの実現のためには、生
産規模の拡大や消費者の理解促進が不可欠である。

そこで、栽培技術や生産物の出口対策を確立し、新規取組者が参入しやすい体制づくり
を図る。また、ホームページにおいて団体の活動や有機農産物のＰＲを行い、新規参入者
の誘致と消費者への情報発信を同時に行うことで、取組の賛同者を確保する。

地元企業の鶏糞の活用や防草シートを用いた

ニンジンの栽培実証

土づくりなどの技術講習会の開催

ニンジンを用いた加工食品の開発

学校給食への有機米、ニンジン、ナスの導入

協議会の取組や有機農産物のＰＲのためのホームページ開設

有機マルシェへの出店

背景・課題

品 目

構 成 員

海陽町は農業従事者の高齢化や担い手不足が著しく、
中山間地域であることから単位面積あたりの収入確保
が課題となっている。このため、有機農産物の生産や
流通、消費までの一貫した取組体制を確立し、有機農
産物の高付加価値化や持続的な町づくりを行うことを
目的とする。

農業者、有限会社ショッピング、

ペンションししくい、海陽町

水稲、にんじん、なす、たまねぎ

問い合わせ先 海陽町産業振興課 TEL：0884-73-4161

海陽町

生産

消費

有機マルシェ

流通

加工品の開発（イメージ写真）技術講習会

○有機農業の面積拡大（いも類・露地野菜）
（R4：0.44ha ⇒ R10：0.94ha）

○有機農産物の販売数量拡大
（R4：5,000kg ⇒ R10：5,550kg）

○有機農業者数の拡大
（R4：3人 → R10 :8人）

環境に配慮した水稲栽培
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

香川県グリーン農業コンソーシアム（香川県高松市）

取組の内容

普及に向けた取組
令和５～７年度の現地実証の結果を踏まえ、令和７年度に「イチゴのグリーンな栽培体

系導入マニュアル（仮称）」を作成し、イチゴ部会を対象とした講習会等により、普及組
織とJAが連携して、地域への普及・定着を図る予定。

養液測定による適正な養液管理方法、
AIによる病害感染予測と微生物資材によ
る防除体系の検討を行い、イチゴの生産
力向上と持続性の両立を目指す。
○化学肥料の使用量低減

養液（給液、排液）のEC管理による適
正な養液管理

○化学農薬の使用量低減
AIによる病害感染予測と微生物資材の
ダクト内投入の組合せによる防除

○省力化
AIによる病害感染予測と微生物資材の
ダクト内投入の組み合わせによる防除
により病害虫防除作業時間を削減

背景・課題

品 目

構 成 員

香川県のイチゴ栽培の多くは非循環式の養液栽培シ
ステムにより栽培しており、収量減の要因となるかん
水量不足を回避するために過剰給液になりやすい。過
剰なかん水は、ほ場外への肥料成分流出による環境負
荷や肥料コスト増につながる恐れがある。また、施設
栽培は病害虫が発生しやすく、特に「うどんこ病」の
防除には複数の薬剤散布が必要となり、労働の負担も
大きい。

香川県、香川大学、香川県農業協
同組合中央会、香川県農業協同組
合、香川県農薬卸協同組合、香川
県農薬商業組合、全国肥料商連合
会香川県部会、香川県農業士連絡
協議会、よしむら農園ネットワー
ク、三豊市、綾川町、香川県P T 
A 連絡協議会、生活協同組合コー
プかがわ、高松青果株式会社、株
式会社高松リビング新聞社

いちご（施設）

イチゴ果実に発生した
うどんこ病

問い合わせ先 香川県農業経営課農業革新支援グループ TEL：087-814-7319

廃液を回収して肥料成分を分析

生産

環境モニタリング装置

高松市

収穫定植育苗

うどんこ病 ①廃液の診断 ②AIによる病害予測診断
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

今治市（愛媛県今治市）

取組の内容

普及に向けた取組

成果目標

有機農業の担い手が高齢化する前に、新たな担い手を確保する。現状では慣行農業から
有機農業に転換するケースはほとんどないため、移住者等の新規就農者を支援していく。

販路が、付加価値を認める都市部の顧客や富裕層向けだけでは有機農業の拡大は限定的
であると思われる。産地の住民も購入できるよう、加工・流通ルートを開拓するとともに、
消費者の有機農業に対する理解を深め、需要を喚起して消費を拡大できるよう取り組む。

先駆的農業者のもとでの有機農業研修

者受け入れを支援、一般市民や新規就

農希望者向けの有機農業講習会を実施

規格外の柑橘の果汁を使用した加工品

製造に向けた農業者や流通業者等の調整

小学生のサツマイモ植付け・収穫等の農業体験や収穫したサツマイモを使った

メニュー考案による食育、有機農産物を使用した給食の実施、有機農業PR・食

育動画の制作、オーガニックビレッジの取組に関する市民アンケートの実施

背景・課題

品 目

構 成 員

今治市の有機農業は、約40年の歴史があり、平成
18年に制定した「食と農のまちづくり条例」に基づ
き有機農業を振興しているが、担い手の高齢化等によ
り有機農業の次代への継承が課題となっている。

今治市

水稲、野菜、果樹

問い合わせ先 今治市産業部農林水産課 TEL：0898-36-1542

今治市

生産

消費

小学生の農業体験

流通

加工品製造有機農業講習会

○有機農業の面積拡大（果樹）
（R4：37ha ⇒ R10：38ha）

○有機販売量の拡大（給食使用量）
（R4 ：11,336kg ⇒ R10：19,607kg）

○有機農業者数の増加
（R4：72名 ⇒ R10：82名）

太陽熱消毒中のほ場

92

106



地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

うきは市グリーン栽培検討協議会（福岡県うきは市）

取組の内容

普及に向けた取組
①調達：うきは市、にじ農業協同組合、筑前あさくら農業協同組合及び株式会社 アグリガーデ

ンスクール＆アカデミーと共同で、有機栽培、減化学肥料栽培に適した堆肥の研究及
び生産に向けた取組みを行い果樹園地にて実証を行う。

②生産：外部講師を招き、植物の生態や環境負荷の少ない栽培講習及び土壌分析に基づいた施
肥設計講習の取組を行う。

果樹（かき、ぶどう、日本なし等）
植物の生態、土壌分析に基づいた栽培
講習を農業者へ行うことで、施肥設計
の方法や環境負荷の少ない栽培方法を
周知・実践する。

講習サイクルについては、３か月を
１クールとして７月から３月までの間
で２回行うことで、果樹生産者に参加
しやすい講習を実施。

また、植物の生態、土壌分析に基づ
いた栽培方法を確立し、実証期間は、
３年間とし、慣行栽培ほ場との検証行
い減化学肥料栽培の実証を行う。

背景・課題

品 目

構 成 員

果樹栽培の施肥の量は、各農業者の経験と勘により行
われていることが多く、窒素成分、リン成分、カリ成分
など圃場によっては過剰に施肥されている状況がある。

うきは市、JAにじ、朝倉農林事務
所久留米普及指導センター、農業者

かき、ぶどう、日本なし、ドラゴ
ンフルーツ

問い合わせ先
うきは市グリーン栽培検討協議会
（事務局：うきは市役所農林振興課農政係）
〒839-1393 うきは市吉井町新治３１６、TEL：0943-75-4975

生産

うきは市

調達

＜organic vision farmer's＞
有機農業や減農薬・減化学肥料の推進及び農産物
をPRしていきたい想いからロゴを制作。ここでいうオー
ガニックとは、『健康的な生活を目指す生産者』や『環
境に配慮した農法を行う農業者』を意味する。有機農
業者等はもちろんのこと、有機農業を目指す農業者
にも活用を促している。

←取組を行ってい
る農地・園地につ
いては、この名称
をグーグルマップ
上に掲載してもら
い、取組みの周知
や利用拡大を図る。

化成肥料・化石燃料から有機質資材・クリーンエネル
ギーへの転換、温室効果ガスの低減に繋がる取組みとし
て植物の生態、土壌分析に基づいた施肥設計を学んでも
らうことで過剰な肥料の投与を減らし、土づくりを中心
とした減化学肥料の取組みを推進する。

成果目標

地域資材を活用した有機質堆肥の研究及び生産状況 農業者に対しての
講習会の様子
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

県央地域農業振興協議会（長崎県諫早市、大村市、東彼杵町、川棚町、波佐見町）

取組の内容

普及に向けた取組
本事業で実施した検証の結果等により作成したグリーンな栽培マニュアルを踏まえて、

地域の現行の栽培暦をグリーンな栽培暦に改定する。改定した栽培暦を地域で普及させる
ために、協議会で産地戦略を策定し、県央地域でのグリーンな栽培体系の定着を目指す。

環境にやさしい栽培技術について、
「転炉スラグ*」を活用し、土壌pHを弱
アルカリ性にすることで、根こぶ病発症
を抑える技術を実証。また、従来行って
いた石灰資材の施用や根こぶ病発病株の
持ち出し等、発病予防や病原菌の防除に
かかる作業工程を削減させ、作業の省力
化を図る。これらの技術については、実
証ほの現地調査で得た結果を基に栽培マ
ニュアル・産地戦略を作成するとともに、
完成したものは県HPで公表し、実証結
果の情報発信に取り組む。

背景・課題

品 目

構 成 員

県央地域では、諫早湾干拓地をはじめ各地でブロッ
コリーが栽培され、産地化している。近年、ブロッコ
リーの連作ほ場において、防除が困難な土壌病害であ
る根こぶ病の発生が課題となっており、農薬散布やお
とり作物の導入等、複合的に病害防除に取り組んでい
るものの、依然として発生している状況。

県央振興局、諫早市、大村市、東
彼杵町、川棚町、波佐見町、長崎
県央農業協同組合、長崎西彼農業
協同組合、長崎県農業共済組合、
農林業技術開発センター、諫早農
業高等学校

ブロッコリー（露地）

問い合わせ先 長崎県県央振興局（農林部）
TEL：0957-22-0057 、Email：s34416@pref.nagasaki.lg.jp

生産

諫早市

調達

○転炉スラグの活用による化学農薬の使用量低減
○根こぶ病の予防や防除にかかる作業工程の削減

成果目標

転炉スラグの搬入 転炉スラグ散布
転炉スラグ投入なし 転炉スラグ投入あり

＋耐病性品種

＊製鉄所において、せん鉄から鋼を製造するための転炉で副成される資材。

94

108



地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

南阿蘇村（熊本県阿蘇郡南阿蘇村）

取組の内容

普及に向けた取組

成果目標

大学と連携した収量調査や堆肥活用による栽培技術確立、地域おこし協力隊制度等を活用し
た新規有機農業生産者の育成のほか、水稲や野菜等について生産技術の情報交換や共同出荷等
を進めていく方針。また、有機JAS認証取得の推進、有機JAS対応の食品加工工場等と連携した
加工品開発・製造、観光施設等と連携した消費拡大、学校給食での有機農産物の利用促進、EC
サイトを活用した情報発信・販売促進、オーナー制度や農業体験等を通じた消費者との交流等
を推進。

栽培技術の実証（水稲、ごま、そば、

にんにく）、団地化したほ場の土づ

くり、新規有機農業者の育成、有機

農業技術調査

有機農産物の集出荷・保管等流通の

検証、有機農産物（ニンニク、ゴマ）

の加工・販売

学校給食での有機農産物利用の試行、有機農業をテーマにしたマルシェ開催、消費
者との交流（田植え、草取り、稲刈り）

背景・課題

品 目

構 成 員

南阿蘇村の草原と田園の風景は、阿蘇の草原を活かし
たあか牛の飼育と、堆肥を活用した農産物の生産という
資源循環型農業によって維持され、冷涼な気候を活かし
て有機農業に取り組む生産者も多い。しかし、慣行栽培
で稲作を行う生産者の高齢化に伴い、農地の遊休化が懸
念される。

南阿蘇村

水稲、そば、ごま、にんにく

問い合わせ先 南阿蘇村役場 農政課 TEL：0967-67-2707

南阿蘇村

生産

消費

オーガニックマルシェの開催

流通

実需者と有機農産物の
売買契約締結

ゴマ栽培技術の実証と
有機農業者育成

○有機栽培面積の増加 41.5ha(R3) → 71.0ha(R9)
○新規有機農業者の増加 47名(R3) → 52名(R9)
○有機農産物の販売量の増加 132.5t(R3) → 168.2t(R9)
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地域循環グリサポ SDGsバイオマス有機 調達 生産 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

豊後高田市有機農業推進協議会（大分県豊後高田市）

取組の内容

普及に向けた取組

成果目標

豊後高田市では、ファーマーズスクール等による有機農業の生産者が増加した中で、有機農
業を推進する環境の整備と地産地消の拡大に向けた取組みを推進するため、令和５年５月に豊
後高田市有機農業推進協議会を設立した。事業を活用し、有機農業の技術向上、面積拡大に向
けた団地化の実証、学校給食への供給の試行などによる販路拡大、独自認証制度の検討などを
行い、豊後高田市の有機農業の振興を図りたいと考えている。

生産性向上に向けた研修会の開催、栽培

実証試験及び有機農業の団地化の検討

有機農産物に対する市独自の認証制度導

入、市内の有機農産物生産量の情報収集、

市場流通調査

学校給食における有機農産物等の活用促

進、共同出荷体制の検討及び販路開拓

背景・課題

品 目

構 成 員

豊後高田市では、H27 年度にファーマーズスクール
による研修受け入れを開始し、近年新規就農者が増加し
ているが、有機農業における栽培技術の向上、有機農産
物の販路開拓等が課題。

生産者、豊後高田市、大分県 等

いも類、露地野菜、水稲

問い合わせ先 豊後高田市役所 農業振興課 TEL：0978-25-6243

豊後高田市

生産

消費

流通

○有機農業に取り組む農家数の増加
13戸(R3)→18戸(R10)

○有機農業取組面積の増加
（全体） 59.4ha(R3)→70ha(R10)
（いも・野菜類）20.1ha(R3)→23ha(R10)

○学校給食での有機農産物使用量及び使用割合の増加
4.1t・6.7%(R3)→7.1t・11.4%(R10)

有機農産物等のイベント販売市独自の認証制度導入に向けた
先進地視察

団地化に向けた管内事例調査
（水稲）
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地域循環有機グリサポ SDGsバイオマス 生産 流通 消費調達

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

双日株式会社（宮崎県川南町）

取組の内容

○実証作物の収量拡大：10ｔ/10ａ
○資源作物の栽培面積拡大：10ha
○燃料製造業者の確保：１事業者

普及に向けた取組

成果目標

双日、宮崎県及びアグリパートナーズは、実証結果の検証を行い、安定的なバイオマス燃
料供給に向けた栽培モデルを構築する。

また、栽培実証の検討結果についてホームページ等を通じた情報提供を行うとともに、宮
崎県と連携し耕作放棄地を活用したソルガムの栽培面積拡大を推進し、資源循環の仕組み構
築に取り組む。

宮崎県と双日株式会社が締
結した「農業資源を活用した
資源循環事業に関する連携協
定（令和５年４月19日付）」
により、県は、農業資源の生
産などに関する情報提供や製
品としての普及性の評価など
を行う。双日は、耕作放棄地
や未利用期間の農地も活用し
て、バイオマス燃料原料とな
るソルガムの栽培実証を行う。

背景・課題

品 目

構 成 員

宮崎県では、施設園芸や畜産を中心に収益性の高い
農畜産業を展開し、県の基幹産業となっている。一方
で、農家戸数や農業従事者の減少・高齢化等による生
産力の低下や
荒廃農地が増加している。また、海外資源に依存する
燃油や飼料等の生産資材は、不安定な国際情勢等を背
景に、国内資源等を活用した安定的な生産構造への展
開が求められていることから、県内の新たな農業資源
作物栽培による資源循環の仕組みを構築する必要があ
る。

双日株式会社（東京都）、宮崎県
農政水産部、アグリパートナーズ
株式会社（農作業受託：宮崎県川
南町）

資源作物（ソルガム）

問い合わせ先 宮崎県農政水産部農業技術課 TEL：0985-26-7134

川南町

生産

※取組時期の上段は１期作、下段は２期作による栽培実証。

播種 生産 加工・流通収穫

生産播種 生産収穫 加工・流通収穫

流通
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地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

和泊町グリーン化推進協議会（鹿児島県大島郡和泊町）

取組の内容

○畝連続使用栽培体系における無線式小型耕うん機の
活用による労力軽減

○土壌診断に基づく施肥設計による化学肥料の使用量
低減と土壌改良資材の活用

普及に向けた取組

成果目標

協議会の構成員で取組の内容について、検討会を重ね協議するとともに、関係機関の生
産者部会と連携して化学肥料の使用量を調査する。その調査結果や実証結果等に基づき、
栽培マニュアル及び産地戦略を作成し、和泊町技術員連絡協議会や生産者部会を通して、
取組内容や実証効果について周知・普及を図る。

畝を連続使用する栽培体系を導入する
ことで、作業時間を57％削減できるが、
２回目の耕うん作業は前作の支柱等が残
された状態で行うため、腰を曲げる姿勢
が多いなど作業性が良くない。そこで、
開発された無線式小型耕うん機を導入す
ることで、労働負荷の低減と省力化を図
る。

加えて、土壌診断に基づいた連続畝栽
培に適した施肥により、化学肥料使用量
を慣行栽培より10％削減させた環境にや
さしい栽培技術の検証を行う。

背景・課題

品 目

構 成 員

本町は、温暖な気候を生かした花き栽培が盛んで、
鉄骨に防風ネットを張った平張施設を導入し、周年出
荷している。しかし、慣行の栽培体系は、耕うんや
ネット張り等、一連の作業にかかる時間が多い現状。

和泊町経済課、沖永良部花き専門
農業協同組合、あまみ農業協同組
合、鹿児島県沖永良部事務所農業
普及課

きく（施設）

小型耕うん機で耕うん

問い合わせ先 大島郡和泊町役場 経済課
TEL：0997-84-3515、Email：keizai@town.wadomari.lg.jp

無線式小型耕うん機で耕うん

和泊町

生産

耕うん後の土壌状態

無線式小型耕うん機

生育特性評価土壌分析施肥 耕うん実証 生育特性評価 土壌分析 実績検討

転換

98

112



地域循環有機 SDGsバイオマスグリサポ 生産調達 流通 消費

取組
時期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

土どぅ宝協議会（沖縄県南風原町）

取組の内容

普及に向けた取組
・1～2年目はBLOF理論の理解、新しい取組の情報収集を中心に行い、3年目に収集した情報を

基にマニュアル作成を行う。作成したマニュアルを基に農業者が講師となり、グリーンな栽培
体系へ転換を図る活動を他地区・他品目に向けて情報発信し、南部地区全体で取り組みたい。

BLOF理論に基づいた栽培講習会、土壌分析。
きゅうり（施設栽培）の農薬・肥料散布回数および労働時間の削減と生産量・品質
の向上に取り組む。

背景・課題

品 目

構 成 員

南風原町は、沖縄本島南部のほぼ中央に位置し、県内
では海に面していない唯一の市町村です。本地域は１ha
以下の小規模農家が多く、酪農、園芸（野菜、花き）を
中心とした都市近郊型の農業が発展している。現在、環
境に対する意識が高まっている中、農薬・化学肥料低減
等の環境にやさしい栽培への転換が課題となっている。

土どぅ宝協議会、

沖縄県南部農業改良普及センター、

沖縄協同青果株式会社、

沖縄県農業協同組合

きゅうり（施設）

問い合わせ先 沖縄県農林水産部園芸振興課 TEL：098－866－2266

生産

南風原町

○生態系調和型農業理論(以下「BLOF理論」という。)
への理解を深め、減農薬・減化学肥料栽培への転換に
取り組む。

○グリーンな栽培体系の取組面積 0.6ha(現状)→1ha

成果目標

BLOFインストラクター
による講習会

土壌分析調査 太陽熱養生処理 土壌団粒化調査

「BLOF理論」の理解を深め、減農薬・減化学
肥料栽培への転換を推進するため、BLOF理論イ
ンストラクターによる栽培講習会および検討会
を年に8回開催し、会員の理解力・研究心・栽培
技術力の向上に取り組む。

また、土壌診断を7ほ場で3回ずつ実施（植付
前1回・収穫前か収穫後のいずれか1回・収穫後
期1回）し、技術等の検証を行い、診断結果を基
に新しい栽培技術を取り入れて、減農薬・減化
学肥料栽培への転換を図る。

つち
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農林水産省大臣官房環境バイオマス政策課

みどりの食料システム戦略グループ

〒100-8950 東京都千代田区霞が関１ー２ー１

TEL：03-6744-7186

HP：https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/midori/index.html

北海道農政事務所 生産支援課 TEL（直通）: 011-330-8807

東北農政局 生産振興課 TEL（直通）: 022-221-6179

関東農政局 生産振興課 TEL（直通）: 048-740-0401

北陸農政局 生産技術環境課 TEL（直通）: 076-232-4893

東海農政局 生産技術環境課 TEL（直通）: 052-746-1313

近畿農政局 生産技術環境課 TEL（直通）: 075-414-9722

中国四国農政局 生産振興課 TEL（直通）: 086-224-9411

九州農政局 生産技術環境課 TEL（直通）: 096-300-6695

沖縄総合事務局 生産振興課 TEL（直通）: 098-866-1653

問い合わせ先








